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本文中の事務事業評価の表示について 

 令和元年度に実施した事務事業について、各担当において事業の目的の把握、経費の分析を通して、

成果、成果向上のための課題・問題点及び改善策を把握し、評価票（分析票）を作成し、それを基に

担当部等の長により事業の今後の方向性について評価したものである。 

  その評価と表示については以下のとおり。 

方向性名称 方 向 性 の 内 容 費用対効果の考察 

拡充推進 さらに費用をかけることにより、成果の向上を図る。 
費用 

成果 

改善推進 
費用は現状を維持し、事務事業の見直し（事務改善による効率

化、実施方法の転換等）により成果の向上を図る。 

費用 

成果 

現状維持 
事務事業の見直しの余地がなく、費用、成果ともに現状を維持

する。 

費用 

成果 

合理化 
費用は削減するが、事務事業の見直し（事務改善による効率化、

実施方法の転換等）により成果の現状維持を図る。 

費用 

成果 

縮小 
成果の縮小や後退もやむを得ないものとし、費用を削減して事

業を縮小する。 

費用 

成果 

統廃合等 事業を抜本的に見直し、廃止、休止、他事業との統合、終期設定等を行う。 

終了 
事業の目的を達成または終期到来のため、事業終了とする（まったくの単年度事業で

他の事業との関連や今後の継続性がない事業もここに含む。）。 



   令和元年度決算に係る主要施策の成果について 

 令和元年度半田市一般会計及び特別会計の決算を議会の認定に付するにあたり、各部門の 

主要施策の成果について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第５項の規定に

より提出する。 

  令和２年９月１日 

                        半田市長  榊 原 純 夫 
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令和元年度決算について（総括） 

令和元年度の一般会計及び特別会計の決算の概要は、次のとおりである。 

一般会計の歳入総額は 40,595,618千円（前年度 38,104,052千円）で、前年度比 2,491,566千円 

6.5％の増、歳出総額は 39,012,196千円（前年度 36,282,788千円）で、前年度比 2,729,408千円 7.5

％の増であった。 

歳入歳出の差引額は 1,583,422千円（前年度 1,821,264千円）で、これを令和２年度へ繰り越した。

このうち繰越明許費の財源として繰り越した 252,686千円を除いた実質収支は 1,330,736千円（前年

度 1,504,550千円）、この実質収支を前年度と比較した単年度収支は △173,814千円で、この単年度収

支に財政調整基金への積立金 6,558千円を加え、財政調整基金からの繰入金 78,996千円を控除した実

質単年度収支は △246,252千円となった。 

歳入の特徴としては、市税の決算額が 23,618,199千円（前年度 23,541,390千円）で、前年度に比 

べ 76,809千円 0.3％の増となった。その内訳として、はじめに市民税では、緩やかな景気回復に伴う

個人所得の増加が続いていることから個人市民税は 214,824千円 2.8％の増となったが、法人市民税

では、一部の企業からの税収が大幅に減少したため 423,079千円 17.7％の減となった。このことから

市民税全体で 208,255千円 2.0％の減となった。次に、固定資産税では、引き続き、地価が下落した

ことにより、土地で 21,426千円 0.6％の減となったものの、家屋では新築家屋等の新規課税が増えた

ことにより 91,918千円 2.4％の増となった。また、企業の設備投資により償却資産が 180,504千円 

6.5％の増となったことから、固定資産税全体で 248,322千円 2.4％の増となった。その他では、都市

計画税が、固定資産税（土地と家屋）と連動していることから 14,317千円 0.8％の増となり、軽自動

車税では、10月１日から創設された軽自動車税環境性能割の収入も加わったことにより、16,403千円

5.7％の増となった。また、市たばこ税では、税率改正の影響により 6,080千円 0.7％の増となった。 

利子割交付金は 17,969千円（前年度 39,713千円）で、前年度に比べてゆうちょ銀行に係る利子の減

により 21,744千円 54.8％の減となった。 

配当割交付金は 124,952千円（前年度 113,154千円）で、11,798千円 10.4％の増、株式等譲渡所得

割交付金は 64,527千円（前年度 85,840千円）で、21,313千円 24.8％の減となった。 

地方消費税交付金は 2,135,736千円（前年度 2,252,089千円）で、令和元年10月に地方消費税の税

率が改定されたが、増税分が交付金に反映されるまでに時差があることや、暦の関係で交付金の一部が

次年度に交付されることにより 116,353千円 5.2％の減となった。 

自動車取得税交付金は 87,557千円（前年度 168,992千円)で、税制改正による自動車取得税の廃止

により 81,435千円 48.2％の減となった。 

環境性能割交付金は 27,005千円の皆増で、税制改正による自動車取得税の廃止に伴い、新たに創設

された自動車税環境性能割（軽自動車分を含まない）により交付された。 

地方特例交付金は 499,746千円（前年度 110,471千円）で、幼児教育・保育無償化に係る交付金の増

により 389,275千円 352.4％の増となった。 

地方交付税のうち普通交付税は 165,547千円（前年度 138,155千円）で、27,392千円 19.8％の増、

特別交付税は 127,836千円（前年度 138,206千円）で、10,370千円 7.5％の減であった。 

 分担金及び負担金については、344,237 千円（前年度 470,502 千円）で、126,265 千円 26.8％の減と

なった。これは、救急二次医療運営費市町負担金 26,928 千円の皆増などがあるものの、幼児教育・保

育無償化に伴い市立・民間保育所運営費負担金 285,283 千円（前年度 439,851 千円）などが減となった
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ためである。 

使用料及び手数料については 696,181千円（前年度 725,291千円）で、29,110千円 4.0％の減とな

った。このうち使用料は 511,852千円（前年度 540,363千円）で、28,511千円 5.3％の減である。主

なものは、市営住宅家賃（現年度分）180,034千円（前年度 182,413千円）、道路占用料 93,112千円

(前年度 81,398千円)、福祉ふれあいプール使用料 40,096千円（前年度 42,048千円）、職員等駐車場

使用料 34,945千円（前年度 33,991千円）、幼稚園保育料（現年度分）23,317千円（前年度 50,662千

円）、文化会館使用料 14,240千円（前年度 13,181千円）、墓地使用料 12,240千円（前年度 8,940千

円）、新美南吉記念館入館料 6,202千円（前年度 5,866千円）などである。また、手数料は 184,329千

円（前年度 184,928千円)で、599千円 0.3％の減となった。主なものは、許可業者等ごみ処理手数料

など清掃手数料 131,984千円（前年度130,967千円）、戸籍手数料など戸籍住民基本台帳手数料 33,717

千円（前年度 35,041千円）、開発等許可申請手数料など住宅手数料 4,606千円（前年度 4,644千円）

などである。 

国庫支出金は 5,199,801千円（前年度 4,699,373千円）で、500,428千円 10.6％の増となった｡  

これは、児童手当負担金 1,381,630千円（前年度 1,409,780千円）、生活保護医療扶助費負担金 

487,440千円（前年度 499,966千円）などの減はあるものの、プレミアム付商品券事業費・事務費補助

金 63,548千円、学校施設臨時特例交付金 165,295千円などの皆増や施設型給付費交付金 217,805千円

（前年度 166,338千円）、土木費における社会資本整備総合交付金 448,836千円（前年度 398,039千円

）などが増となったためである。 

県支出金は 2,631,935千円（前年度 2,491,288千円）で、140,647千円 5.6％の増となった。これ

は、愛知県知事選挙委託金（前年度 24,688千円）などの皆減や連続立体交差事業負担金 140,080千円

（前年度 178,609千円）、児童手当負担金 298,577千円（前年度 304,589千円）などの減はあるもの

の、参議院議員通常選挙委託金 24,661千円、幼児教育・保育無償化導入支援事業費補助金 17,287千

円などの皆増や新あいち創造産業立地補助金 69,887千円（前年度 16,133千円）、畜産競争力強化整備

事業補助金 66,538千円（前年度 50,047千円）などの増によるものである。 

財産収入は 201,631千円（前年度 191,969千円）で、9,662千円 5.0％の増となった。これは、名古

屋ハウジングセンター等への土地貸付収入 97,761千円（前年度 96,949千円）、普通財産（土地）売払

収入 72,273千円 (前年度 65,750千円）などの増によるものである。 

寄附金は、社会福祉基金寄附金 11,322千円、福祉センター費寄附金 5,000千円、新美南吉顕彰事業

費寄附金 3,000千円、文化財保存継承基金寄附金 1,048千円など 27,551千円（前年度 17,433千円）

で、10,118千円 58.0％の増であった。 

繰入金は 154,027千円（前年度 20,494千円）で 133,533千円 651.6％の増となった。これは、財

政調整基金繰入金 78,996千円の皆増、環境保全基金繰入金 57,524千円（前年度 1,510千円）の増な

どによるものである。 

繰越金は、純繰越金 1,504,550千円（前年度 866,542千円）、明許繰越金 316,714千円（前年度 

119,169千円）、事故繰越金 0円（前年度 64,500千円）で、771,053千円 73.4％の増となった。 

諸収入は 1,351,301千円（前年度 1,120,064千円）で、231,237千円 20.6％の増となった。これは

、東日本大震災支援に係る派遣職員負担金収入 254千円（前年度 15,116千円）、連続立体交差事業公

共補償 34,902千円（前年度 63,810千円）などの減はあるものの、プレミアム付商品券売払収入 

130,612千円、収入印紙売払収入 103,927千円、旅券発給事務受託事業収入 17,353千円の皆増などに

よるものである。 
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市債は 929,800千円（前年度 362,100千円）で、567,700千円 156.8％の増となった。借入の内訳は

、任坊山公園整備事業 113,400千円、ＪＲ武豊線連続立体交差化事業（高架側道整備事業）248,800千

円、ＪＲ武豊線半田駅付近連続立体交差事業 243,000千円に係る公共事業等債及び小・中学校空調機

設置事業 324,600千円に係る学校教育施設等整備事業等債である。 

以上の結果、歳入に占める自主財源比率は 69.5％（前年度 71.2％）で、1.7ポイント減少した。 

次に、歳出決算を目的別にみると、議会費は 286,734千円（前年度 273,772千円）で、議長車購入

事業 5,477千円の皆増や議員報酬等 168,992千円（前年度 164,870千円）などの増により 12,962千円 

4.7％の増となった。 

総務費は 3,675,050千円（前年度 3,737,330千円)で、62,280千円 1.7％の減となった。これは、参

議院議員通常選挙 24,661千円、市民交流センターＬＥＤ化事業 13,543千円などの皆増や市民交流セ

ンター管理運営事業 188,606千円（前年度 45,638千円）、固定資産評価替関連事業 61,138千円（前年

度 17,949千円）などの増はあるものの、第２次情報システム最適化事業（前年度 350,623千円）、亀

崎駅駐輪場整備事業（前年度 19,749千円）などの皆減やＩＣＴを活用したまちづくり推進事業 9,351

千円（前年度 43,384千円）、職員給等 1,424,534千円（前年度 1,649,511千円）などの減によるもの

である。 

民生費は 15,060,437千円（前年度 14,376,237千円）で、684,200千円 4.8％の増となった。これは

、社会福祉費が障がい者等自立支援事業 1,773,249千円（前年度 1,653,858千円）、介護給付費繰出金 

965,998千円（前年度 920,450千円）などの増により 216,734千円 3.6％の増、児童福祉費が放課後児

童クラブ施設整備事業 77,612千円などの皆増や児童扶養手当支給費 575,558千円（前年度 461,340千

円）などの増により 450,122千円 6.5％の増、生活保護費が生活保護扶助事業 1,242,087千円（前年

度 1,225,156千円）などの増により 16,795千円 1.3％の増となったためである。 

衛生費は 3,433,269千円（前年度 3,156,910千円）で、保健センター改修事業（前年度 20,574千円

）などの皆減やごみ焼却処理施設補修事業 65,811千円（前年度 89,737千円）などの減はあるものの

、樹木等再資源化処理委託事業 11,348千円などの皆増や知多南部広域環境組合負担金 209,706千円（

前年度 65,762千円）、病院事業会計繰出金 806,829千円（前年度 718,373千円）などの増により、

276,359千円 8.8％の増となった。 

農林水産業費は 238,104千円（前年度 217,712千円）で、揚水場ポンプ修繕事業（岩滑北浜・矢勝

川揚水場）341千円（前年度 3,996千円）などの減はあるものの、畜産・酪農収益力強化整備等特別対

策事業 66,538千円（前年度 50,047千円）、経営体育成支援事業 6,408千円（前年度 3,395千円）など

の増により、20,392千円 9.4％の増となった。 

商工費は 1,705,032千円（前年度 697,341千円）で、アイプラザ半田改修事業 493,926千円、プレ

ミアム付商品券事業・事務 193,584千円などの皆増や中小企業従業員退職金等福祉共済事業特別会計

繰出金 285,926千円（前年度 54,333千円）などの増により、1,007,691千円 144.5％の増となった。 

土木費は 7,262,846千円（前年度 6,122,816千円）で、1,140,030千円 18.6％の増となった。これ

は、常盤亀崎２号線道路改良事業（前年度 81,346千円）、市営住宅長寿命化計画策定事業（前年度 

14,040千円）などの皆減や下水道事業会計繰出金 2,409,848千円（前年度 2,682,968千円）などの減は

あるものの、任坊山公園整備事業 315,598千円（前年度 84,421千円）、ＪＲ武豊線連続立体交差化事

業 1,519,418千円（前年度 956,772千円）、ＪＲ半田駅前土地区画整理事業特別会計繰出金 561,780千

円（前年度 61,971千円）などの増によるものである。 

消防費は 1,169,307千円（前年度 1,212,827千円）で、災害ボランティアセンター資機材整備事業 
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1,772千円などの皆増はあるものの、防災行政無線整備事業（前年度 8,245千円）などの皆減や知多中

部広域事務組合消防費負担金 1,050,080千円（前年度 1,070,159千円）の減などにより、43,520千円 

3.6％の減となった。 

教育費は 4,193,013千円（前年度 4,361,216千円)で、体育施設ナイター照明ＬＥＤ化事業 69,398

千円などの皆増や小・中学校空調機設置事業 709,485千円（前年度 372,966千円）などの増はあるも

のの、新美南吉記念館施設改修事業（前年度 185,572千円）、小・中学校トイレ洋式化事業（前年度 

99,846千円）などの皆減や福祉文化会館施設等改修事業 112,585千円（前年度 355,689千円）などの

減により、168,203千円 3.9％の減となった。 

公債費は 1,988,404千円（前年度 2,102,528千円）で、高金利時代に借り入れた地方債の償還が完

了するとともに地方債残高そのものが減少したことにより、114,124千円 5.4％の減となった。 

また、歳出決算を性質別でみると、義務的経費が 16,366,535千円（前年度 16,116,938千円）で、

249,597千円 1.5％の増、決算額に対する構成比としては 42.0％（前年度 44.4％）で、2.4ポイント

減少した。 

人件費は 5,122,541千円（前年度 5,304,733千円）で、182,192千円 3.4％の減となった。これは、

退職手当 305,911千円（前年度 513,449千円）などの減による。 

扶助費は 9,255,590千円（前年度 8,709,677千円）で、545,913千円 6.3％の増となった。これは、

老人福祉費関連では、265,608千円（前年度 265,686千円）とほぼ横ばいであったが、社会福祉費関連

で障がい者の自立支援給付費 1,740,079千円（前年度 1,621,080千円）の増などにより 2,533,117千

円（前年度 2,398,944千円）5.6％の増、児童福祉費関連で児童手当 2,039,285千円（前年度 

2,080,745千円）などの減はあるものの、児童扶養手当 575,558千円（前年度 461,340千円）、児童発

達支援等事業給付費 478,593千円（前年度 411,620千円）、子ども医療費扶助費 527,634千円（前年度 

520,966千円）、地域型保育給付費 139,273千円（前年度 71,154千円）などの増により 5,033,398千円

（前年度4,711,534千円）6.8％の増となったことなどによる。 

公債費は 1,988,404千円（前年度 2,102,528千円）で、114,124千円 5.4％の減となった。内訳は、

地方債償還元金 1,915,849千円（前年度 2,010,096千円）、地方債償還利子 72,548千円（前年度 

92,427千円）、一時借入金等利子 7千円（前年度 5千円）であった。 

物件費は 5,969,846千円（前年度 5,992,609千円）で、市民交流センター管理運営事業 168,706千

円（前年度 10,034千円）、固定資産評価関連事業 61,138千円（前年度 17,949千円）などの増はある

ものの、第２次情報システム最適化事業（前年度 334,081千円）の皆減などにより 22,763千円 0.4％

の減となった。 

維持補修費は 613,991千円（前年度 590,886千円）で、ごみ焼却処理施設補修事業 65,811千円（前

年度 89,737千円）、住宅維持管理事業 14,949千円（前年度 40,036千円）などの減はあるものの、道

路環境美化事業（防草対策）62,455千円（前年度 7,460千円）、小学校管理運営事業 12,167千円（前

年度 785千円）などの増により 23,105千円 3.9％の増となった。 

補助費等は 5,054,684千円（前年度 4,687,593千円)で、367,091千円 7.8％の増であった。これは

、下水道事業会計負担金・補助金 1,293,396千円（前年度 1,524,779千円）などの減はあるものの、

過誤納市税還付金及び加算金 284,388千円（前年度 132,131千円）、知多南部広域環境組合負担金 

209,706千円（前年度 65,762千円）などの増によるものである。 

積立金は 347,143千円（前年度 268,963千円)で、公共施設整備基金積立金 103,036千円（前年度 

211,930千円）などの減はあるものの、大規模事業用地取得基金積立金 192,642千円（前年度 1千円）
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などの増により 78,180千円 29.1％の増であった。 

投資及び出資金・貸付金は 1,504,851千円（前年度 1,466,470千円）で、下水道事業会計出資金 

1,156,022千円（前年度 1,206,097千円)の減はあるものの、病院事業会計出資金 124,829千円（前年

度 36,373千円）の増により 38,381千円 2.6％の増となった。 

繰出金は 4,505,804千円（前年度 3,617,108千円）で、888,696千円 24.6％の増であった。これは、

国民健康保険事業特別会計繰出金 503,153千円（前年度 522,846千円）の減などはあるものの、ＪＲ半

田駅前土地区画整理事業特別会計繰出金 561,780千円（前年度 61,971千円）、乙川中部土地区画整理

事業特別会計繰出金 655,261千円（前年度 563,260千円）などの増によるものである。 

投資的経費のうち普通建設事業費は 4,649,342千円（前年度 3,518,122千円）で、1,131,220千円 

32.2％の増となった。このうち補助事業費は、常盤亀崎２号線道路改良事業（前年度 53,782千円）な

どの皆減があるものの、教育施設空調機設置事業 495,908千円、アイプラザ半田改修事業 134,970千円、

放課後児童クラブ施設整備事業 75,988千円などの皆増や任坊山公園整備事業 301,505千円（前年度 

78,118千円）などの増により 822,837千円 78.1％の増となった。一方、単独事業費は、アイプラザ半

田改修事業 358,956千円、亀崎北浦法面改修事業 55,562千円、州の崎公園駐車場整備事業 39,626千円、

体育施設ナイター照明ＬＥＤ化事業 68,398千円などの皆増やＪＲ武豊線連続立体交差化事業 524,287

千円（前年度 44,610千円）などの増により 206,149千円 9.7％の増となった。 

以上が、一般会計歳入歳出決算の主な特徴である。なお、翌年度の令和２年度へは、通学路安全対

策事業始め６事業に 252,686千円を繰越明許費の財源として一般財源を繰り越した。 

特別会計では、乙川中部土地区画整理事業特別会計の歳出決算額は 747,574 千円（前年度 679,962

千円）で、67,612 千円 9.9％の増である。主な事業内容は、仮換地先となる宅地造成、道路整備など

で、これにより、事業の進捗率は 90.9％となった。 

ＪＲ半田駅前土地区画整理事業特別会計の歳出決算額は 698,782 千円（前年度 227,249 千円）で、

471,533 千円 207.5％の増である。主な事業内容は、ＪＲ半田駅前土地区画整理事業調査業務委託等

（10 件）71,322 千円、土地区画整理事業用地取得（4,095.06 ㎡）534,997 千円、物件移転補償（10

件）38,412 千円などで、これにより、事業の進捗率は 20.0％となった。 

国民健康保険事業特別会計の歳入総額は 9,810,132千円（前年度 10,181,604千円）で、前年度比

3.6％の減、歳出総額は 9,762,981千円（前年度 10,151,051千円）で、歳入歳出差引額は 47,151千円

（前年度 30,553千円）の黒字となった。これは、歳入では被保険者数の減少により、国保税総額が 

2,215,840千円（前年度 2,299,112千円）と減となったものの、歳出において保険給付費の総額が 

6,581,734千円（前年度 6,744,259千円）と減となったためなどである。 

介護保険事業特別会計の歳入歳出差引額は 68,392千円（前年度 130,826千円）の黒字となったが、

高齢化に伴い要介護（要支援）認定者は令和２年３月末で 4,949人（前年度 4,863人）と増加してお

り、保険給付費総額は 7,729,200千円（前年度 7,370,594千円）で358,604千円 4.9％の増であった。 

後期高齢者医療事業特別会計の歳入歳出差引額は 2,131千円（前年度 2,093千円）の黒字となった

が、高齢化に伴い被保険者数が令和２年３月末で15,061人（前年度 14,636人）と増加しており、愛知

県後期高齢者医療広域連合への納付金は 1,378,498千円（前年度 1,329,578千円）で、48,920千円 

3.7％の増であった。 

令和元年度に中小企業従業員退職金等福祉共済事業特別会計、学校給食特別会計及び黒石墓地事業

特別会計の３特別会計を廃止した。なお、学校給食特別会計は、令和２年度以降引き続き、一般会計

で経理する。 
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令和元年度半田市各会計決算総括表 

                                      ( 単位：円 ) 

会 計 区 分 予 算 額 歳 入 決 算 額 歳 出 決 算 額 歳入歳出差引額 

一 般 会 計 41,363,500,044 40,595,618,011 39,012,196,260 1,583,421,751

中小企業従業員退職金等

福祉共済事業特別会計
914,899,000 899,664,040 899,664,040 0

乙川中部土地区画整理

事 業 特 別 会 計 
1,238,058,000 855,794,259 747,573,719 108,220,540

ＪＲ半田駅前土地区画整理 

事 業 特 別 会 計 
721,093,349 711,344,340 698,781,666 12,562,674

学 校 給 食 特 別 会 計 460,228,000 428,331,597 426,766,516 1,565,081

黒石墓地事業特別会計            7,885,000 8,100,000 7,884,933 215,067

駐 車 場 事 業 特 別 会 計 39,136,000 36,934,361 36,934,361 0

ﾓｰﾀｰﾎﾞｰﾄ競走事業特別会計 5,104,000 4,438,102 4,438,102 0

国民健康保険事業特別会計 10,031,851,000 9,810,132,527 9,762,981,187 47,151,340

介護保険事業特別会計            8,507,960,000 8,462,890,909 8,394,499,280 68,391,629

後期高齢者医療事業特別会計 1,407,403,000 1,389,394,261 1,387,263,173 2,131,088

合      計 64,697,117,393 63,202,642,407 61,378,983,237 1,823,659,170
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令和元年度普通会計等における財政分析

 本市において、普通会計とは一般会計、中小企業従業員退職金等福祉共済事業特別会計、乙川中部土地

区画整理事業特別会計、ＪＲ半田駅前土地区画整理事業特別会計、学校給食特別会計及び黒石墓地事業特

別会計の６会計を指しており、その合計額から相互に重複している部分（繰入金・繰出金）等を控除した

ものである。 

 なお、中小企業従業員退職金等福祉共済事業特別会計、学校給食特別会計及び黒石墓地事業特別会計の

３会計は令和元年度で廃止となった。

 令和元年度の普通会計の決算は、歳入総額が41,995,885千円で、前年度に比べ2,944,238千円、7.5％

の増、歳出総額は40,289,900千円で、前年度に比べ3,156,040千円、8.5％の増であった。 

 歳入歳出差引額は 1,705,985 千円で、翌年度に繰り越すべき財源 369,150 千円を除いた実質収支は 

1,336,835 千円の黒字決算となり、これから前年度の実質収支 1,511,481 千円を差し引いた単年度収支は

174,646千円の赤字となった。 

 普通会計における各種財政指標等は、次のとおりである。

１．財政力指数     令和元年度  0.98  （平成30年度 0.98） 

財政力指数が 1.00 を超えるほど財源に余裕ができ財政力は強くなると考えられるが、本市の財政力

指数（３か年平均値）は平成 17 年度から平成 23 年度まで７年連続で 1.00 以上であったものの、平成

24年度以降は 1.00を下回っている。 

なお、単年度の財政力指数が1.00未満になると、国から普通交付税の交付を受ける交付団体となる。 

（単年度）  平成29年度 0.98  平成 30年度 0.98  令和元年度 0.99 

本市の近年の状況は、平成９年度から平成15年度まで普通交付税の交付を受けていたが、平成16年

度以降は不交付となった。その要因は、国の三位一体改革の下で地方交付税を抑制するために基準財政

需要額が絞られたことと、税収の増等により基準財政収入額が増大したことなどによるものである。 

しかし、平成 22 年度以降は税収の落ち込みなどにより再び普通交付税が交付された。令和元年度の  

基準財政収入額は 19,135,029 千円（前年度 18,475,617 千円）で 対前年度比 659,412 千円の増、基準

財政需要額は19,317,589千円（前年度18,850,341千円）で 467,248千円の増であった。 

市町村の財政力を測る指数であり、普通交付税の算定で使用する基準財政収入額を基準財政需要額で

除したものである。通常、単年度の値ではなく当該年度までの３か年平均値で表す。
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２．実質収支比率    令和元年度  5.3％  （平成30年度 6.1％）   0.8ポイント減

収入と支出の実質的な差し引き額に関する水準を表し、一般的には３～５％が望ましいといわれてい

るが、自治体の財政規模や当該年度の景況等により影響を受けるため、どの程度が適当か一概には言え

なくなっている。

３．公債費負担比率    令和元年度   7.6％  （平成30年度   8.3％）   0.7ポイント減 

公債費がどの程度一般財源の使途の自由度を制限しているかを示す指標で、一般的には15％を超える

と警戒レベル、20％を超えると危険レベルと言われている。

４．経常収支比率     令和元年度 84.0％ （平成30年度 86.9％）  2.9ポイント減 

経常経費の主なものは人件費、扶助費、物件費であるが、繰出金、公債費に含まれる割合も大きい。

これらの経常経費に充当された一般財源が、経常一般財源総額に対してどの程度の割合になるか、また  

経常一般財源の残余はどの程度になるかを把握するための指標である。 

令和元年度の経常一般財源総額は25,351,273千円（前年度24,936,191千円）で、前年度に比べ415,082

千円 1.7％増加し、物件費や人件費などの経常経費に充当する一般財源 21,287,140 千円（前年度

21,675,498千円）が 388,358千円 1.8％の減に抑えられたことで、指標は2.9ポイント改善した。 

５．経常一般財源等比率  令和元年度 100.7％ （平成30年度 100.9％）   0.2ポイント減 

歳入面での財政構造の弾力性を判断する指標で、100％を超えると良いといわれている。

実質収支額（歳入歳出差引額 － 翌年度に繰り越すべき財源）と標準的に入ると見込まれる一般財源

等（標準財政規模）との割合

財政構造の弾力性を示す指標のひとつで、経常経費に充当された一般財源と経常一般財源総額との 

割合 

実際に収入された税等経常一般財源と標準財政規模との割合

地方債の元利償還に充てられる一般財源と一般財源総額との割合

―9―



● 健全化判断比率 

以下６から 10 に掲げる４つの指標は、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に定められた  

健全化判断比率で、毎年度、監査委員の審査に付し、議会に報告し、かつ公表することが義務付けられ

ている。本資料作成時点での各指標の見込値は、以下のとおりである。

６．実質赤字比率     令和元年度   ― ％ （赤字なし） 

             平成 30年度  ― ％ （ 同  上 ）

  ○判断基準 

   早期健全化団体・・・財政規模に応じ11.25～15％以上 （本市の場合 12.07％以上） 

   財政再生団体・・・・20％以上 

  ※早期健全化団体の制約等

   ・財政健全化計画を策定し、議会の議決を経て定め、速やかに公表

  ※財政再生団体の制約等

   ・財政再生計画を策定し、議会の議決を経て定め、速やかに公表

   ・計画が総務大臣の同意を得ている場合でなければ、災害復旧事業等を除き、地方債の起債が制限

される。

７．連結実質赤字比率   令和元年度   ― ％ （連結赤字なし） 

             平成 30年度  ― ％ （  同  上  ） 

  ○判断基準 

   早期健全化団体・・・財政規模に応じ16.25～20％以上 （本市の場合 17.07％以上） 

   財政再生団体・・・・30％以上 

普通会計における実質赤字の額と標準財政規模との割合

全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）と標準財政規模との割合
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８．実質公債費比率   単年度   令和元年度  0.6％ （平成 30年度  0.0％） 

            ３か年平均  令和元年度  0.6％ （平成30年度  1.1％） 0.5ポイント減 

 ○判断基準 

   早期健全化団体・・・25％以上 

   財政再生団体・・・・35％以上 

９．将来負担比率    令和元年度 ― ％ （平成30年度 ― ％）    

将来負担額より充当可能財源等が上回っていることで、昨年度に続き非該当となっている。令和元年

度は、充当可能財源等の減はあったものの、地方債残高や公営企業債等繰入見込額、土地開発公社の負

債額等負担見込額の将来負担額の減があり、内容はより改善している。 

 ○判断基準 

   早期健全化団体・・・350％以上 

１０．財政構造の健全化に向けて 

令和元年度の本市の財政状況は、以上４つの健全化判断比率から見ると早期に健全化を図るべき  

とされる基準を大きく下回っており、健全な財政状況であるといえる。 

しかし、財政状況を示す指標は、１から５で示したものを始め多種存在する。分かりやすい指標の  

ひとつが最初の「財政力指数」で、本市の令和元年度の単年度値は 0.99 であった。この指標が 1.00

以上となる普通交付税不交付の市町村は、全国 1,718 市町村中 85 市町村しかなく、率にしてわずか 

4.9％にすぎない状況である。ただし、愛知県下においては、 54 市町村中 20 市町村、37.0％が不交付

であり、全国的に見ると愛知県下の市町村の財政力は高水準にあるといえる。 

本市においては、今後もさまざまな指標に留意のうえ財政状況を判断し、経営体力にふさわしい行政

規模を維持していく必要がある。 

公営企業、市からの出資法人等を含めた一般会計等が、地方債残高のほか職員退職手当など将来

負担すべき実質的な負債と標準財政規模（普通交付税の算定に用いる基準財政需要額に算入される

額を除く）との割合 

普通会計における公債費と公営企業債の償還に係る一般会計からの繰出金などの公債費に準ずる 

ものを含めた実質的な公債費相当額と標準財政規模との割合（何れも普通交付税の算定に用いる 

基準財政需要額に算入される額を除く）
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令 和 元 年 重 点 施 策 の 成 果 （ 概 要 ） 

 「第６次半田市総合計画」の基本構想に沿って、本市の普遍的都市像「健康で明るく豊かなまち」

の実現をめざし、次の施策を重点に、市民生活の安定向上と福祉の充実に努めた。 

重 点 施 策 主 な 事 業

 協働によりともに 

高め合うまち 

シティプロモーション推進事業、コミュニティ環境整備助成事業、自治区加

入支援事業、市民活動助成事業、アダプトプログラム推進事業、地域環境整

備事業、市民交流センターＬＥＤ化事業、市民交流センターデジタルサイネ

ージ設置事業 

 子育てと暮らしを 

地域で支え合う 

まち 

放課後児童クラブ施設整備事業、ひとり親家庭等自立支援対策事業、放課後

児童健全育成事業、子どもの貧困対策事業、地域子育て支援拠点委託事業、

地域型保育事業、保育園給食調理等業務委託事業、私立幼稚園事業、保育園

等公民連携更新計画策定事業、子ども医療費助成事業、放課後子ども教室推

進事業、生活困窮者自立支援事業、長寿訪問等事業、成年後見利用促進事

業、地域ふれあい施設事業、地域生活支援事業、がん検診等推進事業、新病

院建設事業（半田病院事業会計）、医療機器等購入事業（半田病院事業会

計）、半田病院施設機器等更新事業（半田病院事業会計） 

 にぎわいの創出と 

良好な環境が両立 

するまち 

はんだふれあい産業まつり開催事業、観光振興事業、半田運河活性化推進事

業、アイプラザ半田改修事業、半田市観光協会支援事業、紺屋海道休憩スポ

ット整備事業、畜産環境対策推進事業、畜産・酪農収益力強化整備等特別対

策事業、就農者支援事業、たん水防除事業（阿久比地区）、農業用ため池保

全・防災減災対策事業、企業立地・創業支援事業、知多半田駅前再開発ビル

商業施設支援事業、商業施設助成事業、中心市街地活性化支援事業、中小企

業金融対策事業、プレミアム付商品券事業、第２次環境基本計画策定事業、

畜産臭気監視事業、バイオマス利活用支援事業、知多南部広域環境組合負担

金、ごみ焼却処理施設補修事業、粗大ごみ処理施設補修事業、最終処分場施

設補修事業、塵芥収集運搬車両等購入事業、樹木等再資源化処理委託事業、

公共資源回収ステーション運営事業、地震対策事業（水道事業会計）、安定

供給事業（水道事業会計）、汚水整備事業（下水道事業会計）、墓地施設快

適化推進事業 
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重 点 施 策 主 な 事 業

安全で快適に住み 

続けられるまち 

災害対策資機材整備事業、消火栓新設・移設事業、感震ブレーカー設置促進

事業、災害ボランティアセンター資機材整備事業、亀崎北浦法面改修事業、

防犯灯整備事業、安心・安全なまちづくり事業、通学路安全対策事業、交通

安全施設等整備事業（特交金）、都市計画基礎調査事業、土地区画整理事業

（乙川中部土地区画整理事業特別会計）、土地区画整理事業（ＪＲ半田駅前

土地区画整理事業特別会計）、都市計画マスタープラン改定事業、民間住宅

耐震事業、老朽化建築物取壊促進・空家対策事業、市営住宅計画的修繕等整

備事業、ＪＲ武豊線連続立体交差化事業、公共交通対策事業、高齢者運転免

許自主返納促進事業、生見平地線道路改良事業、道路維持修繕事業（維持修

繕・改修）道路舗装事業（維持修繕・改修）、橋梁維持修繕事業（維持修

繕・改修）、後退用地事業、柊町５交差点改良事業、道路環境美化事業（防

草対策）衣浦みなとまつり事業、雨水整備事業（下水道事業会計）、排水ポ

ンプ場施設指定修繕事業（下水道事業会計）、排水機場整備事業（下水道事

業会計）、用悪水路改修事業（維持修繕・改修）、浜池堤体改修事業、水路

環境美化事業（防草対策）、洪水調整機能改良事業（ため池）、任坊山公園

整備事業、（仮称）大高公園整備事業、柊丘公園整備事業、州の崎公園駐車

場整備事業、公園整備・改修事業、あいち森と緑づくり事業、景観形成推進

事業、半田運河周辺整備事業 

 育ち合い共生を 

進めるまち 

コミュニティ・スクール推進事業、学校生活支援事業、いじめ・不登校対策

事業、小学校施設長寿命化計画策定事業、中学校施設長寿命化計画策定事

業、乙川中学校改築等事業、小学校小規模改修事業、中学校小規模改修事

業、外国語指導助手配置事業、小学校校舎外壁改修及び屋根防水事業、小学

校放送機器更新事業、中学校プール改修事業、岩滑公民館改築等事業、地区

公民館長寿命化計画策定事業、福祉文化会館施設等改修事業、福祉文化会館

利用環境整備事業、図書館、博物館施設等改修事業、空の科学館、体育館施

設等改修事業、博物館企画展開催事業、音楽文化振興事業、博物館展示等整

備事業、文化財保存修理等補助事業、半田運動公園改修事業、体育施設ナイ

ター照明ＬＥＤ化事業、総合型地域スポーツクラブハウス改修事業、多文化

共生推進事業 

自立した地域経営 

のまち 

第３次情報システム最適化事業、情報システム運用事業、第７次総合計画策

定事業、ＩＣＴを活用したまちづくり推進事業、旅券発給事務事業、議長車

購入事業、半田市議会議員一般選挙、愛知県議会議員一般選挙、参議院議員

通常選挙 
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一   般   会   計 





（単位：千円、％）

増 減 率 決　　算　　額 増 減 率

1,423,854

(320,343)

1,143,707

(389,717)

1,050,211

(183,669)

1,821,264

(316,714)

1,583,422

(252,686)

（単位：千円）

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

Ｆ

Ｇ

Ｈ

Ｉ

Ｊ

28 38,501,596

年度

36,282,788

一　般　会　計　決　算　収　支　の　状　況

△ 11.5 37,698,350 △ 11.5

29

30

6.5

2.1

実 質 単 年 度 収 支
Ｆ ＋ Ｇ ＋ Ｈ － Ｉ

644,696

単 年 度 収 支 638,008

翌年度に繰り越すべき財源 316,714

歳 出 総 額

積 立 金 取 崩 し 額

△   246,252

一　般　会　計　決　算　状　況　の　推　移

40,595,618

39,122,204

△  1.6 37,357,889 △  0.9

繰 上 償 還 金 0

元

0 78,996

△   173,814

財 政 調 整 基 金 積 立 金 6,688 6,558

0

252,686

実 質 収 支 Ｃ － Ｄ 1,504,550 1,330,736

39,012,196

歳 入 歳 出 差 引 額 1,821,264 1,583,422

36,282,788

歳 入 総 額 38,104,052 40,595,618

27

39,012,196 7.5

0.0

(注）歳入歳出差引額欄の(　)内の数値は、翌年度への繰越事業の財源で、内数である。

38,104,052

△  3.1

歳　　　　　　入 歳　　　　　　出

30  年　度 元  年　度

歳入歳出差引額

36,276,801 △  2.937,327,012

区　　　　　　　分

決　　算　　額

ア イ

イ－ア
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（単位：千円、％）

予 算 額

Ａ

調 定 額

Ｂ

収 入 額

Ｃ

未収入額

Ｂ－Ｃ

対予算
収入率
Ｃ／Ａ

対調定
収入率
Ｃ／Ｂ

収入額の
対前年度
増 減 率

Ｃ　の
構成比

173,540

(22,109)

２． 318,469 325,477 325,477 0 102.2 100.0 1.0 0.8

３． 23,000 17,969 17,969 0 78.1 100.0 △54.8 0.0

４． 121,000 124,952 124,952 0 103.3 100.0 10.4 0.3

５． 89,000 64,527 64,527 0 72.5 100.0 △24.8 0.2

６． 2,113,000 2,135,736 2,135,736 0 101.1 100.0 △ 5.2 5.3

７． 24,000 24,999 24,999 0 104.2 100.0 △ 5.3 0.1

８． 84,000 87,557 87,557 0 104.2 100.0 △48.2 0.2

９． 33,000 27,005 27,005 0 81.8 100.0 皆増 0.1

10． 284,085 499,746 499,746 0 175.9 100.0 352.4 1.2

11． 230,547 293,383 293,383 0 127.3 100.0 6.2 0.7

12． 23,000 18,340 18,340 0 79.7 100.0 △ 2.3 0.0

5,106

(171)

14． 724,076 711,902 696,181 15,721 96.1 97.8 △ 4.0 1.7

15． 5,600,862 5,406,973 5,199,801 207,171 92.8 96.2 10.6 12.8

16． 3,121,465 2,903,505 2,631,935 271,570 84.3 90.6 5.6 6.5

17． 200,047 201,841 201,631 210 100.8 99.9 5.0 0.5

18． 27,554 27,551 27,551 0 100.0 100.0 58.0 0.1

19． 166,257 154,027 154,027 0 92.6 100.0 651.6 0.4

20． 1,821,264 1,821,264 1,821,264 0 100.0 100.0 73.4 4.5

109,613

(541)

22． 970,700 929,800 929,800 0 95.8 100.0 156.8 2.3

782,931

(22,821)
6.5 100.0

(注）未収入額欄の(　)内の数値は、不納欠損処分をした額で、内数である。

93.2 92.5 20.6 3.3

市 債

合　　　　　計 41,363,500 41,378,549 40,595,618 98.1

94.5 98.5

98.1

△26.8 0.8

繰 越 金

21． 諸 収 入 1,450,202 1,460,913 1,351,301

使 用 料 及 び
手 数 料

国 庫 支 出 金

交通安全対策
特 別 交 付 金

13．
分 担 金 及 び
負 担 金

364,269 349,343 344,237

歳　 入（科目別決算状況）

環 境 性 能 割
交 付 金

ゴ ル フ 場
利用税交付金

科　　　　目

23,573,703１．

自動車取得税
交 付 金

地 方 譲 与 税

株 式 等 譲 渡
所得割交付金

99.323,618,199

利子割交付金

配当割交付金

市 税

地 方 消 費 税
交 付 金

58.2

繰 入 金

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

地 方 特 例
交 付 金

地 方 交 付 税

0.323,791,739 100.2
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（単位：千円、％）

予 算 額

Ａ

支 出 額

Ｂ

不 用 額
(翌年度

　 繰越額）
Ｃ

予　算
執行率

Ｂ／Ａ

不用率

Ｃ／Ａ

支出額の
対前年度
増 減 率

Ｂ　の

構成比

１． 289,755 286,734 3,021 99.0 1.0 4.7 0.8

336,265

(127,303)

76,801

(56,802)

509,754

(301,345)

541,796

(300,312)

11． 1,995,425 1,988,404 7,021 99.6 0.4 △  5.4 5.1

12． 1 0 1 0.0 100.0 ― 0.0

13． 15,062 0 15,062 0.0 100.0 ― 0.0

2,351,303

(785,762)

（注）　不用額欄の（　）内数値は、別掲である。

0.0

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

合　　　　　計 41,363,500 39,012,196 94.3

10． 災 害 復 旧 費 6 0 0.0

100.0

6

5.7 7.5

100.0 皆減

11.4 △  3.9 10.7

2.1 △  3.6 3.0

９． 教 育 費 4,734,808 4,193,013 88.6

８． 消 防 費 1,194,083 1,169,307 24,776 97.9

4.4

７． 土 木 費 7,772,600 7,262,846 93.4 6.6 18.6 18.6

9.4 0.6

６． 商 工 費 1,792,250 1,705,032 87,218 95.1 4.9 144.5

５． 農林水産業費 314,906 238,104 75.6 24.4

4.8 38.6

４． 衛 生 費 3,769,534 3,433,269 91.1 8.9 8.8 8.8

３． 民 生 費 15,524,874 15,060,437 97.0 3.0464,436

3,675,050 285,146 92.8 7.2 △  1.7 9.4

歳　 出（目的別決算状況）

区　　　　分

議 会 費

２． 総 務 費 3,960,196
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元年度 30年度 比 較 増 減 元年度 30年度 元年度 30年度

１． 5,122,541 5,304,733 △ 182,192 13.1 14.6 △  3.4 1.8

２． 9,255,590 8,709,677 545,913 23.7 24.0 6.3 △  1.8

３． 1,988,404 2,102,528 △ 114,124 5.1 5.8 △  5.4 △  8.1

16,366,535 16,116,938 249,597 41.9 44.4 1.5 △  1.5

４． 5,969,846 5,992,609 △  22,763 15.3 16.5 △  0.4 1.2

５． 613,991 590,886 23,105 1.6 1.6 3.9 8.4

６． 5,054,684 4,687,593 367,091 13.0 12.9 7.8 △  5.9

７． 347,143 268,963 78,180 0.9 0.7 29.1 △ 47.5

８． 1,504,851 1,466,470 38,381 3.9 4.1 2.6 7.1

９． 4,505,804 3,617,108 888,696 11.5 10.0 24.6 9.8

34,362,854 32,740,567 1,622,287 88.1 90.2 5.0 △  0.8

10． 4,649,342 3,542,221 1,107,121 11.9 9.8 31.3 7.7

4,649,342 3,518,122 1,131,220 11.9 9.7 32.2 7.5

う ち 補 助
事 業 費

1,877,000 1,054,163 822,837 4.8 2.9 78.1 △ 14.2

う ち 単 独
事 業 費

2,340,329 2,134,180 206,149 6.0 5.9 9.7 7.1

う ち 県 営
事 業 負 担 金

272,500 120,324 152,176 0.7 0.3 126.5 208.5

う ち 受 託
事 業 費

159,513 209,455 △  49,942 0.4 0.6 △ 23.8 1,654.7

0 24,099 △  24,099 0.0 0.1 皆減 43.3

152,141 152,833 △     692 0.4 0.4 △  0.5 △  4.7

39,012,196 36,282,788 2,729,408 100.0 100.0 7.5 △  2.9

対前年度増減率

区　　　　分

普通建設事業費

計（１～９）

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

小計（義務的経費）

物 件 費

歳　 出（性質別決算状況）

繰 出 金

積 立 金

  投資及び出資金･
  貸付金

決　　　算　　　額 決算額構成比

（単位：千円、％）

(注）本表は、総務省の決算統計における区分に従って作成している。このため、本市の予算執行科目の区
分と若干相違している。

災害復旧事業費

合　　　　　計

投 資 的 経 費

内

訳

（投資的経費に係る人件費）

維 持 補 修 費

補 助 費 等
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歳   入 

款１ 市  税  

市税の決算額は 23,618,199 千円（前年度 23,541,390 千円）で、前年度と比較して 76,809 千円、

0.3％の増となった。 

市 税 年 度 別 決 算 の 状 況 

                                     （単位：千円、％） 

年度 
調定済額 

A 

収入済額 

B 

収   納   率 収入済額 

の対前年 

度増減率 現年課税分 滞納繰越分 計 B/A×100 

27  22,748,271 22,192,950 99.55 42.22   97.56 △ 0.1 

28 23,143,003 22,766,591 99.77 33.00 98.37 2.6 

29 23,013,329 22,729,219 99.80 24.63 98.77 △ 0.2 

30 23,760,539 23,541,390 99.82 21.12 99.08 3.6 

元 23,791,739 23,618,199 99.81 25.30 99.27 0.3 

 ○市民税 

  市民税全体の決算額は 9,952,471 千円（前年度 10,160,727 千円）で、前年度と比較して 2.0％の減

となった。 

(1)  個人市民税は、緩やかな景気回復に伴う個人所得の増により、決算額は 7,990,254 千円（前年

度 7,775,431 千円）で、前年度と比較して 2.8％の増であった。 

(2)  法人市民税は、一部の大企業の実績が大幅に減少したことにより、決算額は 1,962,217 千円（前

年度 2,385,296 千円）で、前年度と比較して 17.7％の減となった。 

○固定資産税 

固定資産税全体の決算額は、10,720,480 千円（前年度 10,472,158 千円）で、前年度と比較して 2.4％

の増となった。 

(1) 土地は、地価の下落により、決算額は 3,857,512 千円（前年度 3,879,868 千円）で、前年度と

比較して 0.6％の減となった。 

(2) 家屋は、新築家屋等の増加により、決算額が 3,867,674 千円（前年度 3,776,551 千円）となり、

前年度と比較して 2.4％の増となった。 

(3)  償却資産は、大企業の設備投資が予想以上に増加し、決算額は2,945,627千円（前年度2,765,593 

千円）で、前年度と比較して 6.5％の増となった。 

(4)  国有資産等所在市町村交付金の決算額は、交付金の対象となる地価等の下落により、49,667 千 

円（前年度 50,146 千円）で、前年度と比較し 1.0％の減となった。

○軽自動車税 

 課税台数は、43,152 台（前年度 42,811 台）で、主に小型自動車から軽四輪乗用車への乗り換えが

進んだことにより、0.8％の増であり、決算額も 304,302 千円（前年度 287,899 千円）で、10 月１日

から創設された軽自動車税環境性能割の収入も加わったことにより、前年度と比較して 5.7％の増と

なった。 

―21―



○市たばこ税 

 たばこ売渡し本数は、146,465 千本（前年度 152,727 千本）で、前年度と比較して 4.1％の減、決

算額は 829,847 千円（前年度 823,767 千円）で、前年度と比較して 0.7％の増となった。 

○入湯税 

 入湯税は、鉱泉浴場における入湯に対し、入湯客に賦課する。半田市は宿泊を伴う場合のみ課税対

象とし、税率は１人１日 150 円としている。宿泊者数は、11,342 人（前年度 11,718 人）で、前年度

と比較して 3.2％の減、決算額も 1,701 千円（前年度 1,758 千円）で、3.2％の減となった。 

○都市計画税 

 都市計画税は、固定資産税（土地と家屋）と連動しており、全体の決算額は 1,809,398 千円（前年

度 1,795,081 千円）で、前年度と比較して 0.8％の増となった。 

(1)  土地の決算額は 1,018,795 千円（前年度 1,024,143 千円）で、前年度と比較して 0.5％の減と

なった。 

(2)  家屋の決算額は 790,603 千円（前年度 770,938 千円）で、前年度と比較して 2.6％の増となっ

た。 

9,706 9,806 

10,149 
10,472 10,720 

7,447 7,589 7,718 7,775 7,990 

2,102 2,427 1,928 2,385 1,962 

1,795 1,790 1,790 1,795 1,809 

917 890 842 824 830 
225 263 263 288 304 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

税目別収入の推移

固定資産 税

個 人 市民 税

法 人 市民 税

都 市 計画 税

市町村たばこ税

軽 自 動 車 税

（百万円）

※入湯税は除く
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税 目 別 収 入 の 内 訳

    (単位 : 千円)

区　　分 Ｆの Fの対前年 前年度に

31年度課税分 滞納繰越分 合計 31年度課税分 滞納繰越分 合計 構成比 度増減率 D/A×100 E/B×100 F/C×100 おける

税 目 別 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ （％） （％） （％） （％） （％） 収納率(%)

9,951,468 124,435 10,075,903 9,922,646 29,825 9,952,471 42.1 △　2.0 99.71 23.97 98.77 99.72

個 人 市 民 税 7,988,886 118,829 8,107,715 7,962,077 28,177 7,990,254 33.8 2.8 99.66 23.71 98.55 99.66

個人均等割 225,217 3,350 228,567 224,462 794 225,256 1.0 1.7 99.66 23.70 98.55 99.66

所得割 7,763,669 115,479 7,879,148 7,737,615 27,383 7,764,998 32.9 2.8 99.66 23.71 98.55 99.66

法 人 市 民 税 1,962,582 5,606 1,968,188 1,960,569 1,648 1,962,217 8.3 △　17.7 99.90 29.40 99.70 99.89

法人均等割 374,139 1,069 375,208 372,596 314 372,910 1.6 0.5 99.59 29.37 99.39 99.46

法人税割 1,588,443 4,537 1,592,980 1,587,973 1,334 1,589,307 6.7 △　21.1 99.97 29.40 99.77 99.97

10,721,092 37,325 10,758,417 10,709,975 10,505 10,720,480 45.4 2.4 99.90 28.14 99.65 99.90

10,671,424 37,325 10,708,749 10,660,308 10,505 10,670,813 45.2 2.4 99.90 28.14 99.65 99.90

　 土地 3,857,733 13,493 3,871,226 3,853,714 3,798 3,857,512 16.3 △　0.6 99.90 28.15 99.65 99.90

家屋 3,867,895 13,529 3,881,424 3,863,867 3,807 3,867,674 16.4 2.4 99.90 28.14 99.65 99.90

　 償却資産 2,945,796 10,303 2,956,099 2,942,727 2,900 2,945,627 12.5 6.5 99.90 28.15 99.65 99.90

49,668 0 49,668 49,667 0 49,667 0.2 △　1.0 100.00 0.00 100.00 100.00

304,650 5,390 310,040 302,524 1,778 304,302 1.3 5.7 99.30 32.99 98.15 99.26

軽自動車税 301,393 5,390 306,783 299,267 1,778 301,045 1.3 4.6 99.29 32.99 98.13 99.26

環境性能割 3,257 0 3,257 3,257 0 3,257 0.0 皆増 100.00 0.00 100.00 ―

829,847 0 829,847 829,847 0 829,847 3.5 0.7 100.00 0.00 100.00 100.00

0 0 0 0 0 0 0.0 0.0 0.00 0.00 0.00 0.00

21,807,057 167,150 21,974,207 21,764,992 42,108 21,807,100 92.3 0.3 99.81 25.19 99.24 99.81

1,701 0 1,701 1,701 0 1,701 0.0 △　3.2 100.00 0.00 100.00 100.00

1,809,501 6,330 1,815,831 1,807,617 1,781 1,809,398 7.7 0.8 99.90 28.14 99.65 99.90

土　　　地 1,018,853 3,564 1,022,417 1,017,792 1,003 1,018,795 4.3 △　0.5 99.90 28.14 99.65 99.90

家　　　屋 790,648 2,766 793,414 789,825 778 790,603 3.3 2.6 99.90 28.13 99.65 99.90

1,811,202 6,330 1,817,532 1,809,318 1,781 1,811,099 7.7 0.8 99.90 28.14 99.65 99.90

23,618,259 173,480 23,791,739 23,574,310 43,889 23,618,199 100.0 0.3 99.81 25.30 99.27 99.82

都 市 計 画 税

小　計（目的税）

合　　　　　計

交付金

軽 自 動 車 税

市 町 村 た ば こ 税

特 別 土 地 保 有 税

小　計（普通税）

入　　湯　  税

調　　　定　　　済　　　額 収　　　入　　　済　　　額 収　　納　　率

市　 民 　税

固 定 資 産 税

純 固 定 資 産―
2
3
―



款２ 地方譲与税 

地方譲与税には、地方揮発油譲与税、自動車重量譲与税、森林環境譲与税、特別とん譲与税、石油

ガス譲与税、航空機燃料譲与税、地方法人特別譲与税があり、国税として徴収されたのち地方公共団

体に譲与されるものである。半田市では次の４つの国税が譲与された。 

○地方揮発油譲与税  譲与総額は、地方揮発油税収入額の全額で、市町村には地方揮発油譲与税の  

100 分の 42 に相当する額の２分の１をその区域内の市町村道の延長で、他の 

２分の１を市町村道の面積で按分する額。揮発油の取引量が増加したことで、

決算額は 74,908 千円（前年度 84,509 千円）で、前年度と比較して 11.4％の

減となった。 

 ○自動車重量譲与税  譲与総額は、自動車重量税の収入額の 1,000 分の 407 で、市町村に譲与され

る。譲与基準は２分の１をその区域内の市町村道の延長で、他の２分の１を

市町村道の面積で按分する額。令和元年度はエコカー減税見直しの経過措置

期間中で、前年度と同様に適用基準が厳しく、自動車重量税の増収のため、

決算額は 215,727 千円（前年度 208,176 千円）で、前年度と比較して 3.6％の

増となった。 

 ○森林環境譲与税  令和元年度に新設された譲与税で、譲与総額は、市町村が個人住民税と併せ

て賦課徴収した森林環境税相当額の 10分の９で、市町村に譲与される。ただ

し、実際の課税は令和６年度からで、それまでの間は地方公共団体金融機構

の公庫債券金利変動準備金が活用される。譲与基準は 10 分の５をその区域内

の市町村の私有林人工林面積で、10 分の２を市町村の林業就業者数で、10分

の３を市町村の人口で按分する額。決算額は 4,469 千円であった。 

○特別とん譲与税 譲与総額は、特別とん税の収入額の全額で、衣浦港に係る特別とん譲与税

104,734千円（前年度104,334千円）を開港所在市町の協定により按分する額。 

           令和元年度は、荷役量増加等により半田市の開港所在市町での配分率ととも

に、国からの衣浦港への譲与金額も増加したため、決算額は 30,373 千円（前

年度 29,453 千円）で、前年度と比較して 3.1％の増となった。 
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利子割交付金年度別決算の状況 

年度 決算額（千円） 対前年度増減率(％)

27 42,702 △ 15.9 

28 21,134 △ 50.5 

29 38,497 82.2 

30 39,713 3.2 

元 17,969 △ 54.8 

配当割交付金年度別決算の状況 

年度 決算額（千円） 対前年度増減率(％) 

27 134,230 △15.7 

28  99,699 △25.7 

29 131,414  31.8 

30 113,154 △13.9 

元 124,952  10.4 

地方譲与税年度別決算の状況 

                                       （単位：千円、％） 

款３ 利子割交付金 

 都道府県に納入された利子割相当額に対し、所

要の調整を加えた後の５分の３が利子割交付金

として都道府県から市町村に交付されるもので、

令和元年度はゆうちょ銀行に係る利子が大幅に

減少したことにより、決算額は 17,969 千円（前

年度 39,713 千円）で、前年度と比較して 54.8％

の減となった。 

款４  配当割交付金 

平成 16 年度に創設された制度で、特定配当等

の支払いをする株式会社等が課税対象となる一

定の上場株式等配当を受ける個人から配当割を

特別徴収（源泉徴収）し、課税主体である個人の

住所地都道府県に納付する。 

その内の一定割合を都道府県が市町村へ交付

するもので、決算額は 124,952 千円（前年度

113,154 千円）で、前年度と比較して 10.4％の増

となった。 

年度

地方揮発油譲与税 

（地方道路譲与税）
自動車重量譲与税 森林環境譲与税 特別とん譲与税 合  計 

決算額 
対前年度 

増減率
決算額 

対前年度 

増減率
決算額 

対前年度 

増減率
決算額 

対前年度 

増減率
決算額 

対前年度 

増減率

27 
88,269 

(     0)

6.2

(  －)
202,323 4.0 － － 27,087 △1.8 317,679 4.1

28 
84,127 

(     0)

△4.7

(  －)
203,887 0.8 － － 26,816 △1.0 314,830 △0.9

29 
83,913 

(     0)

△0.3

(   －)
205,681 0.9 － － 31,851 18.8 321,445 2.1

30 
84,509 

(     0)

0.7

(   －)
208,176 1.2 － － 29,454 △7.5 322,139 0.2

元 
74,908 

(     0)

△11.4

(   －)
215,727 3.6 4,469 皆増 30,373 3.1 325,477 1.0
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地方消費税交付金年度別決算の状況 

年度 決算額（千円） 対前年度増減率(％)

27 2,415,682 65.4 

28 2,165,377 △10.4 

29 2,196,534 1.4 

30 2,252,089 2.5 

元 2,135,736 △5.2 

株式等譲渡所得割交付金年度別決算の状況 

年度 決算額（千円） 対前年度増減率(％)

27 138,564 34.5 

28 51,507 △62.8 

29 126,709 146.0 

30 85,840 △32.3 

元 64,527 △24.8 

ゴルフ場利用税交付金年度別決算の状況 

年度 決算額（千円） 対前年度増減率(％)

27 28,261  △0.2 

28 27,857  △1.4 

29 26,303  △5.6 

30 26,403   0.4 

元 24,999  △5.3 

自動車取得税交付金年度別決算の状況 

年度 決算額（千円） 対前年度増減率(％)

27 118,263   69.7 

28 123,604    4.5 

29 154,722   25.2 

30 168,992    9.2 

元 87,557 △48.2 

款５  株式等譲渡所得割交付金 

 平成 16 年度に創設された制度で、証券会社が

課税対象となる株式等譲渡所得を受ける個人の

特定口座（源泉徴収口座）から、株式等譲渡所得

割を特別徴収（源泉徴収）し、課税主体である個

人の住所地都道府県に納付する。 

その内の一定割合を都道府県が市町村へ交付

するもので、決算額は 64,527 千円（前年度 85,840

千円）で、前年度と比較して 24.8％の減となった。

款６ 地方消費税交付金 

 都道府県間での清算後の地方消費税の２分の

１が地方消費税交付金として都道府県から市町

村に交付されるもので、令和元年 10 月に地方消

費税の税率が 1.7％から、2.2％に改定されたが、

増税分が交付金に反映されるまで時差があるこ

とや、暦の関係で交付金の一部が次年度にずれこ

んだことにより、決算額は 2,135,736 千円（前年

度 2,252,089 千円）で、前年度と比較して 5.2％

の減となった。 

款７ ゴルフ場利用税交付金 

 ゴルフ場利用税の 10 分の７がゴルフ場利用税

交付金として都道府県から当該ゴルフ場所在市

町村に交付されるもので、決算額は 24,999 千円

（前年度26,403千円）で、前年度に比較して5.3％

の減となった。 

款８ 自動車取得税交付金 

 軽自動車税環境性能割（市町村税）の創設に伴

い、令和元年 10 月に環境性能割交付金に移行さ

れた制度で、都道府県に納付された自動車取得税

相当額の 100 分の 95 のうち、10 分の７が自動車

取得税交付金として都道府県から市町村に交付

されるもので、決算額は、87,557 千円（前年度

168,992 千円）で前年度に比較して 48.2％の減と

なった。 

 税制改正に伴い、令和元年度で廃止となった。 
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款９ 環境性能割交付金

 軽自動車税環境性能割（市町村税）の創設に伴

い、令和元年 10 月に創設された制度で、都道府県

に納付された自動車税環境性能割相当額（軽自動

車分を含まない）の 100分の 95 のうち、100 分の

47 が市町村に環境性能割交付金として交付される

もので、初年度の決算額は、27,005 千円となった。 

款 10 地方特例交付金 

○個人住民税減収補てん特例交付金 

平成 18 年度の税源移譲に伴い、所得税の住宅借入金等特別控除の控除不足額を住民税の税額控

除で補う措置により生ずる減収について、地方特例交付金として交付を受けるもので、決算額は

129,429 千円（前年度、110,471 千円）で、前年度と比較して 17.2％の増となった。 

〇軽自動車税減収補てん特例交付金及び自動車税減収補てん特例交付金 

消費税率引上げに伴う需要の平準化のための軽自動車税環境性能割及び自動車税環境性能割の

臨時的軽減による減収について、地方特例交付金として交付を受けるもので、初年度の決算額は、

軽自動車税分 3,011 千円、自動車税分 13,998 千円となった。 

減収補てん特例交付金の状況 
                                      （単位：千円、％） 

年度 

個人住民税減収 

補てん特例交付金 

軽自動車税減収 

補てん特例交付金 

自動車税減収 

補てん特例交付金 
合  計 

決算額 
対前年度

増減率 
決算額 

対前年度

増減率 
決算額 

対前年度

増減率 
決算額 

対前年度

増減率 

27 76,082 3.1 － － － － 76,082 3.1

28 81,882 7.6 － － － － 81,882 7.6

29 92,470 12.9 － － － － 92,470 12.9

30 110,471 19.5 － － － － 110,471 19.5

元 129,429 17.2 3,011 皆増 13,998 皆増 146,438 32.6

環境性能割交付金年度別決算の状況 

年度 決算額（千円） 対前年度増減率(％)

元  27,005  皆増 
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款 11 地方交付税 

地方交付税は、前年度比 6.2％増の 293,383 千円（前年度 276,361 千円）の決算額となった。

普通交付税は、生活保護費や教育費等の地方公共団体の標準的な経費（＝「基準財政需要額」）に対

し、市税等の収入見込額（＝「基準財政収入額」）が不足する額を基準に交付され、令和元年度は前年

度に比べ基準財政需要額で 656,249 千円の増加、基準財政収入額で 611,844 千円の増加であった。基準

財政需要額と基準財政収入額の差引額から調整額 17,013 千円を差し引いた 165,547 千円が交付される

こととなった。 

基準財政需要額は社会福祉費や高齢者保健福祉費の算定における単位費用が増加したことなどによ

り、対前年度比 467,248 千円増であり、基準財政収入額においても市町村民税における法人税割などが

増となったことから、対前年度比 659,412 千円の増となった。

また、特別交付税は、前年度比 7.5％減の 127,836 千円の決算額となった。これは、平成 30 年度に実

施した津波避難誘導サイン設置事業を令和元年度は実施しなかったことなどによるものである。 

普通交付税算出基礎及び普通・特別交付税の決算の状況 

（単位：千円、％） 

年
度

基準財政
需 要 額

(A) 

基準財政
収 入 額

(B) 

交 付
基 準 額
(A)－(B) 

普通交付
税決算額

(C) 

財政力 
指 数 

特別交付
税決算額

(D) 

地方交付 
税決算額 
(C)＋(D) 

対前年度 
増 減 率 

27
18,312,405

（うち錯誤額+6,534）
17,526,521

（うち錯誤額△30,749）
785,884 785,884

0.96 
(0.96) 

155,189 941,073 10.7

28 18,617,515 17,985,803 631,712 616,396
0.96 
(0.97) 

113,501 729,897 △22.4

29 18,953,490 18,604,361 349,129 334,177
0.97 
(0.98) 

92,256 426,433 △41.6

30
18,661,340

（うち錯誤額 189,001）
18,523,185

（うち錯誤額+47,568）
138,155 138,155

0.98 
(0.98) 

138,206 276,361 △35.2

元 19,317,589 19,135,029 182,560 165,547
0.98 
(0.99) 

127,836 293,383 6.2

※財政力指数は３年平均。ただし、（ ）内数値は単年度数値（Ｂ）／（Ａ） 

※27 年度は過年度の基準財政需要額錯誤 6,534 千円、基準財政収入額錯誤△30,749 千円の調整措置、

28 年度は△15,316 千円の調整措置、29 年度は△14,952 千円の調整措置、30 年度は過年度の基準財

政需要額錯誤△189,001 千円、基準財政収入額錯誤 47,568 千円の調整措置がある。 

款 12 交通安全対策特別交付金 

 交通安全対策特別交付金は、交通違反の反則金を原

資として交通安全施設（歩道新設、道路防護柵、道路

照明灯、反射鏡、道路標識等）の設置及び管理に要す

る費用に充てるため、国から交付されるものであり、

前年度に比べ 2.3％減の 18,340 千円（前年度 18,776

千円）の決算額であった。 

単位：千円 

22,325

20,426

18,776 18,340

21,517

17,000

18,000

19,000

20,000

21,000

22,000

23,000

24,000

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

交通安全対策特別交付金 年度別決算の状況
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款 13  分担金及び負担金 

負担金の決算額は、344,237 千円(前年度 470,502 千

円)で、前年度と比較し126,265千円、26.8％の減となっ

た。これは、幼児教育・保育の無償化による市立保育

所運営費負担金 222,165 千円（前年度 353,723 千円）

の減等によるものである。

  その他の主なものは、民間保育所運営費負担金

63,118 千円（前年度 86,128 千円）、委託老人ホーム入

所者負担金 10,465 千円（前年度 8,668 千円）、一時保

育保護者負担金 7,081 千円（前年度 7,289 千円）等で

ある。

款 14  使用料及び手数料 

使用料の決算額は、511,852 千円（前年度 540,363

千円）で、前年度と比較し 28,511 千円、5.3％の減と

なった。これは、幼児教育・保育の無償化による幼稚

園保育料（現年度分）23,317 千円（前年度 50,622 千円）

の減等によるものである。

その他の主なものは、道路占用料 93,112 千円（前年

度 81,398 千円）、市営住宅家賃（現年度分）180,034

千円（前年度 182,413 千円）等である。

手数料の決算額は、184,329 千円（前年度 184,928

千円）で、前年度と比較し 599 千円、0.3％の減となっ

た。これは、戸籍や住民票等の戸籍住民基本台帳手数

料 33,717 千円（前年度 35,041 千円）の減等によるも

のである。

その他の主なものは、許可業者等ごみ処理手数料

107,499 千円（前年度 104,697 千円）、所得証明や評価

証明等の市税諸証明手数料 5,595 千円（前年度 5,833

千円）、ごみ処理手数料 12,268 千円（前年度 14,469 千

円）、し尿汲取手数料 10,479 千円（前年度 9,894 千円）

等である。

540,363

511,852

517,399

540,709

552,274

500,000

520,000

540,000

560,000

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

単位：千円 

使用料 年度別決算の状況

単位：千円 

184,928

184,329183,195

186,192

182,583

178,000

180,000

182,000

184,000

186,000

188,000

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

手数料 年度別決算の状況

495,185

529,175

508,160

470,502

344,237

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

550,000

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

単位：千円 

負担金 年度別決算の状況 

―29―



款 15  国庫支出金  

 国庫支出金の決算額は 5,199,802 千円（前年度 4,699,373 千円）で、前年度と比較し 500,429 千円、

10.6％の増となった。これは、学校施設臨時特例交付金 165,295 千円、プレミアム付商品券事業費・事

務費補助金 63,548 千円、施設型給付費交付金 212,829 千円（前年度 160,538 千円）の増等によるもの

である。 

 主なものとして、国庫負担金は、障がい者等自立支援給付費負担金 852,410 千円（前年度 824,792 千

円）、児童手当負担金 1,381,630 千円（前年度 1,409,780 千円）、児童発達支援等給付費負担金 245,848

千円（前年度 227,053 円）、生活保護に係る負担金 941,091 千円（前年度 948,306 千円）等である。

国庫補助金は、地方創生推進交付金 33,946 千円（前年度 31,297 千円）、地域子ども・子育て支援事

業費補助金 109,871 千円（前年度 87,591 千円）、土木費における社会資本整備総合交付金 448,836 千円

（前年度 398,039 千円）及び防災・安全社会資本整備総合交付金 63,373 千円（前年度 71,779 千円）等

である。

 委託金は、国民年金事務委託金 21,226 千円（前年度 25,788 千円）等である。

国庫支出金 年度別決算の状況 

(単位：千円、％）

年
度

国庫負担金 国庫補助金 委 託 金 合    計 

決 算 額
対 前 年 度
増 減 率

決 算 額
対 前 年 度
増 減 率

決 算 額
対 前 年 度
増 減 率

決 算 額
対 前 年 度
増 減 率

27 3,854,777  4.3 1,142,679 △ 25.5 27,405 △ 11.4 5,024,861 △ 4.5

28 3,896,753 1.1 1,299,240 13.7 22,290 △ 18.7 5,218,283 3.8
29 3,877,275 △ 0.5 926,213 △ 28.7 22,283 0.0 4,825,771 △ 7.5
30 3,959,069 2.1 712,807 △ 23.0 27,497 23.4 4,699,373 △ 2.6
元 4,122,307 4.1 1,052,236 47.6 25,259 △ 8.1 5,199,802 10.6

款 16  県支出金 

県支出金の決算額は、2,631,935 千円（前年度 2,491,288 千円）で、前年度と比較し 140,647 千円、

5.6％の増となった。これは、新あいち創造産業立地補助金 69,887 千円（前年度 16,133 千円）、幼児教

育・保育無償化導入支援事業費補助金 17,287 千円、私立幼稚園授業料等軽減補助金 16,535 千円の増等

によるものである。

主なものとして、県負担金は、国民健康保険保険基盤安定負担金 246,107千円（前年度253,860千円）、

障がい者等自立支援給付費負担金 426,205 千円（前年度 412,396 千円）、児童手当負担金 298,577 千円

（前年度 304,589 千円）等である。

県補助金は、福祉医療費支給事業補助金 385,347 千円（前年度 363,023 千円）、地域子ども・子育て

支援事業費補助金 88,432 千円（前年度 84,821 千円）、畜産競争力強化整備事業補助金 66,538 千円（前

年度 50,047 千円）等である。

県交付金は、市町村権限移譲交付金 5,160 千円（前年度 1,735 千円)である。 

委託金は、県民税徴収取扱費交付金 203,192 千円(前年度 213,773 千円)、参議院議員通常選挙委託金

24,661 千円（前年度 0円）等である。

県支出金 年度別決算の状況 

(単位：千円、％） 

年
度

県 負 担 金 県 補 助 金 県交付金 委 託 金 合   計 

決 算 額
対前年度
増減率

決 算 額
対前年度
増減率

決算額
対前年度
増減率

決算額
対前年度
増減率

決 算 額
対前年度
増減率

27 1,300,645 5.5 815,130 △ 16.3 1,320 48.0 256,996 △ 6.4 2,374,091 △ 4.4

28 1,332,867 2.5 694,688 △ 14.8 1,074 △ 18.6 236,360 △ 8.0 2,264,989 △ 4.6

29 1,374,914 3.2 731,605 5.3 1,308 21.8 232,521 △ 1.6 2,340,348 3.3

30 1,599,835 16.4 638,721 △ 12.7 1,735 32.6 250,997 7.9 2,491,288 6.4

元 1,590,668 △ 0.6 797,537 24.9 5,160 197.4 238,570 5.0 2,631,935 5.6
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款 17  財産収入 

財産収入の決算額は、201,631 千円(前年度 191,969 千円)で、前年度と比較して 9,662 千円、5.0％の

増となった。

財産運用収入の主なものは、ナゴヤハウジングセンター等への土地貸付収入 97,760 千円（前年度

96,949 千円）、自動販売機設置場所貸付収入 16,394 千円（前年度 17,571 千円）、クラシティ商業床賃料

収入 6,789 千円（前年度 6,789 千円）等である。

財産売払収入は、随意契約による市有土地（普通財産）売払収入 72,273 千円（前年度 65,750 千円）

等である。

   財産収入 年度別決算の状況 

（単位：千円、％） 

年

度

財 産 運 用 収 入 財 産 売 払 収 入 合     計

  決 算 額 
 対前年度
 増 減 率

  決 算 額 
 対前年度
 増 減 率

  決 算 額 
 対前年度
 増 減 率

27 133,671 △  4.6 29,278 55.2 162,949 2.5 

28 117,007 △ 12.5 15,821 △ 46.0 132,828 △ 18.5

29 123,766 5.8 8,451 △ 46.6 132,217 △  0.5 

30 126,180 2.0 65,789 678.5 191,969 45.2 

元 127,815 1.3 73,816 12.2 201,631 5.0 

款 18 寄附金 

  寄附金の決算額は、27,551 千円（前年度 17,433 千円)

で、前年度と比較して 10,118 千円、58.0％の増であった。

主なものは、社会福祉基金寄附金 11,322 千円、福祉セ

ンター費寄附金 5,000 千円、新美南吉文学顕彰基金寄附金

3,000 千円等である。

款 19 繰入金 

繰入金の決算額は、154,027 千円(前年度 20,494 千円)で、前年度と比較して 133,533 千円、651.6％

の増となった。これは、財政調整基金繰入金 78,996 千円の皆増、環境保全基金繰入金 57,524 千円（前

年度 1,510 千円）の増等によるものである。

その他主な基金繰入金は、社会福祉基金繰入金 6,338 千円（前年度 1,628 千円）、国際交流基金繰入

金 4,300 千円（前年度 4,300 千円）、緑化基金繰入金 3,299 千円（前年度 3,209 千円）、観光振興基金繰

入金 2,901 千円（前年度 2,850 千円）等である。

基金繰入金 年度別決算の状況 

（単位：千円、％） 

年

度

基  金  繰  入  金 
特別会計 
繰 入 金 

決 算 額財 政 調 整
基 金

減 債 基 金
退 職 手 当
基 金

公 共 施 設
整 備 基 金

そ の 他
(社会福祉基金等)

27 0 0 0 0 696,170 0 696,170

28 0 0 0 0 224,625 0 224,625

29 0 0 0 24,485 27,636 0 52,121

30 0 0 0 0 20,494 0 20,494

元 78,996 0 0 0 75,031 0 154,027

26,740 30,814

46,002

17,433

27,551

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

単位：千円 

寄附金 年度別決算の状況 
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款 20 繰越金 

繰越金の決算額は、1,821,264千円(前年度1,050,211千円)で、前年度と比較して771,053千円、73.4％

の増となった。 

繰越金 年度別決算の状況 

（単位：千円、％） 

年

度

純 繰 越 金 繰越明許費繰越金 事 故 繰 越 金 計 ( 繰 越 金 ) 

決 算 額
対前年度
増 加 率

決 算 額
対前年度
増 加 率

決 算 額
対前年度
増 加 率

決 算 額
対前年度
増 加 率

27 1,156,059 △ 18.4 439,326 △ 35.9 0 － 1,595,385  △ 24.1 

28 1,103,511 △  4.5 320,343 △ 27.1 0 － 1,423,854  △ 10.8 

29 753,990 △ 31.7 389,717 21.7 0 － 1,143,707 △ 19.7 

30 866,542 14.9 119,169 △ 69.4 64,500 皆増 1,050,211 △  8.2 

元 1,504,550 73.6 316,714 165.8 0 皆減 1,821,264 73.4 

款 21  諸収入 

諸収入の決算額は、1,351,301 千円（前年度 1,120,064 千円）で、前年度と比較して 231,237 千円、

20.6％の増となった。これは、プレミアム付商品券売払収入 130,612 千円の皆増、収入印紙売払収入

103,927 千円の皆増、園児等副食費 51,131 千円の皆増等によるものである。

主なものは、障がい児通所施設支援費収入 84,135 千円（前年度 85,298 千円）、後期高齢者医療広域

連合受託事業収入 80,915 千円（前年度 79,543 千円）、指定ごみ袋売払収入 69,755 千円（前年度 63,070

千円）、太陽光発電売電収入 62,130 千円（63,017 千円）、福祉医療費高額療養費返還金 42,184 千円（前

年度 53,528 千円）、企業会計システム等使用負担金 40,238 千円（前年度 37,168 千円）等である。

諸収入 年度別決算の状況 

(単位：千円、％） 

年 
度 

延 滞 金 市預金利子
貸 付 金
元 利 収 入

受託事業収入 収益事業収入 雑  入 合   計 

27 
156,183
(  55.7)

1,206
(△ 61.9)

231,003
(   0)

 68,589
(  5.7)

2,156
(△ 70.2)

 691,818
(△ 52.6)

1,150,955  
(△ 38.3)

28
150,939
(△ 3.4)

141
(△ 88.3)

231,002
(   0)

 70,955
(  3.4)

3,153
(   46.2)

 842,942
(   21.8)

1,299,132  
(  12.9)

29 
116,628
(△ 22.7)

79
(△ 44.0)

224,001
(△ 3.0)

75,079
( 5.8)

3,289
(   4.3)

669,844
(△ 20.5)

1,088,920
(△ 16.2)

30 
132,958
(  14.0)

169
( 113.9)

224,001
(   0)

79,543
( 5.9)

4,540
(  38.0)

678,853
(  1.3)

1,120,064
(  2.9)

元 
133,084
(   0.1)

72
(△ 57.4)

224,001
(   0)

98,268
( 23.5)

4,225
(△  6.9)

891,651
(  31.3)

1,351,301
(  20.6)

（注） （ ）内は対前年度増減率 
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款 22  市債 

市債の決算額は、929,800 千円（前年度 362,100 千円）で、前年度と比較して 567,700 千円、156.8％

の増となった。内訳は、ＪＲ武豊線連続立体交差事業及び高架側道事業に係る公共事業等債 491,800 千

円、任坊山公園整備事業に係る公共事業等債 113,400 千円、空調機設置事業に係る学校教育施設等整備

事業債 324,600 千円である。本市では、財政健全化のため借入残高の削減に努めており、令和元年度も

臨時財政対策債は発行しなかった。

市債 年度別決算の状況（借入先別） 

（単位：千円、％） 

年
度

財政融資資金 
地 方
公 共 団 体
金 融 機 構

市 中 銀 行
及 び そ の 他
金 融 機 関

共 済 組 合 等 合   計 
対 前 年 度
増  減  率

27
( 84.1) 
364,200 

( 0.0) 
0 

( 0.0) 
0 

(15.9) 
69,000 

(100.0) 
433,200 

△ 42.7 

28
(  1.4)
3,200

( 0.0)
0

( 0.0)
0

(98.6) 
223,900

(100.0)
227,100

△ 47.6

29
( 63.2) 
142,200 

( 0.0) 
0 

( 0.0) 
0 

(36.8) 
82,800 

(100.0) 
225,000 

△ 0.9 

30
(  0.0) 

0 
( 0.0) 

0 
(93.0) 
336,600 

( 7.0) 
25,500 

(100.0) 
362,100 

60.9 

元
(  45.5) 
423,500 

( 0.0) 
0 

(52.9) 
491,800 

( 1.6) 
14,500 

(100.0) 
929,800 

156.8 

（注）（ ）内は構成比 
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歳   出 
款１ 議 会 費 

  項１ 議 会 費 

■ 議会運営事務事業〔議事課〕 
 議長の公務日程の適切な管理に努める一方、先進自治体議会で取り組まれている事例の調査及び検
証を行い、適切な議会運営に努めた。

○諸会議等開催状況（令和元年度） 

区    分 開催回数(回) 区    分 開催回数(回)

全 員 協 議 会 
議 員 全 体 会 議 
議 員 総 会 
予 算 説 明 会 

11 
0 
6 
1 

政 治 倫 理 審 査 会 
委 員 長 連 絡 会 議 
各 派 代 表 者 会 議 
政策調査研究プロジェクト

0 
       1 

0 
 6

○他自治体議会視察受け入れ実績（令和元年度）

受入件数 
内         訳 

主 な 視 察 項 目 
地 域 別 組 織 別 

35 件 
県外    32件 委員会     26 件 マイレポはんだについて、総合型地域ス

ポーツクラブについて 県内      3件 会派又は議員    9 件 

■ 議会情報関係事業〔議事課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 会期日程に合わせた情報発信を滞りなく行うことができた。また、開かれた
議会となるように編成されている「広報」「広聴」「交流企画」委員会において、市
民への情報発信の強化等に必要な課題に向き合い、改善を行った。特に、若い世代
にも議会に関心を持ってもらえるよう高校生や大学生との意見交換会を年２回実
施し、議会だよりの紙面構成に関する改善提案（暖色を使用する、QR ｺｰﾄﾞの活用、
写真の挿入、字体を大きくする等）を即実行し、読みたくなるような紙面づくりに
努めた。 

今後の方針 全議員が、広報、広聴、交流企画のいずれかの委員会に所属している
ため、議会からの情報発信がより丁寧に実施されるように努めているが、議会報告
会においては、より多世代の市民参加がされるよう、実施方法を見直す必要がある。
また、ホームページの内容改善を行うことと併せて、新たな媒体（SNS 等）を活用
した議会からの情報発信を検討していく。 

改善推進

成果指標
議会情報提供を滞りなく円滑に行うことができた。 

○はんだ市議会だより発行状況
はんだ市議会だよりは、市議会広報広聴委員会で、発行内容についての協議を行い、年４回行わ

れる定例会及び臨時会の結果を中心に年５回発行し、市報への折込みにより全戸配布した。

発  行  日 
（通算発行号数） 

発行部数 
(単位：部) 

ページ数 
（単位：頁）

主 な 内 容 
広報委員会 
開 催 日 数 

R1 年  5 月  1 日(206 号)

6 月 15 日(207 号)

8 月  1 日(208 号)

11 月  1 日(209 号)

R2 年  2 月  1 日(205 号)

39,800 

39,800 

39,800 

39,800 

39,800 

14 

4 

12 

12 

12 

3 月定例会結果など

5月臨時会結果など

6月定例会結果など

9月定例会結果など

12月定例会結果など

16 日 

(うち会期中 11日)

目 予算現額 決算額 執行率 

１ 議会費 

千円

289,755

千円

286,734

％

99.0
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■ 本会議運営事業〔議事課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 市民に開かれた、身近な議会にするために、難聴者への対応としては、スピー
カーを追加設置するなど、広く市民が傍聴できるよう環境整備を行った（令和元年
度の本会議傍聴人数は 177 人）。改選期であったため、新人議員に、本会議につい
ての研修を行ったり、議会運営について他市議会へ調査を実施するなど対応を充実
させ、円滑な本会議運営に努めた。

今後の方針 開かれた議会を推進するため、ICT 化を視野に入れ、傍聴者が増える
ような取り組みや議会中継が行えるような取り組みを検討・実施していく。今後も
職員の研修や、他自治体との情報交換、課題研究に努め、議会が柔軟で活発な議論
が行える場となるよう、事務局として支援を行う。 

改善推進

成果指標

 本会議が滞りなく円滑な議会運営を果たすことができた。

○本会議開催状況（令和元年度） 

区 分 会    期 
会期日数 
（日） 

開催日数 
（日） 

実会議時間 
議決件数 
（件） 

定例会 

R1 年 6 月 18 日 ～  7 月 1 日 
R1 年 8 月 27 日 ～  9 月 25 日 
R1 年 12 月 3 日 ～ 12 月 13 日 
R2 年 2 月 20 日 ～  3 月 24 日 

14 
30 
11 
34 

4 
5 
4 
7 

13 時間 10 分
 12 時間 47 分
 13 時間 35 分
16 時間 34 分

15 
25 
18 
34 

臨時会 R1 年 5 月 14 日 ～ 5 月 15 日 2 2 1 時間 09 分 15 

計 91 22 57 時間 15 分 107   

○本会議議決件数内訳（件）（令和元年度）     ○請願及び陳情受付処理件数（件）（令和元年度） 

提出議案

区分 
市 長 議 員 その他 

請願・陳情別

区分 
請 願 陳 情 

可  決 
認  定 
承  認 
同  意 
答  申 
選  任 
了  承 
推  薦 
選  挙 
決  議 
許  可 
撤  回 
否  決 
修正可決 
採  択 
継続審議 
趣旨採択 
不 採 択 
一部採択 

79 
 4 

3 
1 
1 

3 5 

4 

6 

1 

採  択 
一部採択 
趣旨採択 
不 採 択 
継続審議 
審議未了 

その他・議長預かり

1 11 

 7 

計 1 18 

計  88 3 16 
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■ 委員会運営事業〔議事課〕

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 各委員会で積極的かつ活発的に委員会審査や委員会活動ができるよう、事務
局として委員と執行部との連絡調整を行う等の支援に取り組んだ。閉会中の調査事
項について、県内外で必要な視察を行うことで、見識を深め、調査研究に反映させ
ることができた。また、調査事項について研鑽を積むため、政務活動費を活用して
調査を行う議員に対しその支援も行った。 
今後の方針 委員会審査や調査活動が適切かつ円滑に行われるように努める。今後
も、政務活動費を活用して講師を招いた議員勉強会や視察を行う機会を増やし、各
委員会において課題解決に向けた議論ができるよう努める。 

改善推進 

成果指標 

各委員会において、円滑な運営を進めることができた。 

○委員会開催状況及び議案等審査延べ件数（令和元年度） 

区  分 

開催回数
（回） 延べ会議時間 

議案審査 
延べ件数(件) 

回
数 

閉
会
中 

開
会
中 

時間 閉会中 開会中 
議
案 

請
願 

陳
情 

常 任 

委員会 

総  務 24 11 13 35 時間 45分 9 時間 20 分 26 時間 25分 18 - - 

文教厚生 23 8 15 46 時間 27分 9 時間 39 分 36 時間 48分 21 - - 

建設産業 18 7 11 56 時間 44分 12 時間 41分 44 時間 03分 27 - - 

議会運営委員会 21 9 12 21 時間 37分 9 時間 51 分 5 時間 26 分 - - - 
中小企業振興調査特別

委員会 
5 5 0 5 時間 41 分 5 時間 41 分 - - - - 

公共施設あり方調査特
別委員会 

5 5 0 7 時間 04 分 7 時間 04 分 - - - - 

※延べ会議時間は、開催時の開会から閉会までの時間の合計。視察時の時間は除く。 

○各常任委員会の閉会中における主な調査研究事項 
   総 務 委 員 会   「新しい広聴のあり方」 
   文教厚生委員会   「文化振興について」
   建設産業委員会   「都市計画マスタープランから見た景観を生かしたまちづくりと
              地域活性化について」 

○特別委員会の名称及び設置目的（令和元年６月議会において設置を議決） 
   中小企業振興調査特別委員会  「中小企業振興策の調査研究について」
   公共施設あり方調査特別委員会 「今後の公共施設のあり方について」 

○委員派遣（委員会行政視察）の状況 

   総 務 委 員 会   東京都三鷹市／神奈川県茅ケ崎市／埼玉県朝霞市 

   文教厚生委員会   福岡県春日市／福岡県宗像市／兵庫県芦屋市

   建設産業委員会   石川県金沢市

   議会運営委員会   埼玉県飯能市／神奈川県秦野市

中小企業振興調査特別委員会   静岡県磐田市／大阪府八尾市

公共施設あり方調査特別委員会  千葉県習志野市／東京都東村山市 

※各常任委員会の調査研究事項及び特別委員会の設置目的に基づく調査結果の報告とそれに 
基づく提言は、令和元年 12 月定例会、令和２年３月定例会、５月臨時会において行い、ホー 
ムページや市議会だより（要旨）にも掲載した。 
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款２ 総 務 費 

  項１ 総 務 管 理 費 

■ 秘書事務〔秘書課〕  

市長、副市長の公務執行が円滑に行われるよう日程調整と対外的な諸事務を行った。また、式典、

表彰の開催や、後援などを通じた市民活動支援を行い、市政発展に努めた。今後も、円滑な市政運営

を行うため、市長、副市長の適確な公務管理を図るとともに、功労者への表彰などにより市政発展の

ための啓発活動を推進する。（決算額 8,944 千円） 

○ふるさと納税事業 

ふるさと納税ポータルサイト「ふるさとチョイス」を活用してクレジット決済等でふるさと納税を

受け付け、半田市の特産品を返礼品として寄付者に贈呈した。また、令和元年 10 月より、ふるさと

納税業務の一部を民間に委託し、新たな魅力ある返礼品を開拓して、その種類を大幅に増加させるこ

とで、ふるさと納税の獲得に努めた。 

ふるさと納税実績（令和元年度）：442 件、21,941,039 円 

■ 人事管理事務〔人事課〕  

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 採用活動は、若手職員を中心とした市独自の職員採用説明会の開催、大学や

企業の就職説明会への参加、SNS やパンフレットによる広報活動等に取り組んだが、

民間企業等の売り手市場の影響を受け、申込者数は減少し、採用試験倍率は 12.3

倍と目標を下回った。各種任用においては、能力や実績に基づく適材適所の人員配

置を行った。 

今後の方針 今後の景気回復状況や、民間企業及び国・県の採用募集人数に影響を

受け、厳しい採用環境が見込まれるが、本市の魅力や仕事のやりがいを発信する

ツール（採用パンフレット・SNS・採用動画等）を効果的に活用し、新たな媒体や

積極的な採用広報活動を通じて、優秀な人材の確保を目指す。 

改善推進

成果指標 目標値 実績値 

採用試験倍率 15 倍 12.3 倍 

職員採用においては、引き続き堅調な民間企業の求人、国・愛知県や近隣市町との公務員獲得競争

という厳しい状況の中、採用パンフレットや採用動画及びＳＮＳを利用した情報発信、並びに県内の

大学で開催される就職説明会や民間企業説明会等に積極的に参加したが、採用試験の倍率は目標を下

回った。このため、新たに LINE による広報活動の開始等、今後の申込増加に向けた取り組みを行った。 

半田市職員の給与・勤務条件について、令和元年人事院勧告への対応や、地方公務員法等の一部改

正に伴う「会計年度任用職員制度」創設のため、以下の改正や制度設計を行った。 

① 給料とボーナスの引き上げ（平成 31年４月１日適用） 

国家公務員に準拠し、給料表の水準を平均 0.1％、ボーナスを 0.05 月分引き上げた。 

② 会計年度任用職員制度の創設（令和２年４月１日適用） 

  新たな会計年度任用職員制度に基づき適正な任用・勤務条件を確保するため、従来の臨時職員等

から会計年度任用職員へ必要な移行を行うための条例、規則等を整備し、実施した。 

目 予算現額 決算額 執行率 

１ 一般管理費 

千円

1,174,593

千円

1,108,800

％

94.4
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○採用・退職の状況（平成 31年４月２日～令和２年４月１日）            （単位：人) 

職種
一 般 

事 務 

一 般 

技 術 

幼 児 

教育士 

司 書 

学芸員 
保健師 

医 師 

歯科医師 

医 療 

技術職 

看護師 

助産師

技 能 

労務職 
合 計 

退 職 14 5 8 1 1 25 6 50 5 115 

採 用 19 3 14 0 1 41 7 39 1 125 

差引  5 △2 6 △1 0 16 1 △11 △4  10 

  ※任期付フルタイム・再任用フルタイムを除く。 

○職種別職員数の状況（令和２年４月１日現在）                  (単位：人) 

職種
一 般 

事 務 

一 般 

技 術 

幼 児 

教育士 

司 書 

学芸員 
保健師 

医 師 

歯科医師 

医 療 

技術職 

看護師 

助産師

技 能 

労務職 
合 計 

人員 365 75 267 11 16 109 121 398 34 1,396 

  ※看護学校派遣、任期付フルタイム・再任用フルタイムを除く。 

○職員数の状況 各年度４月１日現在                      (単位：人) 

区分     年度 H28 H29 H30 R1 R2 

正
規
職
員

病  院  620  635  652  655  661 

病院以外  720  724  731  731  735 

合  計  1,340  1,359  1,383  1,386  1,396 

会
計
年
度

任
用
職
員

病  院  286  300  295  277  246 

病院以外  584  599  603  649  673 

合  計  870  899  898  926  919 

■ 職員給与福利厚生事業〔人事課〕  

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 公務・労働災害の未然防止に向けて、半田市職員安全衛生管理規程に基づき、

労働安全衛生に関する啓発活動や職場巡視を実施した。その結果、申請件数は前年

度比で９件減少したものの、目標は達成できなかった。 

また、精神疾患による病気休職者数においても、ストレスチェックの実施、メンタ

ルヘルス相談事業の活用等により前年度から４人減少したが、目標は達成できな

かった。 

今後の方針 ２つの成果指標はともに減少しており、引き続き、これまでの取組の

強化・継続を図っていく。さらに成果を向上させるためには個々の職場における

日々の注意や気づきが大切であることから、朝礼時に労働安全衛生をテーマにする

ことを推進し職員全体の意識向上を図るとともに、職員の変化に気づける職場づく

りに努めていく。 

改善推進

成果指標 目標値 実績値 

公務災害・労働災害申請件数 10 件 19 件 

精神疾患による病気休職職員数 5 人 7 人 

 職員が安全で快適に業務を執行できる職場環境づくりのため、半田市職員安全衛生管理規程に基づき、

労働安全衛生管理体制の充実を図るとともに、講演会・研修あるいは職場巡視等を実施し、労働安全衛生

に関する啓発活動を実施した。 

 また、職員の健康保持増進のために、予防接種・健康診断等を実施し、病気の早期発見・予防に努めた。 
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(1) 予防接種等の状況 

事 業 名 実施月 実 施 人 数 

Ｔ － Ｓ Ｐ Ｏ Ｔ 検 査 4～1月 延べ   98 人 

破 傷 風 予 防 接 種 5～2月 延べ  59 人 

Ｂ 型 肝 炎 予 防 接 種 5～3月 延べ  156 人 

水 痘 予 防 接 種 8月    5 人 

イ ン フ ル エ ン ザ 予 防 接 種 10～12 月  1,373 人 

流 行 性 耳 下 腺 炎 予 防 接 種 7～1月 96 人 

麻 疹 ・ 風 疹 予 防 接 種 6～12 月 54 人 

百 日 せ き 予 防 接 種 5月 23 人 

ス ト レ ス チ ェ ッ ク 8～12 月 2,095 人 

(2) 健康診断・人間ドック・生活習慣病予防健診の受診状況 

事 業 名 実施月 実 施 人 数 備    考 

定 期 健 康 診 断 4～7月 

一般   381 人 

 病院   978 人 
半田病院 

医師会健康管理センター 
計  1,359 人 

人 間 ド ッ ク 6～12 月 

一般   439 人 

病院   353 人 医師会健康管理センター他 

計   792 人 

生活習慣病予防健診 6～12 月 

一般   222 人 

病院   121 人 医師会健康管理センター他 

計     343 人 

合  計 延べ  2,494 人 

■ 職員研修事業〔人事課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 電話応対診断結果については、研修等の実施により、前年度を上回る結果と

なったものの、目標値には達しなかった。人事評価の平均点も目標値に達しなかっ

たが、令和元年度から人事評価システムを導入し、人事評価結果の見える化、評価

データの蓄積、運用の効率化等を勧め、人材育成を含めた人事管理面の有効活用を

図った。 

今後の方針 「半田市人材育成基本方針」に基づき、「自ら考え、行動できる自立

した職員」として成長できるよう、各階層における研修を引き続き実施していく。

前年度に続き、入庁１年目の職員の早期戦力化を目指した研修や、時代や環境の変

化に柔軟に対応できる若手職員を育成するための研修を実施する。また、組織の生

産性を高めるためのコミュニケーション研修を新たに実施し、組織全体の活性化を

図る。 

改善推進

成果指標 目標値 実績値 

人事評価（執務態度・能力評価）の平均点 36.0 点 33.92 点 

電話応対診断結果の平均点 80.0 点 77.5 点 
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令和元年度の職員研修は、職員一人ひとりの能力を高め、「組織力の向上」を図ることを目的とし

て、（１）監督職昇任を見据えた職員の即戦力化、（２）管理職に求められるコミュニケーションス

キルの育成、（３）女性のキャリア形成支援、（４）クレーム対応を重点項目とした。監督職昇任前

の職員に対し、時代の変化や環境の変化に柔軟に対応し、付加価値を付けることのできる職員を育成

する研修を新たに実施するとともに、管理職の職員に対し、コミュニケーションスキルを身につけ、

組織を活性化する能力を育成する管理職研修を昨年度に続き実施した。また、女性職員に対し、自身

に求められている役割と多用な働き方を意識できる研修を実施し、翌年度に育児休業から復帰する職

員に対して、復帰支援研修を実施し、スムーズな職場復帰を図った。さらに、公募型研修として、複

雑多様化する市民対応のプロセスを学び、クレームの効果的な対処法を習得する研修を実施した。 

今後も「半田市人材育成基本方針」に基づき、ＯＪＴを柱に、組織力の向上を目指した人材育成を

継続するとともに、職員個々の学ぶ意欲を高め、計画的かつ総合的な職員研修を実施することにより、

自ら考え、行動できる「自立した職員」を育成する。 

令 和 元 年 度  職 員 研 修 実 績 総 括 表          (単位：人) 

 研 修 区 分 コース数 延べ日数 延べ時間 受講者数 

一般研修 

採用前研修 1 3 21 35 

新規採用職員研修 4 13 91 21 

一般職級研修 9 22 154 157 

監督者研修 3 8 56 27 

管理者研修 4 8 56 24 

専門研修 

人事評価新任評価者研修 1 1 7 26 

人事評価新任評価者フォロー研修 1 1 7 20 

ＯＪＴ指導研修 1 1 3 21 

ＯＪＴ指導研修・フォロー研修 1 2 7 19 

接遇研修 1 1 2 48 

電話応対診断フォローアップ研修 1 1 2 13 

クレーム対応力向上研修 1 1 7 24 

保育士・幼稚園教諭研修 1 1 7 20 

派遣研修 

市町村振興協会研修センター 38 147 923 63 

自治大学校 1 64 496 1 

市町村アカデミー 14 67 469 14 

全国市町村国際文化研修所 11 36 252 11 

その他研修機関 11 21 147 13 

課題取組研修 2 - - 4 

その他 

臨時職員研修 1 1 2 63 

交通安全研修 1 2 4 372 

自治体法務検定 1 1 2 36 

通信教育研修 1 - - 71 

ｅラーニング研修 1 - - 2 

計 111 402 2,715 1,105 
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○職員研修費 及び 延べ受講者数の推移 

■ 入札・契約管理事務〔総務課〕  

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 市内業者の指名案件率は、半田市公共調達における地元企業の受注機会の拡

大及び地産地消の推進に関する実施方針に基づき、市内業者の優先発注に努めた

が、目標値には及ばなかった。なかには市内業者が施行できない特殊な案件がある

ものの、今後も引き続き市内業者の受注機会を確保できるよう、発注担当課と調整

を密にしながら目標値の達成を目指す。 

今後の方針 引き続き、指名競争入札における市内業者の入札参加機会が確保され

るよう庁内に周知するとともに、入札参加業者にも「公共調達における地元企業の

受注機会の拡大及び地産地消の推進に関する実施方針」を説明しながら、当該方針

の実施を要請する。また、事務手引の改訂などを通じて、全庁的に入札契約に関す

る適正な事務処理が執行できるよう努めるとともに、入札制度自体も見直しをしな

がら公平・公正な入札が行われるよう制度改善を図る。 

改善推進

成果指標 目標値 実績値 

入札における市内業者指名率(特殊工事を

除く建設工事)  ※特殊工事とは、市内業

者の参入余地のない工事を指す 

95.0％ 92.7％ 

入札における市内業者指名率(物品等) 85.0％ 77.0％ 

○指名競争入札参加資格及び格付審査について 

本市が執行する指名競争入札への入札参加資格及び格付審査を総務課による事務局審査において

行った。 

資格審査件数については、愛知県内の自治体が参加する「あいち電子調達共同システム」を利用

し、適切な事務処理を行うことができた。 

   ・指名競争入札参加資格審査申請の随時受付登録者数：128 件 

○指名審査等について 

建設工事で設計金額が 600 万円を超える発注案件、又は製造の請負・物件の購入、その他の契約

で予定金額が 300 万円を超える発注案件については、指名業者の選定等を指名審査会に付議し、適

正な選定を行った。また、設計金額が 5,000 万円以上となる建設工事については、制限付き一般競

争入札の入札参加資格を指名審査会に付議し、適正な入札を実施することができた。 

なお、指名競争入札参加資格業者に社会的な信用、信頼を失墜させる不正行為等が認められた場

合には、指名停止等の措置案を指名審査会に付議し、厳正に対処した。 

人
千
円

（円）
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・指名審査会開催回数：21 回 

   ・指名審査会付議件数 

指名業者の選定に関するもの：227 件 

     制限付き一般競争入札に関するもの：19 件 

     指名停止等措置に関するもの：６件 13社 

○「あいち電子調達共同システム」を利用した電子入札の実施について 

入札事務の効率化と談合等不正行為の抑制を図るため、建設工事、設計、物品購入、役務等の契

約に係る電子入札は、総務課において一括執行している。 

また、物品購入の一部について、随意契約の相手方を決定するオープンカウンタ方式を平成 26 年

度から導入し、随意契約に係る事務の効率化及び適正化を図っている。 

  ・令和元年度電子入札実施案件数 ※( )オープンカウンタを除いた件数 

建設工事 
制限付き一般競争入札  15 件 

指名競争入札 116 件 

設計等 指名競争入札 34 件 

物品等 指名競争入札 61 件 

オープンカウンタ 見積合わせ 91 件 

 合  計 317 件(226 件) 

※対象範囲 

【 建 設 工 事 】 ・半田市制限付き一般競争入札実施要綱に定める入札 

（設計金額 5,000 万円以上の建設工事） 

・半田市指名審査等事務取扱要綱 別表第１「指名基準」内 

                  「事業区分１～５」で設計金額が 130 万円を超える入札 

【 設 計 等 】 ・設計金額 50 万円を超える入札 

【 物 品 等 】 ・予定金額 300 万円を超える入札 

【オープンカウンタ】 ・予定価格 20 万円超え、80万円以下の物品購入 

            （対象品目：荒物・雑貨、紙・紙製品、電気製品、文房具・事務用機器） 

○総合評価方式の実施について 
公共工事における品質を確保するため、平成 20年度から市町村向け簡易型（特別簡易型）による
総合評価方式を継続実施しており、令和元年度は、下水道課が発注する１件、建築課が発注する１
件の建設工事について、企業の技術力に関する事項（同種工事の施工実績、工事成績評定点等）、地
域貢献度に関する事項（市内における本店の有無、災害協定の締結の有無、市内下請負業者の採用
実績の有無等）等を評価項目とし、入札価格とそれらを総合的に評価し、落札業者を決定した。 
なお、各評価項目については、毎年、愛知県建設部総合評価審査委員会へ諮問し、学識経験を有
する者の意見を反映させ決定している。 
・入札実施案件：２件（雨水管整備工事、成岩小学校放課後児童クラブ建設工事） 
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■ 行政適正化事業〔総務課〕  

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 補助金等判定会議では、これまでの運用などを振り返り、会議の意義や成果

を職員に周知するとともに、事務手続きや庁内委員構成の改変など行った。事務事

業評価は事業の目的に沿った指標等の指導を行うことができようＰＤＣＡサイク

ルを意識づける様式の変更を行うとともに、総合計画にある施策評価と決算資料の

連携について担当課間での協議を開始できた。指定管理者選定は選定委員会の開催

時期を早めたが支障なく実施するとともに、情報公開に関する要綱の見直しや新た

な採点方法を定めることができた。また、仕事改善活動は、２年目、５年目職員の

改善意識の高揚を根付かせるため、職員ポータルでの周知など定期的に行ったが、

実施形態も含め見直しの検討を引き続き行う必要がある。 

今後の方針 補助金等判定会議は、庁内委員構成の改選や会議への部長の参加な

ど、常に建設的な議論ができるよう時代に即した見直しや改善を検証する。事務事

業評価については、施策評価や決算資料との連携など関係課と協議を進め令和３年

度からの運用を目指す。指定管理者選定は、補助金等判定会議と同様に、更なる改

善の必要性などを検証する。仕事改善活動については、改善意識の更なる向上を図

るため、これまでの運用の必要性なども含め、見直しや改善を検証する。 

改善推進

○補助金等判定会議について 

補助金等の支出の適正化を図るため、補助金等判定会議設置要綱に基づく補助金等判定会議（以

下、「判定会議」という。）を令和元年度は 10 月に５日間（再審査含む）開催し、各課等が所管す

る補助金等の支出について、その適否等を審査した。 

また、その結果等については、予算確定後、ホームページで公開した。 

市民委員３名には、平成 22 年度開催の判定会議から審議に参加いただいており、令和元年度は、

新規と前年度の審査で承認条件を付したもの等、20 件の審査を実施した。 

今後も補助金等の支出については、市民目線による審査で、より一層の適正化を図るとともに、

審査経過については、可能な限り情報を開示することで、より高い透明性を確保する。 

・令和元年度開催 補助金等判定会議審査分 

審査対象 ： 27 課等 139件 新規及び継続分 

（市民審査 20件、庁内審査 22件、書面審査 97 件） 

審査結果 ： 承認 138 件（うち改善等を指導したもの 23 件）、却下 １件 

協 議 額 ： 724,924 千円 うち一般財源（市費負担）分 464,684 千円 

判 定 額 ： 594,988 千円 うち一般財源（市費負担）分 424,237 千円 

○事務事業評価について 

行政内部における事務事業評価は、各担当課等が決算状況に基づき、目的、コスト、成果の検証

と必要性、効率性、有効性の観点から点検し、それにより浮かび上がった課題や問題点に対し、改

善策の検討を行い、事務事業評価票を作成することにより実施している。 

この事務事業評価は、当該事務事業の成果指標及び目標値（見込み）を予算査定の参考資料とし

て提供するなどの活用を行っている。 

・令和元年度事務事業評価（平成 30 年度実施事務事業分） 

実施対象：35課等 257 事業 

実施期間：令和元年５月９日から５月 31 日 

実施内容：評価対象事業については、その決算状況に基づき各担当課等に事務事業評価票を作

成させ、その後、担当課等長による一次評価、部等長による二次評価を実施した。 
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実施結果の活用  

・事務事業の見直しを推進するための自己分析及び事務の引き継ぎ等 

・「決算に係る主要施策の成果報告書」に事業ごとの評価や成果指標等を記載 

・決算審査の参考資料とするため、要望に応じて監査委員事務局へ情報提供 

・令和元年９月定例会の決算議案上程に先立ち、市議会へ情報提供 

・行政の透明性確保と市民に対する説明責任を実践するため、情報公開の一環としてホー

ムページや市政情報コーナーにて公表 

○指定管理者選定委員会について 

   指定管理者制度導入後 12 年が経過し、導入当時と指定管理者制度を取り巻く環境は変化してお

り、また、指定管理者の選定方法についても変更が加えられ、手引に記載の事項と現状の運用がそ

ぐわない点が出てきているため、平成 30 年度に半田市指定管理者制度運用の手引を改訂し、半田市

指定管理者選定委員会における審査方法及び採点方法の変更及び指定管理者の選定に係る基本スケ

ジュールの変更を行った。 

   令和元年度に指定管理者を更新する１施設について、市民委員参加による指定管理者選定委員会

を開催し、当該施設における指定管理者候補を決定した。 

   導入期間（５年間）：半田赤レンガ建物 

○仕事改善活動について 

市民サービスの向上と庁内業務に対する職員の改善意識の向上を図ることを目的に、平成 26年度

から仕事改善活動を再開した。令和元年度は６～７名程度のチームに分かれ、改善案を作成し、仕

事改善活動発表会における発表、審査員による審査を経て、優秀チームを決定した。なお、改善案

は全庁へ周知するとともに、最優秀チームの提案については、令和２年度に導入することとした。 

     令和元年度仕事改善活動推進員 ２年目・５年目の職員 31 名 

  優勝チーム：ＭＩＴ－ＫＫＮ 「でんわにでんわ ～業後はすぐに帰りましょう～」 

緊急性のない時間外の電話問い合わせについて、時間外であることをお知らせする内容のアナウ

ンスを流すことにより、時間外の電話応対を削減し、職員の早期退庁や、市民への開庁時間の意識

付けを行う。 

■ 検査事務〔総務課〕  

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 市及び請負業者の監督員に対し、検査時に提出書類等の不備や施工内容など

の指導をチェックシートの活用などにより適切に行うことが出来た。工事成績評価

点については昨年度より全体で 0.2 ポイント下降し、目標を達成できなかったが、

市外の設計等委託業者の評価点が低い傾向にあるため、設計等委託の品質向上が課

題である。 

今後の方針 工事成績評定を活用して指名競争入札の業者選定や総合評価落札方

式の評価項目とすることは、企業の技術向上意欲を高めることに寄与するため継続

する。また、工事の品質向上は監督職員の資質向上が不可欠であることから、工事

監理、工事施工に係る法律に関する研修などを通じて、監督職員の工事監理能力及

び請負業者への指導力の向上を図り、現場管理、品質など工事成績の向上に努めて

いく。 

改善推進

成果指標 目標値 実績値 

工事等成績評定点の平均点 77.0 点 76.8 点 

本市の発注する請負工事等の適正な履行を図るため、工事検査要綱に基づき、土木、建築工事等の

完了検査を総務課職員３名体制（繁忙期の９月のみ４名体制）にて実施した。 
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○月別検査件数集計表（件）   

検査対象（工事:設計金額 130万円超、委託:設計金額 100 万円超） 

月 

 工 種 
  4   5   6   7   8   9  10  11  12   1   2   3  合計 

土

木

工

事

関

連

土 木 課 1 5 17 9 32 

都 市 計 画 課 1 5 1 1 1 11 20 

市 街 地 整 備 課 1  1 1  3 6 

クリーンセンター   1 1 3 5 

環 境 課  1 5 6 

経 済 課 0 

防 災 交 通 課   1 1 

ス ポ ー ツ 課 0 

業 務 委 託 1 1 4 1  3 10 

小      計 0 0 0 3 8 34 0 1 2 1 2 29 80 

建

築

工

事

関

連

建 築 課 7 2 6 15 

学 校 教 育 課 1 11 13 1  1 27 

病 院 管 理 課 2 2 

業 務 委 託 1 1 1 4 1  7 15 

小 計 0 0 1 2 12 26 0 0 2 0 2 14 59 

下
水
道
工
事
関
連

下 水 道 課   6 1 2 9 

業 務 委 託   2  1 3 

小 計 0 0 0 0 0 8 0 0 1 2 0 1 12 

上
水
道
工
事
関
連

上 水 道 課  1  3 7  1  6 18 

業 務 委 託 0 

小 計 0 1 0 0 3 7 0 0 0 1 0 6 18 

合 計 0 1 1 5 23 75 0 1 5 4 4 50 169 

○工事及び業務委託成績評定件数表（件） 

     評 定 

工 種 

Ａ特優 Ｂ優 Ｃ良 Ｄ可 Ｅ不良 
合 計 

80 点以上 
75 点以上 
 80 点未満 

70 点以上 
 75 点未満 

60 点以上 
 70 点未満 

60 点未満 

工事 委託 工事 委託 工事 委託 工事 委託 工事 委託 工事 委託 

土 木 工 事 関 連 9  36 5 21 3 4 2   70 10 

建 築 工 事 関 連 8 2 35 2 1 10  1   44 15 

下水道工事関連 6 1 2 2 1      9 3 

上水道工事関連 13  4  1      18 0 

計 36 3 77 9 24 13 4 3 0 0 141 28 

合   計 39 86 37 7 0 169 
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■ 広報推進事業〔企画課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 市長表敬訪問（スポーツ全国大会出場報告など）の減少により、新聞掲載数

は減少した。 

ホームページについて、スマートフォンで使いやすく改修したこと、市報などから

ホームページへの誘導を促進したこと、新型コロナウイルス感染症情報の掲載によ

り、アクセス数は増加した。 

市報の満足度については、カラー表紙を４回実施し、分かりやすい紙面作成に努め

た結果、満足値は目標値を達成した。 

今後の方針 報道機関への情報提供は、広報担当が常にアンテナを高くして各課の

事業が適切に情報提供されるよう指導していく。また、報道機関に理解しやすい表

現や魅力が伝わるような情報提供を行っていく。 

ホームページは、引き続き市報などからホームページへの誘導を促進していく。 

市報は、取材による特集記事を掲載することや、楽しみのある紙面作成により、市

民に見やすく親しみやすい紙面とする。 

改善推進

成果指標 目標値 実績値 

提供した情報の新聞掲載数 365 件 251 件 

ホームページのアクセス数（月間） 50,000 件 101,530 件 

はんだ市報の満足度（広報に関するアンケ

ート中の「非常に満足」または「おおむね

満足」の割合） 

90％ 94％ 

○報道機関への情報提供 

半田記者クラブを構成する報道６社に対して、年６回の「定例記者会見」の開催を始め、各種イ

ベント情報や行政情報を提供することにより、新聞記事として 251 件掲載された。今後も、市政に

関する情報だけではなく、各種団体や地域のニュースを収集し、報道機関へタイムリーに伝えるこ

とで新聞掲載等につなげ、市民へ情報を提供していく。 

○半田市公式 LINE アカウントの開設・運用 

令和元年 10 月から新たな広報手段として、半田市公式 LINE アカウントの運用を開始し、若い年

代層に対しても行政情報を提供できる手段を確立し、迅速に情報を提供することができた。今後は、

より多くの市民へ情報提供が行えるよう、登録者数の増加を推進していく。 

（令和２年３月末現在登録者数：4,051 人） 

○半田市ホームページの管理・運営 

ホームページにより、市民への迅速な情報提供を行っている。また、外国語自動翻訳サービスを

利用して４か国語（ポルトガル語、英語、中国語、韓国語）に翻訳し、提供した。視覚障がい者な

どがホームページの内容を音声によって理解できるよう、音声読み上げ機能も提供した。 

○ＷＥＢページバナー広告収益事業（決算額 685 千円） 

ホームページにバナー広告欄を設け、財源確保に努めた。 

トップページ、全ページの右側 66 枠 

○はんだ市報 

「はんだ市報」を毎月１日・15 日の２回（計 21回、５月・８月・12 月は１日号のみ）発行し、行

政情報の提供を行い、市政への理解に努めた。 

発行部数：39,600 部  ページ数：平均 24ページ（Ａ４判 ２色刷り） 

目 予算現額 決算額 執行率 

２ 文書広報費 

千円

66,703

千円

64,518

％

96.7
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○はんだ市報広告収益事業（決算額 1,300 千円） 

  はんだ市報に広告掲載枠を設け、財源確保に努めた。 

１種広告：51枠 810千円、２種広告：４枠 124千円、３種広告：１枠 157 千円、 

４種広告：1枠 209 千円 

■ 広聴事業〔市民協働課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 陳情・要望、市長への手紙、住民要望、マイレポはんだなどで寄せられた意

見について、関係課等の進捗を管理し適切に処理することができた。また、マイレ

ポはんだの機能を活用した「協働ツール」としての活用事例を、清掃イベント等に

おいてＰＲ・実施したことにより、投稿件数を前年より大きく増加させることがで

きた。今後はこれらの広聴業務に加え、パブリックコメントについても利用推進を

図っていく。

今後の方針 市民から寄せられる意見に対しては、いずれも迅速・適切な対応をす

ることが求められる。マイレポはんだは、活動内容を共有する協働ツールとしての

活用を拡大していくため、今後も市内イベント等で周知を図り、利用を推進してい

く。また、各種事業計画策定時に市民の意見を公募するパブリックコメントでは、

市報等にＱＲコードを併記することで、提言しやすい環境づくりに努める。

改善推進

成果指標 目標値 実績値

意見、要望受付件数 810 件 831 件

マイレポ新規投稿者数 40 人 86 人 

市長への手紙、マイレポはんだ、住民要望、パブリックコメント手続、市政懇談会等で、市民のご

意見を広くお聴きし、地域環境の整備や改善、市の業務改善等に繋げた。

○市長への手紙 

郵送、ＦＡＸ、電子メール、ご意見箱（投書）により届けられる市民のご意見やご提言を市長が

直接お聴きする制度であり、よりよい市政運営を進めるために実施している。 

令和元年度の状況

内 容 件数 内 容 件数 内 容 件数

市政全般  23 件 企画部  13 件 総務部 27 件

市民経済部 30 件 福祉部 5 件 健康子ども部 27 件

建設部 20 件 教育部 32 件 監査委員事務局 10 件

半田病院 4件 水道部 1 件 合  計 192 件

○マイレポはんだ 

道路の陥没など地域の危険箇所や問題を、スマートフォンを使って投稿し、市民と行政が情報を共

有しながら解決する制度であり、広く市民等からご意見をいただいた。今後はこれまでの使い方に加

え、令和元年度に水辺クリーンアップ等のイベント時に実施した、活動内容を共有する「協働ツール」

としての活用方法の拡大を図っていく。

令和元年度の状況

区分 件 数（平均）

投稿数 432 件（1.2 件／日）

投稿者数 158 名

要 望 内 容 件 数

道路、水路の問題 151 件

交通安全、防犯灯の問題 120 件

公園の問題 28 件

その他 133 件
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○住民要望 

自治区を通じて提出された要望や依頼事項について、関係各課と調整し、改善を図った。

令和元年度の状況

要 望 内 容 件 数

道路、水路の問題 143 件

交通安全、防犯灯の問題 21 件

公園の問題 9件

その他 10 件

合 計 183 件

○陳情・要望 

各団体等から受けた陳情・要望等について、関係各課と調整し、対応を図った。

令和元年度の状況

内 容 件数 内 容 件数 内 容 件数

市政全般 14 件 企画部 0件 総務部 2件

市民経済部 1 件 福祉部 1件 建設部 2件

教育部 1 件 健康子ども部 2件 合 計 23 件

○パブリックコメント手続 

市民のみなさんから広くご意見をいただくため、市が策定する計画案等を公表し、計画等への反

映に努めた。

令和元年度の状況

案   件   名 担当部署

第２期半田市まち・ひと・しごと創生総合戦略 企画課

多文化共生を力として元気なまち半田を創る計画

～半田市多文化共生プラン～
秘書課

半田市家庭系ごみ有料化実施計画 クリーンセンター

第２期半田市子ども・子育て支援事業計画 子育て支援課

半田市保育園等公民連携更新計画 幼児保育課

半田市市営住宅長寿命化計画 建築課

半田市小中学校施設長寿命化計画 学校教育課

半田市地区公民館等長寿命化計画 生涯学習課

○市政懇談会

市民ニーズを的確に捉えるため、行政実態点検と隔年で市内５中学校区に分かれて実施している。

令和元年度は、半田病院、家庭系ごみ有料化を共通テーマとし、さらに市内５中学校区の地域テーマ

を含む、３つのテーマにより開催した。懇談会場では、市民のみなさんの声をお聴きし、有益な意見

交換を行うことができた。 

【地域テーマ】 

・成岩地区：任坊山公園について 

・半田地区：ＪＲ半田駅前土地区画整理事業 

・乙川地区：乙川地区における都市計画道路 

・青山、亀崎地区：地区路線バス「ごんくる」 
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月 日 場 所 参加者数 質問数・意見数 

10 月 21 日（月） 

10 月 26 日（土） 

10 月 28 日（月） 

10 月 29 日（火） 

10 月 30 日（水） 

成岩公民館ホール 

半田市役所大会議室 

乙川交流センターニコパル 

神戸公民館ホール 

亀崎公民館ホール 

58 人 

130 人 

92 人 

66 人 

85 人 

半田病院：32件 

家庭系ごみ有料化：21件 

地域テーマ：9件 

市政全般：19件 

合 計 431 人  

■ 財政管理事務〔財政課〕  

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 計画的な地方債の償還と事業内容を精査することで起債発行額の抑制を

図った。その結果、目標削減額 40.9 億円から 7.7億円を上回る 48.6 億円の債務削

減となった。 

今後の方針 今後予定される公共施設の更新、新病院建設等による財政需要の増額

が見込まれるため、更なる債務削減に努めたい。また、起債の発行抑制及び償還期

限の短縮などにより、財政負担の平準化を図る。 

現状維持

成果指標 目標値 実績値 

債務削減額 △40.9 億円 △48.6 億円 

限られた財源を重点的・効率的に配分するため、令和２年度当初予算編成においては、既存事業の

内容を改めて見直す中で可能な限りのコスト削減に努めた。 

令和元年度についても引き続き、赤字地方債といわれる臨時財政対策債や交付税措置のない地方債

の発行を抑制し一般財源対応したことで、令和元年度末における特別会計等を含む地方債等残高は約

347 億円（前年度比約 49億円の減）となった。

また、後年に予定している公共施設の更新費用に充てるため、公共施設整備基金に積立てを行った。

一方で、半田市中小企業従業員退職金等福祉共済制度の廃止に伴い、本基金を取り崩したこと等によ

り、貯金にあたる基金残高は特別会計を含め約 105 億円（前年度比約７億円の減）となった。 

 今後、老朽化した公共施設の大規模な更新などによる財政需要の増加が見込まれるため、将来世代

の負担軽減のための基金の積立てや債務削減などにより財政の健全化を一層推進する。また、新型コ

ロナウイルス感染症の影響により、大幅な税収減が見込まれるため、経済情勢に細心の注意を払いつ

つ、半田市の財政規模に見合う財政運営を行っていく。 

■ 出納事務〔会計課〕  
支払事務については、一般支払い（口座振替を毎月８の日、月３回）や随時支払いを計画的、円滑か

つ迅速に執行した。 

目 予算現額 決算額 執行率 

３ 財政管理費 

千円

3,282

千円

3,282

％

100.0

目 予算現額 決算額 執行率 

４ 会計管理費 

千円

17,550

千円

16,338

％

93.1
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○支出命令書等の処理件数                              （単位：件） 

年 度 一般会計 特別会計
歳入歳出外 

現金・基金 
還付金

企 業 会 計
合 計 

病院事業 水道事業 下水道事業

29年度 39,316 2,475 1,276 416 2,163 1,160 1,507 48,313

30 年度 38,864 2,663 1,132 387 2,087 1,255 1,580 47,968

元年度 33,677 2,000 1,255 474 2,123 1,119 1,605 42,253

元年度-30年度 △5,187 △663 123 87 36 △136 25 △5,715

市税等の歳入事務については、領収済通知書、口座振替分、コンビニ収納分、クレジット収納分を
それぞれ電算化し、科目別収入データ並びに収納消込データを作成した。 

○科目別・収納消込みデータの作成件数                        （単位：件） 

年 度 
口座 

振替分 
OCR 読取分

地方税納入

サービス 

パンチ 

入力分 

コンビニ 

収納分 

クレジット

収納分 
合 計 

29 年度 181,854 181,958 20,847 101,724 764 491,345

30 年度 181,965 152,929 20,847 25,645 99,389 953 481,728

元年度 180,917 149,785 21,220 25,853 95,862 1,124 474,761

元年度-30年度 △1,048 △3,144 373 208 △3,527 171 △6,967

■ 財産一般管理事務〔財政課〕 

市有財産の災害による損害や偶然の事故等による損害を補填するため、(公社)全国市有物件災害共

済会の建物総合損害共済、自動車損害共済及び道路賠償責任保険に加入している。このことにより、

令和元年度に発生した建物・自動車の災害、事故及び道路賠償責任に関して支出した修繕料及び損害

賠償費用について、共済金にて補填することができた。現行の共済・保険契約の掛金は民間損保と比

較して相当安価なため、現在の共済会への加入が有効である。 

なお、令和元度の実績は次のとおりである。 

区   分 
建  物  総  合  損  害  共  済 

一 般 会 計 分

委託施設数 359 施設 

共済責任額 65,889,230 千円 

共済基金分担金（掛金） 7,721 千円 

災害共済金受領実績        7 件  8,245 千円 

区   分 
自  動  車  損  害  共  済 （ 基 本 ） 

一 般 会 計 分

委託車両数 142 台 

共済責任額 

(車両１台について) 

車種 乗用（軽）自動車等 

対人 無制限 

対物 5,000 千円 

共済基金分担金総額  1,674 千円 

災害共済金受領実績 12 件 2,551 千円 

目 予算現額 決算額 執行率 

５ 財産管理費 

千円

436,117

千円

431,682

％

99.0
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区   分 道  路  賠  償  責  任  保  険 

対象となる道路 市道 638 ㎞  その他の道路 33 ㎞ 

てん補限度額 
身体障害賠償 1 名につき 50,000 千円、1事故につき 700,000 千円 

財物損害賠償 1事故につき  10,000 千円 

保険料分担金（掛金）                               728 千円 

保険金受領実績  3 件 914 千円 

■ 土地建物管理事業〔財政課〕  

   廃止した用悪水路21.97 ㎡を 413,036円で隣接土地所有者に売払ったことで不用土地が整理でき、

財産管理の健全化を図ることができた。 

また、知多中部広域事務組合への斎場用地等 36 件の継続貸付及び駐車場利用等を目的とした一

時貸付４件の収入により、85,689,866 円を得ることができた。 

■ 自動車管理事業〔財政課〕  

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 老朽化し燃費の良くない車両を計画的に更新する際に、低燃費、低排出ガ

スの車両を選択し、導入することで、１台当たりの燃費を向上することができた。

また、市外出張など長距離用としてハイブリッド車を優先的に使用することを職

員に呼びかけたことで、全体の走行距離におけるハイブリッド車の割合が、前年

度と比較すると、15.41％から 17.76％へ向上した。これらにより、燃料１リット

ル当たりの平均走行距離が向上し、目標を達成することができた。 

今後の方針 今後も市販車の中でも特に低燃費・低排出ガスな車両を、老朽車両

更新時の車両購入契約の仕様等で指定することにより導入を進め、市外出張には

ハイブリッド車を優先的に使用することを職員に呼びかけ、高い利用率を継続す

ることで、環境に配慮した運用を行う。また、運転時のエコドライブ実践に係る

職員への呼びかけや、不要な荷物を搭載しないよう啓発するとともに、車両の不

具合の早期発見、早期対応を推進すること等で燃費の悪化を防ぎ、成果指標の達

成に努める。 

現状維持 

成果指標 目標値 実績値 

燃料 1L 当たりの平均走行距離（全車） 11.7 ㎞／L 12.5 ㎞／L 

公用車の効率的な活用及びメンテナンス等の管理経費の節減を目的として、公用車のうち 55 台を財

政課所管として一括管理した。令和元年度は、老朽化により軽乗用車１台を廃車し、軽乗用車１台を購

入した。なお、半田市全体としては７台を廃車して８台を購入した。今後も「はんだエコアクション」

に沿い、可能な限り環境に配慮した低燃費車、低排出ガス車の導入を図っていく。 

また、本市が所有する中型バスを、市主催事業や行政と密接に関係する各種団体の事業等で使用する

ために、バス運行管理業務を指名競争入札により委託し、経費の削減を図っている。 

令和元年度の実績は次のとおりである。 

月   別  4 月  5 月  6 月  7 月  8 月  9 月 10 月 11 月 12 月  1 月  2 月  3 月 合計 30年度

運行日数 3 日 17 日 19 日 13 日 18 日 15 日 22 日 20 日 11 日  7 日 6 日 0 日 151 日 164 日

うち休日運行  0 日  1 日  3 日  4 日  4 日  3 日  2 日  6 日  3 日  2 日  2 日  0 日  30 日  35 日

稼動率(運行

日数/月日数)
10% 55% 63% 42% 58% 50% 71% 67% 35% 23% 21% 0% 41% 45% 

  年間走行距離   10,103 ㎞ 

令和元年度基本委託料（170 日分）4,116,960 円 

※新型コロナウイルス感染拡大対策のため、３月の運行日数は０日となった。 
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■ 基金積立金〔財政課〕 

各種基金を統合管理し、大口定期預金（1,000 万円以上）によって運用することで、より高い利子

収入を得ることができた。また、基金を一般会計へ繰り入れ、事業費の財源とすることで、一般会計

の負担を軽減することができた。 

○財政調整基金（目的：将来の財源不足への備え） 
   【積立】6,558,405 円（企業立地等補助金対応財源相当額の積戻し、預金運用利子） 
   【繰入】78,996,000 円（企業再投資促進補助金の一般財源対応分等） 

○公共施設整備基金（目的：公共施設の更新整備） 
【積立】103,036,224 円（預金運用利子、当初予算積立分） 

○大規模事業用地取得基金（目的：大規模事業用地の取得） 
【積立】192,642,170 円（預金運用利子、前年度繰越金） 

○国際交流基金（目的：国際交流の推進） 
   【積立】380,000 円（寄附金） 

【繰入】4,300,000 円（国際交流事業へ充当） 

○社会福祉基金（目的：社会福祉の増進） 
【積立】13,236,494 円（預金運用利子、寄附金、土地貸付収入） 
【繰入】6,338,123 円（福祉センター管理運営事業等へ充当） 

○新美南吉文学顕彰基金（目的：新美南吉文学の顕彰） 
   【積立】608,000 円（寄附金） 

【繰入】668,176 円（新美南吉調査研究事業及び顕彰事業へ充当） 

○地域整備基金（目的：地域の整備） 
【積立】1,000,002 円（預金運用利子、寄附金） 

○半田赤レンガ建物基金（目的：半田赤レンガ建物の保存活用及び周辺整備） 
【積立】1,079,260 円（預金運用利子、寄附金） 

○緑化基金（目的：緑化事業の推進） 
   【積立】280,847 円（預金運用利子、寄附金） 

【繰入】3,299,281 円（公園管理事業へ充当） 

○観光振興基金（目的：観光の振興） 
【積立】4,033,171 円（預金運用利子、寄附金、土地貸付収入） 
【繰入】2,901,446 円（半田市観光協会支援事業へ充当） 

○環境保全基金（目的：環境の保全） 
【積立】22,344,137 円（預金運用利子、寄附金、太陽光発電収入） 
【繰入】57,524,252 円（塵芥収集運搬車両等購入事業、ごみ減量対策事業等へ充当） 

 ○中心市街地活性化基金（目的：中心市街地の活性化） 
   【積立】501,871 円（預金運用利子、建物貸付収入） 

○文化財保存継承基金（目的：文化財の保存継承） 
  【積立】1,050,661 円（預金運用利子、寄附金） 
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－各種基金（一般会計分のみ）の運用状況－      （単位：円） 

区    分 H30 年度末 
R1 年度中増減 

R1 年度末 
増 ※１ 減 

財政調整基金 4,213,535,197 6,558,405 78,996,000 4,141,097,602

職員退職手当基金 312,316,405 346,371 － 312,662,776

農業振興基金 354,962 250 － 355,212

学校図書購入基金 15,000,000 － － 15,000,000

公共施設整備基金 2,976,248,414 103,036,224 － 3,079,284,638

統

合

基

金

大規模事業用地取得基金 1,055,397 192,642,170 － 193,697,567

国際交流基金 33,437,739 380,000 4,300,000 29,517,739

教育基金 1,798,967 － － 1,798,967

社会福祉基金 101,078,275 13,236,494 6,338,123 107,976,646

新美南吉文学顕彰基金 12,480,165 608,000 668,176 12,419,989

減債基金 39,719,881 44,051 － 39,763,932

地域整備基金 1,436 1,000,002 － 1,001,438

半田赤レンガ建物基金 92,205,938 1,079,260 － 93,285,198

緑化基金 29,617,263 280,847 3,299,281 26,598,829

観光振興基金 13,214,008 4,033,171 2,901,446 14,345,733

環境保全基金 98,304,590 22,344,137 57,524,252 63,124,475

中心市街地活性化基金 1,001,842 501,871 － 1,503,713

文化財保存継承基金 2,399,475 1,050,661 － 3,450,136

交通安全基金 0 － － 0

合    計 7,943,769,954 347,141,914 154,027,278 8,136,884,590

特別会計を含む令和元年度末基金残高は 10,469,845,905 円（約 105 億円） 
※１ 増分には預金運用利子の積立てを含む。 

■ 企画調整事務〔企画課〕 

○市の重要な施策、土地利用の方針決定 

各種政策の合意形成のため、幹部会議（25回開催）を開催した。 

また、本市における土地の有効かつ適切な利用と保全並びに土地に関する諸問題に対応するため、

土地対策会議（６回開催）において、総合的な調整を行い計画的な土地利用を行った。 

○実施計画の策定 

    「まちづくりの指針」である第６次総合計画（計画期間：平成 23 年度～令和２年度）に基づいて、

令和２年度を開始年度とする３か年実施計画を策定した。計画策定にあたっては、歳入の見通しと

して、好調な企業収益が維持されるものと見込むなか、多様化する市民ニーズや懸案事項に対応す

ることを基本に策定した。今後は、新型コロナウイルス感染症による影響等に適切に対応し、総合

計画や市長公約の実現に向けた実施計画の策定に努める。 

目 予算現額 決算額 執行率 

６ 企画費 

千円

14,404

千円

11,992

％

83.3
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○広域行政の推進 

・知多市町会 

知多５市５町の広域行政の振興と発展を目的に、広域的な課題への対応、各市町間の情報共有な

ど、知多５市５町で連携・調整を図っている。 

令和元年度は、ＳＤＧｓに関する講演会のほか、まち・ひと・しごと創生総合戦略や働き方改革

などをテーマに衣浦東部広域行政圏協議会との交流会議を行った。また、中部国際空港二本目滑走

路建設に関する要望書を国等に、中部国際空港周辺の地域振興に関する要望書を愛知県及び愛知県

議会に提出した。今後も広域行政の推進のための場として本会の活性化を図る。 

・中部国際空港を核とした知多地域振興協議会 

知多地域と中部国際空港との持続的かつ一体的な発展と振興に向け、知多５市５町と愛知県、中

部国際空港㈱等で連携の強化を図っている。 

令和元年度は、日本貿易振興機構（ジェトロ）との情報交換会やセントレア大型ビジョンでの「知

多半島ＰＲ映像」の放映、在外公館勤務者等を対象にした知多半島の食や文化を紹介する体験型ツ

アーなどを実施し、知多地域をＰＲすることができた。また、セントレア親子サマースクール及び

ウインタースクールとして、税関、グランドハンドリングなど、空港内の仕事見学等を行い、地域

の子どもたちがセントレアに親しみ、理解を深めることができた。今後も引き続き、空港を活用し

た知多地域の経済等の活性化に向けた活動を推進していく。

・知多南部２市４町広域まちづくり研究会 

知多南部２市４町（半田市、常滑市、阿久比町、南知多町、美浜町、武豊町）による広域的な

まちづくりのため、各市町の事業や課題などの情報共有を図っている。 

令和元年度は、各市町の今後の主要事業について情報共有・意見交換を行う予定だったが、新

型コロナウイルスの感染拡大により中止となった。今後も引き続き、２市４町の枠組みでの広域

的な連携について研究していく。 

■ シティプロモーション推進事業〔企画課〕

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 ＰＲ冊子「はんだで暮らす」や専用サイトによる情報発信、まちの魅力発見

ツアーなどの体感型の取組に加え、令和元年度は、半田市ＰＲ大使の任命や市民ラ

イターによるまちの魅力発信、鉄道の中吊広告など、ＰＲを行った結果、専用サイ

トへのアクセス数やインスタグラムフォロワー数の増加など、都市イメージの向上

につながる効果を得ることができた。シティプロモーションに取り組む自治体が増

える中で、埋もれることがないよう、マスメディアへの働きかけや推進体制の強化

を図ることが必要である。 

今後の方針 すぐに成果があらわれるものではなく、継続して実施することで半田

市のイメージ向上やまちへの愛着醸成につながるものである。庁内における推進体

制と市民、事業者との協働による推進体制の両面の強化を図るとともに、取組を通

じて本市のファンを増やし、将来的な定住人口の獲得につなげる。 

改善推進 

成果指標 目標値 実績値 

半田市に好意的なイメージを持っている
転入者の割合 

60％ 39.0％ 

これからも半田市に住み続けたいと思う
市民の割合 

75％ 57.8％ 

地域ブランド調査における市町村ランキ
ング（魅力度）の愛知県内の順位 

10 位 18 位 
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○ふるさと半田応援団会議の運営・推進（開催数：５回、参加者数：54人） 

  ふるさと半田応援団は、本市の魅力を発信するとともに参加者のまちへの愛着を深めるため、平

成 28年度に市民や事業者とともに発足した組織である。 

令和元年度は、応援団とともに、第２期シティプロモーション戦略の策定に向けた検討や、オー

プンデータを活用したまちの魅力発信事業「シビックパワーバトル」に参加し、最優秀賞を獲得す

るなど、市民と一体となりシティプロモーションを推進した。 

○シティプロモーション推進委託料（決算額 1,341 千円） 

  シティプロモーション戦略に沿った各種事業を実施し、本市の認知度の向上を図るとともに、市

民のまちへの愛着や誇りを醸成した。 

 ・まちの魅力発見ツアー（開催数：６回、参加者数：174人／決算額 641 千円） 

 ・シティプロモーションサイト「はんだで暮らす」の更新及び保守業務（期間：平成 31年４月１日

～令和２年３月 31 日／決算額 563 千円） 

 ・改元の日フォトスポット作成業務委託料（決算額 61 千円） 

 ・名古屋臨海高速鉄道「あおなみ線」への中吊り広告作製委託料（決算額 74千円） 

〇シティプロモーション冊子「はんだで暮らす」の改訂・印刷（10,000 冊／決算額 1,095 千円） 

■ まち・ひと・しごと創生総合戦略評価事業〔企画課〕

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 庁内評価や産官学金労言の各分野の有識者による外部評価を実施するとと

もに、評価結果を施策の改善につなげることで、総合戦略の適切な進行管理を図る

ことができた。また、新たな課題や社会情勢の変化に対応できるよう施策や具体的

な取り組みを示した第２期の総合戦略の策定を行った。 

今後の方針 人口減少への対応や地域経済の活性化に向けて、引き続き、庁内評価

と外部評価を実施し、評価結果を施策の改善につなげることで、総合戦略で定めた

基本目標の達成を目指す。 

改善推進 

まち・ひと・しごと創生総合戦略評価事業は、総合戦略の着実な推進を図るため、総合戦略に位置

づける施策・事業の検証を行うなど、ＰＤＣＡサイクルによる効果的な事業の実施に向け行っている。

検証にあたっては、客観性や妥当性を担保するため、庁内評価に加え、各分野の有識者による会議を

開催し、外部評価を行った。 

  また、有識者会議からの指摘事項等について各課に周知し事業に反映させるなど、進行管理を行っ

た。 

■ 第７次総合計画策定事業〔企画課〕

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 第６次総合計画の総括評価を踏まえつつ、市民アンケートやまちづくり市民

会議、審議会等を通じて、市民の声を聴取し、今後10年間の課題と取り組みの方向

性を基本構想素案としてまとめることができた。市民会議は、新たな試みとして、

市民アンケートの対象者（無作為抽出 3,000 名）に市民会議への参加を呼び掛けた

ほか、高校生を対象としたワークショップを開催し、広く市民の声を聴取すること

ができた。 

今後の方針 基本構想及び基本計画について、審議会やパブリックコメントで意見

を聴取し、令和２年度中に第７次総合計画を策定する。 

現状維持

〇総合計画審議会 

 第１回：令和元年 12 月 16日 

第２回：令和２年１月 28日 
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〇市民アンケート 

調査時期：令和元年６月～７月 

調査対象：半田市在住の 18 歳以上の男女 3,000 名（無作為抽出） 

回収数（回収率）：949 票（31.6％） 

〇高校生ワークショップ 

 令和元年８月 21日 

 参加者数：15 名（市内５高等学校から３名ずつ） 

〇まちづくり市民会議 

 令和元年８月 31日～令和２年１月 25日（７回） 

 参加者数：30 名  

■ 第６次総合計画評価事業〔企画課〕

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 次期総合計画の策定を踏まえ全45施策の総括評価を実施し、第６次総合計画

のこれまでの成果、今後の課題などを整理した。 

今後の方針 各施策が目指す将来の姿の実現に向けて、引き続き、庁内評価と外部

評価を実施し、評価結果を事業につなげることで、総合計画で定めた基本成果指標

における目標の達成を目指す。また、次期総合計画での評価体制については、市民

評価委員会の意見を踏まえ、本事業の評価を参考に検討する。 

改善推進

第６次総合計画評価事業は、総合計画の適正な進行管理を行うとともに市民目線に立った施策展開
を図り、質の高い行政を実現するため、基本施策単位で評価を行い、総合計画に掲げた理念や将来都
市像、まちづくりの目標の実現に向け実施している。 
令和元年度は、全 45 施策の庁内評価及び市民と有識者等で構成する総合計画市民評価委員会によ

る外部評価（市民評価）を総括的に実施した。また、総合計画市民評価委員会からの指摘事項につい
て各課に周知し事業に反映させるなど、進行管理を行った。 

■ ふるさと新発見事業〔企画課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 初年度に製作した「ならわまち歩きマップ」を活用し、まち歩きイベントを

企画した。また、地区内に寺が多く所在するという特徴から「てらまちガイドブッ

ク」を製作した。製作にあたり、寺院の住職と意見交換し、既成概念にとらわれな

い寺院でのイベントや活用方法があることがわかり、多様な角度から寺院の情報を

掘り下げることができ、成岩の魅力を再認識してもらうことができた。継続的に事

業を推進するために必要な核となる団体・人物については、引き続き模索していく

必要がある。 

今後の方針 長年成岩地区に住んでいる方はもちろん、地域に関心の低い方にも成

岩地区に興味を持ってもらえるよう、マップ等を配布するだけでなく、実際に参加

できるイベント等を行い、成岩地区の魅力を直接見たり聞いたりすることで、地域

への愛着の醸成を図っていく。 

改善推進

ふるさと新発見事業は、市内に眠る地域資源・魅力を住民とともに掘り起こし、磨き上げＰＲして
いくことで、住民の自分のまちに対する愛着と誇りの醸成を図るものである。概ね５年サイクルで重
点地区を設定し、平成 30年度からは成岩地区で事業展開を始めた。 
令和元年度は、５年サイクルでの取り組みの２年目として、更なる情報収集に努め、寺院の住職と

意見交換をしながら、「てらまちガイドブック」を製作し、成岩地区の住民に回覧や要望に応じて配
布した。 
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■ 公平委員会事務〔総務課〕 

  公平委員会を開催し、人事・労使関係等の情報収集を行うなど適切な運営に努めた。公平委員会に

対し、勤務条件に対する措置要求及び不利益処分についての不服申立てに関する案件はなかった。 

■ ＩＣＴを活用したまちづくり推進事業〔企画課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 令和元年度も継続して、名古屋大学遠藤准教授の支援を受けて、オープン

データの拡充推進に努め、順次公開データ数を伸ばした。特に給食メニューデータ

を活用した LINE アプリの作成や、公開地図サイト「はんだマップ」を稼働させ、

市民サービスの向上に寄与している。また、市民へのオープンデータの啓発イベン

トとして「シビックパワーバトル」を開催した。 

今後の方針 引き続き、名古屋大学の支援をうけながら、オープンデータを拡充し、

最新の航空写真データや地図情報の公開を行い、時代に即した新たな IoTサービス

を稼働させ、市民サービスの向上を目指す。

拡充推進

成果指標 目標値 実績値 

オープンデータとしての公開データ件数 130 セット 150 セット 

CityData（オープンデータ都市情報サイト）

の評価指標 
400 ポイント 435 ポイント 

パソコン、スマートフォンが普及し、いつでもどこからでも情報の取得、提供ができるＩＣＴを活用

することで、行政サービスのレベルアップや、行政運営の効率化を図り、市民が安全・安心・豊かさ

を実感でき、住民満足度が向上する「まちづくり」を推進する。 

令和元年度は、公開地図サイト「はんだマップ」を稼働させ、土地や道路情報、避難所などを掲載

し、市民や事業者への利便性を向上させた。また、オープンデータを活用した LINE の給食メニューア

プリを作成し、親世代に普及している LINE により、簡単に確認できるようになった。 

■ 第３次情報システム最適化事業〔企画課〕

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 令和元年度は、第３次情報システム最適化事業へのシステム移行が、大きな

トラブルもなく円滑に完了し、システムを安定稼働することができた。また、ネッ

トワークの分割を厳格化するなど、セキュリティレベルの向上を図った。 

今後の方針 システムの安定稼働を継続し、法制度改正の対応などを行い、業務の

効率化、改善を図るとともに、令和３年度から計画をスタートさせる第４次情報シ

ステム最適化事業の構想検討を行う。 

改善推進

成果指標 目標値 実績値 

システム稼働率 98.0％ 99.9％ 

目 予算現額 決算額 執行率 

７ 公平委員会費 

千円

87

千円

72

％

82.4

目 予算現額 決算額 執行率 

８ 計算事務費 

千円

419,827

千円

413,626

％

98.5
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○第３次半田市情報システム最適化事業委託料（決算額 286,487 千円） 
庁内の情報システムの大部分を担っている事業で、平成 30 年度から順次、第３次事業の新システ

ム、新パソコンに移行し、令和元年度は、システム移行が完了した。その後、運用フェーズに入り、
蓄積されたノウハウを基に、安定的にシステムを提供できた。引き続き、行政運営の効率化、質の
高い行政サービス、個人情報保護とセキュリティ対策を維持する事業を目指す。 
・委託業者：西日本電信電話株式会社名古屋支店 
・委託業務：情報システムの再構築業務、パソコン・ネットワークの再整備業務、運用・維持 

管理業務、コンサルティング業務 
・契約期間：平成 29 年７月 29日～令和６年３月 31 日 
・契約金額：2,057,894 千円 

■ 交通安全推進事業〔防災交通課〕

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 交通安全の指導・啓発を行うことで子ども達の交通安全に関する知識を深め

た。市内各幼稚園・保育園・小中学校等にて 251 回の交通安全教室を実施し、延べ

35,432 人が参加した。 

高齢者に対しては、出前教室のほか交通指導員による高齢者宅の個別訪問（1,057

件）の実施により交通安全意識の高揚に努めている。 

本市では平成 30 年の死亡事故４件（うち２件が高齢者）から、令和元年は１件（高

齢者なし）に減少しており、半田警察署をはじめ住民や関係団体の長年の啓発活動

により交通安全意識の一層の浸透がうかがえる。 

今後の方針 死亡事故における割合が高い高齢者を対象とした啓発活動（交通指導

員による戸別訪問や広域連携による交通安全講座、出前講座）、および、子どもや

保護者を対象とした啓発活動（幼稚園、保育園、小中学校での交通安全教室、保護

者研修）、関係機関との連携で行うキャンペーン活動による啓発活動を軸に死亡事

故の減少を目指す。 

また、高齢者に対しては、踏み間違い等の操作誤りが原因で発生する交通事故を未

然防止するため、安全運転支援装置の購入・設置に係る費用への補助を実施する。

拡充推進

成果指標 目標値 実績値 
幼保、こども園への交通安全指導 28 園 26 園 

小、中学校への交通安全指導 18 校 14 校 

高齢者への交通安全講話 10 回 8 回 

１．交通事故発生状況について 

   市内における人身事故の件数は減少し、死傷者の総数も前年度に引き続き過去数年の中で最少と

なった。また、県内の死者数 156 人のうち半数以上は高齢者であり、高齢者が重大事故に巻き込ま

れないための対策は継続して講じる必要がある。今後も半田警察署や関係団体等との連携を深め、

「市民一斉交通安全街頭大監視」や市内巡回広報などによる交通安全意識の啓発活動を進めるとと

もに事故防止対策を推進する。

目 予算現額 決算額 執行率 

９ 交通安全対策費 

千円

193,287

千円

173,008

％

89.5
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年 総数（人） 死者（人） 重傷者（人） 軽傷者（人） 件数 

H27 844 1 15 828 678

H28 760 3 11 746 594

H29 725 8 15 702 596

H30 680 4 20 656 558

R1 530 1 19 510 432

○年度ごとの交通事故死傷者数の推移 

２．交通安全思想の普及について 

   子どもの交通事故防止のため、幼稚園・保育園・小学校等で交通教室を開催し、手あげ横断、親

子の安全な手つなぎ、正しい自転車の乗り方の指導、交通安全講話等を行うほか、警察、学校、道

路管理者と連携して市内の小学校６校、幼稚園５園の通学路等危険箇所点検を実施し、事故防止策

を講じた。 

  高齢者へは、警察と連携して出前教室を開催するほか、夏休み期間中に交通指導員が高齢者（70

～74 歳）宅 1,057 件を訪問し交通安全指導を行った。また、半田警察署管内の５町と協働で、ドラ

イブレコーダーを利用した運転検証やセイフティサポートカーの試乗など体験型の交通教室を知

多自動車学校にて開催し、同署管内の高齢者が多数参加した。 

今後も、継続して啓発事業を実施し、交通安全思想の普及を進める。 

○各季の交通安全県民運動 

春の全国交通安全運動 ５月11日 ～ ５月20日（10日間） 一斉街頭監視 ５月15日 

夏の交通安全県民運動 ７月11日 ～ ７月20日（10日間） 一斉街頭監視 ７月16日 

秋の全国交通安全運動 ９月21日 ～ ９月30日（10日間） 一斉街頭監視 ９月25日 

年末の交通安全県民運動 12月１日 ～ 12月10日（10日間） 一斉街頭監視 12月５日 
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○通年運動 

 交通事故死ゼロの日 毎月 10 日・20日・30 日 

 シートベルト・チャイルドシートの日 毎月 20日 

県内一斉シートベルト・チャイルドシート関所(着用率調査)６月 20日、11 月 20 日、２月 20日 

令和元年度調査結果 着用率(平均）    ※調査場所：市役所前交差点 

月日 運転席（100 台） 助手席（50 台） 後部座席（30台） 

6 月 20 日 100.0％ 100.0％ 7.1％

11 月 20 日 100.0％ 100.0％ 27.8％

2 月 20 日 99.2％ 96.5％ 63.6％

交 通 教 室 開 催 状 況 

区     分 回 数(回) 参加者数(人） 備    考 

幼 稚 園 68 8,329 園児：4,794人・保護者：3,535人 

保 育 園 101 14,933 園児：9,305人・保護者：5,628人 

こ ど も 園 31 4,671 園児：3,126人・保護者：1,545人 

小 学 校 49 6,730 児童：6,278人・保護者：452人 

中 学 校 1 479 生徒：479人 

特別支援学校 1 290 児童：290人 

合   計 251 35,432

３．交通指導員の活動について 
    交通指導員は、児童等への登下校時の交通指導や幼稚園・保

育園・小学校での交通安全教室を主な職務とし、交通安全教育、
交通安全思想の普及を図った。今後も、園児及び児童の交通安
全のため、学校や地域住民と連携し、交通指導を行う。 

■ 交通安全施設等整備事業〔土木課〕  

住民要望、マイレポはんだ等の住民からの通報に基づき、道路反射鏡や区画線等の交通安全施設の
新設及び修繕を実施し、交差点の事故防止効果や歩行者の安全性を高めることができた。

事業の概要は以下のとおりである。 

○道路反射鏡設置（35基） 4,893 千円

○道路反射鏡修繕（７基） 573 千円

○道路区画線設置（新設・補修 9,690ｍ） 5,080 千円

○カラー塗装（448 ㎡） 3,710 千円

○その他交通安全施設の設置等（転落防止柵等） 4,082 千円

■ 高齢者運転免許自主返納促進事業〔防災交通課〕

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 令和元年 10 月より運転免許を自主返納した方へ、バス利用券あるいはタク

シー利用券を交付する高齢者運転免許自主返納促進事業の制度を開始し、令和元年

中には 340 件の交付を行った。また、市内公共交通バス環境を前提とした支援内容

であるため、バス環境の維持向上が課題となっている。 

今後の方針 市内交通事故の低減につなげるため、今後も引き続き運転免許を返納

した高齢者の移動手段の支援を進めていく。 

現状維持 

成果指標 目標値 実績値 

バス利用券又はタクシー利用券交付件数 336 件 340 件 
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１．高齢者運転免許自主返納促進事業について 

令和元年 10 月より、運転免許を自主返納した半田市在住の高齢者へバス利用券 18,000 円分もしく

はタクシー利用券 5,000 円分を交付する高齢者運転免許自主返納促進事業を開始した。 

令和元年度実績 

 交付件数（件） 

バス利用券 129 

タクシー利用券 211 

■ 放置自転車等対策事業〔防災交通課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 市営駐輪場の清掃や巡視、撤去勧告等を行い、放置自転車として 441 台を処

理するなど、駐輪場の管理に努めることができた。 

また、県内放置自転車クリーンキャンペーン時に市内各駐輪場及び主要駅前にて啓

発活動を行い、駐輪場利用者の意識向上に努めることができた。 

一方、自転車の盗難被害が依然として多発しているため、施錠意識を高めるための

周知をするなど、盗難防止対策が課題である。 

今後の方針 既存の各市営駐輪場において、引き続き空きスペースへの誘導や、一

定期間以上放置されている自転車への警告札貼り付けを徹底し、放置自転車の適切

な処理を行う。 

また、亀崎駅仮設駐輪場については、生見高根線の道路工事に合わせ、本格整備す

る。

現状維持

成果指標 目標値 実績値 

駐輪場に放置され処理した台数 485 台 441 台 

  昭和 63 年９月に制定した「半田市放置自転車等防止条例」に基づき、ＪＲ武豊線・名鉄河和線の

駐輪場の放置自転車等 441 台を撤去した。 

放置自転車等の処理状況 

駅  名 処理台数（台）
うち引取台数

（台） 
うち盗難台数

（台） 
うち処分台数

（台） 

Ｊ Ｒ 
武豊線 

亀 崎 駅 71（2） 12（0） 3（0） 56（2） 
乙 川 駅 44（0） 6 (0） 1（0） 37 (0）
半 田 駅 39（1） 3（0） 0（0） 36（1）
東 成 岩 駅 13（1） 2 (1） 0（0） 11 (0）

名 鉄 
河和線 

住 吉 町 駅 67（0） 6（0） 3（0） 58（0）
知多半田駅 81（0） 10（0） 2（0） 69（0）
成 岩 駅 11（0） 2（0） 0（0） 9（0）
青 山 駅 99（0） 11（0） 0（0） 88（0）
半 田 口 駅 16（0） 1（0） 3（0） 12（0）

合 計 441（4） 53（1） 12（0） 376（3）
前 年 度 464（5） 54（0） 14（0） 396（5）

前 年 度 対 比           △23（1） △1（1） △2（0） △20（2） 

※（ ）は、原動機付自転車の内数 

―61―



■ 公共交通対策事業〔防災交通課〕

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 平成 29年度に策定した「半田市地域公共交通網形成計画」に基づき、平成 30

年 10 月に大幅再編を実施した路線バスの１年間の実証運行を経て、低調解消のため

の路線改善や、遅延解消のためのダイヤ改正を実施し、バス環境の向上・利用促進に

努めた。 

今後の方針 既存路線については、利用を促進すべく、バスロケーションシステム

の運用やインターネット上の民間媒体への情報露出、バス停整備による環境の改善

を図る。また、交通空白地域における新規路線については、岩滑地区での地区路線

Ｂの導入と、他地区での導入準備を進める。 

拡充推進 

成果指標 目標値 実績値 

バス利用者数 1,600 人/日 1,221 人/日 

○バス交通の再編と本格運行の開始 

 平成 30年３月に策定した「半田市地域公共交通網形成計画」に基づき、平成 30 年 10 月に路線バス 

の大幅再編を実施し、基幹路線バス２本と、市運営による地区路線バスＡ３本の運行となった。 

１年間の実証運行を経て、導入当時から低調となっていた亀崎・有脇線の路線改善や遅延解消のた 

めの地区路線全体のダイヤ改正のほか、バスの遅延状況や現在位置などの検索ができるバスロケー 

ションシステムの導入を図った。また、交通空白地域の解消に向け、地区路線Ｂの導入を図るべく地 

域が主体となる地区バス会の設立・運営支援を行った。 

○バス利用者数の変化 

 過年度と比較すると年間２万８千人相当の利用者数の増となっており、交通手段の１つとして選好

される対象になった。 

再編後（６か月） 

（平成 30年 10 月１日～平成 31 年３月 31 日） 

 １年間 

（平成 31年４月１日～令和２年３月 31日） 

路線名 利用者人数（人）  利用者人数（人） 

亀崎・有脇線 5,842  11,681

半田中央線 14,927  37,294

青山・成岩線 14,673 ⇒ 37,009

半田北部線 104,104  245,769

半田・常滑線 69,706  115,290

合計 209,252 447,043
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■ 防犯活動事業〔防災交通課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 研修会の開催や、パトロール資材の提供を行い、防犯ボランティア活動の活

性化を図るほか、普段の日常生活の中で気軽に参加することのできる「ながら防犯

パトロール隊」を結成し活動周知を図った。また、犯罪抑止のため、ドライブレコー

ダーを活用した「半田市ドラレコ隊」の制度設計を行った。一方、住宅対象侵入盗、

特殊詐欺被害は継続的課題となっているため、市民や事業所、警察と連携をした防

犯活動に努めていく。 

刑法犯認知件数：令和元年 647 件（平成 30年 695 件）対前年比△48件△6.9％ 

今後の方針 13 年ぶりに県内の住宅対象侵入盗が全国ワースト１位から脱却し、

刑法犯認知件数は減少しているが、依然として特殊詐欺や自転車盗が多発している

ため、自主防犯団体等との連携による啓発活動を行うほか、「ながら防犯パトロー

ル隊」、「半田市ドラレコ隊」の取り組みを周知し、防犯参画者拡大を図るとともに

市民の防犯意識の高揚につなげる。 

また、半田警察との連携、情報共有を密にすることで、より効果の高い防犯啓発に

取り組む。

改善推進

成果指標 目標値 実績値 

幼保、こども園への防犯指導 26 園 26 園 

防犯講話及び防犯教室の開催 10 回 19 回 

年別刑法犯発生状況（件）  

目 予算現額 決算額 執行率 

１０ 防犯活動費 

千円

37,213

千円

35,631

％

95.7

年 

刑
法
犯
罪

認
知
件
数

刑法犯罪に占める重点犯罪の内訳 

重
点
犯
罪

認
知
件
数

侵
入
盗

自
動
車
盗

オ
ー
ト
バ
イ
盗

自
転
車
盗

車
上
ね
ら
い

部
品
ね
ら
い

自
販
機
ね
ら
い

そ
の
他

H28 828 395 72 7 15 200 59 24 5 13

H29 758 343 71 12 7 171 40 27 10 5

H30 695 290 51 9 8 161 29 27 3 2

R1 647 277 52 5 4 161 34 6 6 9
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１．自主防犯対策事業について 

  犯罪のない明るい地域社会の実現のため、平成 16年６月

に「半田市安全なまちづくり条例」を制定し、自主防犯活

動を推進する半田市防犯協会支部を 42自治区に置いた。 

令和元年度は支部長及び防犯連絡責任者 711 人（前年度 

775 人）を委嘱し、半田警察署生活安全課長を講師に招き

研修会を開催した。 

また、各支部において、半田警察署及び関係機関と協力

して、自主防犯パトロール・登下校中の子ども安全パトロー

ル等を実施した。今後も犯罪抑止のため、パトロールなど

の防犯活動を継続する。 

その他にも、自主防犯団体のスキルアップを目的に、年末特別警戒出発式と合わせて自主防犯団体

研修会を開催した。 

２．防犯啓発事業について 

 (1)防犯教室・イベント 

・連れ去り防止防犯教室 

交通指導員により幼稚園、保育園やこども園で実施。

（26園 1,037 人） 

 警察や高校生との連携・協働により、児童センターな

どで実施。（２回 130 人） 

・特殊詐欺防犯教室 

警察との連携による敬老会などの地域行事等の高齢者

が集う機会に実施。（９回 447人） 

・産業まつり及びまちづくり協働フェスタにおいて防犯

啓発ブースを設置。 

(2)防犯ボランティア養成アカデミー

「私たちの底力がまちを守る！地域の安全と安心！」を

テーマに武豊町、阿久比町、東浦町と協働開催（117 人

参加） 

(3)防犯キャンペーン（７回） 

半田警察署や事業所、高校生と連携し、市役所や半田

病院、市内主要駅前で防犯キャンペーンを実施。 
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(4)安全なまちづくり運動期間中の啓発活動 

「防犯あいち」を年４回市内全戸に回覧し､市民等の防犯に対する意識啓発を図った。 

３．青色防犯パトロールについて 

(1)青色防犯パトロール隊（22 団体） 

69 台で市内各地域において青色防犯パトロールを実施した。また、犯罪が増える傾向にある年末

に向け、青色防犯パトロール隊による出発式を開催した。

 (2)青色防犯パトロール講習会 

青色防犯パトロールを適切に実施していただくための講習会を全12回開催し、381人が受講した。 

青色防犯パトロール実施団体 

パトロール隊名 自治区名等 台数 

亀崎青色防犯パトロール隊 亀崎 1区・中区・4～6区、高根区 1 台 

大池町防犯パトロール隊 大池区 1 台 

乙川小学校区地域安全パトロール隊 乙川 1区～5区、乙川東区 5 台 

乙川七区青色防犯パトロール隊 乙川 7区 1 台 

横川区青色防犯パトロール隊 横川区 1 台 

大矢知青色防犯パトロール隊 大矢知区 1 台 

上池青色防犯パトロール隊 上池区 2 台 

半田１区区議会防犯パトロール隊 半田 1区 2 台 

岩滑ごんぎつねパトロール隊 岩滑区 5 台 

住吉区防犯青パト隊 住吉区 1 台 

さくら小学校区地域安全パトロール隊 半田東区 2 台 

瑞穂区パトロール隊 瑞穂区 2 台 

板山パトロール隊 板山区 1 台 

西成岩区地域安全パトロール隊 西成岩区 2 台 

花園小学校区地域安全パトロール隊 成岩 3区 1 台 

成岩・宮池小学校区地域安全パトロール隊 成岩 4区 1 台 

協和区防犯パトロール隊 協和区 1 台 

半田小学校区防犯パトロール隊 半田北区・中区・西区 2 台 

中日新聞半田防犯パトロール隊 中日新聞販売店 14 台 

フューチャーイン防犯パトロール隊 (株)フューチャーイン 1 台 

有脇真古酌パトロール隊 有脇 1区 1 台 

合     計 48 台 

半田市 青色回転灯装着の公用車 21 台 

■ 防犯灯整備事業〔防災交通課〕 

夜間における犯罪を抑止し、歩行者等が安全で安心して通行できるよう、設置基準に基づき74灯の防

犯灯を新設した。今後も、自治区等からの要望に基づき、必要な場所への防犯灯の設置を進め、安心安

全なまちづくりを進める。 

■ 安心・安全なまちづくり事業〔防災交通課〕 

○安心・安全なまちづくり助成金  41 区  7,397,109 円（前年度 7,561,593 円） 

○助成事業概要 

 ・自主防災訓練  ・防災資機材及び備品の購入  ・消火器詰替え及び購入 

  ・防災視察研修  ・防犯パトロール  ・防犯関係活動 等 

○防犯カメラ設置補助事業 

 安心で安全なまちづくりを、地域と協働で進めるため、自治区が公共空間に設置する防犯カメラの

設置費用の一部を補助した。 

防犯カメラ設置補助実績 
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年 自治区数 設置台数 

H29 8 18 

H30 3 8 

R1 3 6 

■ 市民交流センター管理運営事業〔市民協働課〕

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 市民交流センターでのイベントにおいて、商業フロアと連携し１階フロアで

実施するなど、駅前の賑わいの創出に努めた。施設の利用案内やイベント情報等の

掲載を行うデジタルサイネージを設置することで情報発信機能を拡充し、Wi- Fi を

館内全体で利用できるよう設備を充実させ、施設の利便性の向上に努めた。

今後の方針 市民交流センターで集客につながる新たなイベント等を行い、市民に

親しまれる施設としての周知と駅前の賑わい創出に努める。また、利用率の低い

ホールの音響及び映像設備を拡充し、利便性を向上させる。さらに、デジタルサイ

ネージ等を活用した観光情報の充実を図り、半田市の玄関口にふさわしい施設とし

て管理運営する。

改善推進

成果指標 目標値 実績値

市民交流センター内貸室利用率 65％ 59.7％

市民のみなさんの交流や情報の発信の場と

して、貸室事業、情報コーナー、作品展示等

を実施した。また、各種相談事業を集約して

おり、様々な市民相談に対応することができ

た。 

今後も、市民のみなさんから親しまれ、利

用しやすい施設を維持するため環境整備等に

努め、本市の玄関口にふさわしい施設として

管理運営する。 

市民交流センター貸室稼働状況 

①貸室事業

地元企業を始め各種団体・個人等が、研修、会議や催事などに利用した。

・貸出会議室（ホール、ミーティングルーム）等利用件数 1,525 件

②市民交流事業（市民交流スペース、情報コーナー）

市民交流スペースは、サロン活動やパソコン教室を行

うなど、市民のみなさんに親しまれ交流できる場として

活用することができた。また、情報発信機能の強化とし

て、デジタルサイネージを設置し情報を得やすい環境を

整え、市民活動やボランティア活動、市内イベント情報

など情報の収集・発信の基地として機能の充実に努めた。 

また、中日ドラゴンズ 石川昂弥選手（有脇町出身）

の活躍を紹介する展示を行い、市民と応援するとともに、

市外の方にも知っていただくなどシティープロモー

ションに努めた。

目 予算現額 決算額 執行率 

１１ 市民交流センター費 

千円

239,133

千円

226,836

％

94.9
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③市民活動・ボランティア活動拠点提供事業

各種会議や講座などに利用できる市民活動ルーム、団体が活動する上で必要な広報や資料を作成する

ための印刷作業室、団体活動に必要な用品の保管場所として貸ロッカーを提供した。

・市民活動ルーム利用件数   2,477 件（うち登録団体利用分 1,717 件）

・印刷作業室利用件数      969 件（一部実費負担あり） 

・ロッカールーム利用団体数    94 団体 

■ 市民交流センターデジタルサイネージ設置事業〔市民協働課〕

高い視認性と効果的な情報発信が可能なデジタルサイネージ（液晶ディスプレイ）を４台導入し、

施設案内を始め、市民活動や市政情報、観光情報を掲示するなど、情報発信機能の拡充を図った。

・設置場所

事務室カウンター前

エレベーター前

交流スペース

知多半田駅前立体歩道（駅舎側）

■ 市民交流センターＬＥＤ化事業〔市民協働課〕 

交流センターにある全ての照明器具を消費電力の少ないＬＥＤ器具に更新し、施設運営費を削減す

るとともに利便性の向上に努めた。 

■ はんだまちづくりひろば運営事業〔市民協働課〕

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 団体及び市民向けの活動者支援・養成講座及びサロン等の開催にあたり、市

民活動団体等が主体的に運営する「まちひろ協力隊」と協議し、団体ニーズに合わ

せた内容で実施した。「まちひろ協力隊連絡会議」において、他市の視察など市民

活動に係る中間支援の取り組みについて調査・研究し、組織の体制づくりに向けて

協議を深めた。

今後の方針 「まちひろ協力隊」と協議しながら団体及び市民向けの講座を各種広

報媒体の特性を生かして、市民活動の啓発や市民への周知を図る。

 市民活動団体等が主体的に関わることができる中間支援組織の体制構築に向け、

ノウハウのあるＮＰＯ法人の協力を得るなか、「まちひろ協力隊連絡会議」での協

議をさらに進め方向性を定める。

改善推進

成果指標 目標値 実績値

市民活動等登録団体数 200 団体 191 団体

活動者支援・養成講座及びサロン等参加者数 450 人 345 人

市内ＮＰＯ法人認証数 45 法人 41 法人

団体設立や運営に関する相談や団体支援講座を開催するなど、活動者の養成や団体支援を実施した。

また、活動者及び活動団体支援や協働のまちづくりをさらに推進するため、ボランティア・市民活動

に関する情報提供や活動紹介に力を入れ、ボランティア活動者や行事参加者の増加に努めた。

また、まちひろ協力隊と他市の視察など市民活動に係る中間支援の取り組みについて調査・研究し、

組織の体制づくりに向けて協議を深めた。
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①相談・コーディネート事業

ボランティア活動や市民活動に関する各種の情報提供・相談や助言・コーディネートなど、個人

や団体の活動支援を行うことができた。

・ボランティア活動、市民活動相談件数 212 件

②各種支援講座等開催事業

活動者を養成するための講座、ボランティアグループや市民活動団体のスキル向上のため、広報

講座や資金のたて方講座など活動を支援するための各種講座を開催した。

・市民活動支援講座 ８講座開催 参加者 193 人

③交流事業 

○みんなの交流サロン

はんだまちづくりひろば登録団体の企画・運営によるサロンを毎月第３金曜日に実施した。

・８回開催 参加者 152 人

○まちひろイベント 

まちひろ協力隊が主体となり企画した、お手玉あそび大会やまちひろ音楽祭を開催し、地域や

団体間の交流を深めた。 

○まちひろ交流会 

はんだまちづくりひろば登録団体及び登録希望団体の交流会を開催し、団体の活動内容を知る

きっかけを作るとともに、活動者や団体間のつながりや連携を深めた。 

・２回開催 参加者 100 人

④情報発信事業

市民交流センター利用者に対し、ボランティア活動や市民活動に関連する各種情報をデジタルサ

イネージなどで広く提供した。また、各種広報媒体を活用し、登録団体の活動情報や各種イベント情

報を発信するとともに、facebook を活用し情報発信の充実に努めた。 

・半田市ボランティア・ＮＰＯ情報紙「かつどん」 毎月１日約 6,000 部発行（全戸回覧）

・facebook「まちひろ facebook」 毎日更新

・地域活動情報サイト「はんだまちひろネット」 随時更新

・メールマガジン「まちひろメール」 月２回配信

■ 男女共同参画社会推進事業〔市民協働課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 「男女共同参画の日」イベント内にて、前年度に実施した落語の上演に加え、

新たに若年層向けの映画上映を実施したことにより、推進事業の参加者数について

目標を達成することができた。また、市職員対象の講座受講率については、既に９

割以上の職員が受講済みであるが、今後も受講率 100％を目指し、講座の開催時期

や方法論について検討していく。 

今後の方針 市民向け講座を開催するにあたり、参加者が興味・関心を持ちやすい

テーマを設定するとともに、当該事業の推進の一翼を担う市民団体の協力を得なが

ら男女共同参画の啓発を進めていく。また、講座・イベントだけでなく、懸垂幕の

作成やデジタルサイネージを活用した広報等、新たな啓発方法を検討していく。

改善推進

成果指標 目標値 実績値

市職員対象男女共同参画講座受講率 100％ 91％

各男女共同参画社会推進事業参加者数 900 名 1,213 名

①男女共同参画審議会
第２次半田市男女共同参画推進計画【後期分】の進捗について審議を行うとともに、男女共同参

画標語・ポスターコンクールの作品の審査を行った。
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②市民向けの啓発
男女共同参画意識の高揚を目的として、男女共同参画の日（６月第４日曜日）のイベントや、男

女共同参画標語・ポスター作品コンクール、市民向け講座により啓発を行った。

事業名 参加者数 内容

男女共同参画の日 

記念イベント

延べ 

250 人

・獣神ハンダ―ＦＯＸによるオープニングステージ

・第２回男女共同参画標語・ポスター作品コンクール 

・映画「ズートピア」上映会

・微笑亭さん太独演会（男女共同参画落語）

第３回男女共同参画標語・

ポスター作品コンクール
537 人 

性別にかかわりなく能力や個性を発揮できる男女共同

参画社会を表現した標語とポスター作品のコンクール

③職員及び教職員向けの研修
男女共同参画の意識を持って業務を遂行するため、下記のとおり研修を実施した。
・職員研修  第１回「これからの時代に求められる上司『イクボス』とは」参加者 47名 
       第２回「真のワーク・ライフ・バランスとは」参加者 37名
・教職員研修 「生/性の多様性と教育」 参加者 36 人

④半田市男女共同参画社会推進事業補助金による市民活動団体への支援
男女共同参画推進に関する啓発事業を公募し、事業費補助金を交付した。
・半田市男女共同参画社会推進事業補助金 259,000 円 交付事業：７事業(交付団体：４団体） 

■ 市民協働推進事業〔市民協働課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 まちづくり協働フェスタにおいて、市民活動団体間、団体と高校間がコラボ

レーションした企画を実施し、市民に協働の企画を体験してもらうなど、協働意識

の醸成を図った。また、新たな市民協働の視点としてＳＤＧｓを題材に職員向け研

修を実施し、職員の意識改革に努めた。

今後の方針 まちづくり協働フェスタにおいて、市民活動団体の活動紹介に留まる

ことなく、地域の課題解決に向けた協働事例を重点的に周知するイベントにし、協

働のすそ野が広がるよう努める。また、ＳＤＧｓカードゲームを始め、取り組み事

例などを内容に取り込むなど、わかりやすい研修を継続的に実施し、職員の協働に

関する意識の醸成を図る。

改善推進

成果指標 目標値 実績値

市民協働啓発イベント参加者数 4,000 人 3,040 人

職員研修では、市民協働の新たな視点であるＳＤＧｓを題材にカードゲームを用いた実践的な研修
を行うことで、より現場に即した学びの場を提供することができた。
例年開催している啓発イベントについては、市民活動団体、専門高校、自治区などの参加団体が実

行委員となり、「まちづくり協働フェスタ＆あいちさんフェスタ in 半田」を開催し、市民活動団体間、
団体と高校間がコラボレーションした企画を行うなど協働意識の醸成に努めた。

①職員の市民協働研修の開催

・新規採用職員研修    令和２年１月 22 日開催 参加者 21人 

・担当者向け市民協働研修 令和２年２月 28 日開催 参加者 32人

②啓発イベント等の開催

・まちづくり協働フェスタ＆あいちさんフェスタ in 半田

令和元年 11 月 16 日開催 来場者 約 2,500 人 参加団体 56 団体
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・お手玉あそび大会等

令和元年９月 16 日開催 大会参加者 約 450 人 お手玉づくり教室等参加者 約 75 名

・まちひろ音楽祭

令和元年 11 月 23 日開催 参加者 約 250 人

・市民活動助成金報告会   参加者 14 団体 17 人 

・大作戦レポート

市民、企業、自治区及び行政による市民協働による取り組みを「はんだ市報」各月１日号で掲

載した。 

■ 市民活動助成事業〔市民協働課〕

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 小学校区コミュニティでの活動を支援するため、助成率を引き上げるととも

に、自治区や市民活動団体へ積極的な制度周知を図り、交付団体数は減少したものの、

地域に根差した活動の促進に努めた。また、設立間もない団体に対して丁寧に制度説

明を行い「はじめの一歩部門」の交付団体数の増加につなげることができた。

今後の方針 多くの申請に繋がるよう、市民活動団体のニーズに合った制度となる

よう制度内容の検討を行うとともに、各地域に配置している地域担当職員がより自

治区等に寄り添いながら、地域の課題解決へ向けた取り組みを支援するなど、助成

金の活用につなげる。

改善推進

成果指標 目標値 実績値

市民活動助成金交付団体数 26 団体 12 団体

設立後３年未満の市民活動団体が行う事業及び当該団体運営に係る費用の一部や、設立１年以上の市

民活動団体が行う事業に係る費用の一部を助成することで、市民による公益的活動の新規拡大並びに市

民活動団体の自立的活動の促進につなげた。

また、市民活動団体へ積極的に働きかけ支援したことにより、まちの賑わい創出事業や若者の取り組

みなどの新規事業の実施につなげ、市民活動のすそ野を広げることができた。

・はじめの一歩部門   交付額   84,000 円（２団体）

・ステップアップ部門  交付額 1,723,000 円（８団体） 

・コラボレーション部門 交付額   623,000 円（２団体） 
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■ 国際交流事業〔秘書課〕  

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 国際交流団体と連携し、姉妹都市からの高校生受入、合同書画展の開催等、

市民の国際理解を高める取り組みを推進してきたが、一部目標が達成できなかっ

た。日本語教室受講者数の減少は、コロナウイルスの影響で３月分が開催できず、

例年より回数が少なかったこと等が要因である。新たな受講者は増え続けており、

ニーズの減少ではないと考えている。

また、本市在住外国人人口は増え続け、地域における課題や問題もそれに比例して

増加しており、生活支援の充実が求められている。

今後の方針 令和元年度に策定した半田市多文化共生プランをもとに、多文化共生

事業については、今後、市民協働課が主管課となるが、国際交流事業とのすみ分け、

整理が必要である。半田国際交流協会の行う多文化共生と、行政として市民協働課

が実施する多文化共生事業が良い形で進められるよう、事業や役割の分担を調整し

ていく。

改善推進

成果指標 目標値 実績値

外国人日本語教室「さくら」受講者延べ人数 2,500 人 2,412 人

国際交流ボランティア登録数 350 人 339 人

姉妹友好都市との交流を中心とした国際親善交流事業を通じて、市民の異文化理解の促進を図ると

ともに、市民にとって暮らしやすい多文化共生社会を目指して事業を推進した。（決算額 4,815 千円） 

○多文化共生推進事業 

在住外国人や姉妹友好都市の日本文化理解を促進するため、国際交流団体が実施する事業の広報

や運営など多面的に支援し、市民と在住外国人との交流を推進した。 

・在住外国人のための日本語教室 

・こんにちワールドフェスティバル（ブース出展やステージパフォーマンスを通じた交流） 

○姉妹友好都市との交流事業 

□米国ミッドランド市 

・第 17 回交換生徒受入事業として、７月 19日から８月９日の日程で高校生３名（女子３名）を受

入れた。 

□中国徐州市 

・半田市と徐州市の子どもたちによる書画作品を展示する「第 23回半田市・徐州市児童書画作品展」 

を開催した。（11 月 15 日～12 月１日：半田市立博物館） 

■ 多文化共生推進事業〔秘書課〕

平成 31 年４月、多文化共生の理念や責務、推進体制等を盛り込んだ「半田市多文化共生社会の推進

に関する条例」を制定した。この条例に基づき、多文化共生社会の推進に関する施策を総合的且つ計

画的に実施するため、令和２年３月に半田市多文化共生プランを策定した。

目 予算現額 決算額 執行率 

１２ 諸費 

千円

641,949

千円

531,057

％

82.7
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■ 情報公開・個人情報保護事務〔総務課〕  

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 情報公開請求等に対し、適正かつ迅速に対応することができた。 

一方で、市の保有する個人情報の適正管理については、半田病院において、病棟

看護師が入院患者の個人情報を含む書類を持ち帰った際に盗難にあい、入院患者 44

名分の個人情報が記載された書類を紛失する事案が発生した。 

この事案は、８か月前にこども園で発生した事案と発生過程が酷似し、こども園で

の事案が発生した後に実施した説明会、文書による個人情報の適正管理の周知が職

員に浸透していないことを物語っており、職員に個人情報の適正管理に対する意識

向上の対策を講じる必要がある。 

今後の方針 行政情報を適正に管理し、市民の知る権利を保障する情報公開制度及

び個人の権利利益を保護する個人情報保護制度の適切な運用を継続する。 

また、個人情報の適正な管理については、職員に意識の向上を徹底させるために説

明会や各職場の特性から必要となる個人情報の管理においての留意点を指摘する

などして、適正な運用ができるようにする。

改善推進

成果指標 目標値 実績値 

個人情報等漏えい事故件数 0 件 1 件 

住民の知る権利の保障及び行政の透明性の確保のため、半田市情報公開条例に基づき、情報公開請

求の受付処理を行った。令和元年度の情報公開請求は 40 件で、公開 13 件、部分公開 27 件､非公開２

件、不存在９件であった（１つの請求で事案ごとに可否決定したものがあるため、請求件数と決定件

数は一致しない）。 

自己情報開示請求は 17件で、公開 15 件、部分公開１件､非公開０件、不存在１件で、自己情報の訂

正請求及び利用停止の請求件数は０件であった。 

なお、市では次の組織を設置し、情報公開・個人情報保護制度の適正な運用を図っている。 

○半田市情報公開・個人情報保護審査会（半田市情報公開・個人情報保護審査会条例第３条） 

目  的：不服申立てについての審査を行う。 

 構  成：学識経験者 ５人 

令和元年度開催状況：無  

○半田市情報公開・個人情報保護判定委員会（半田市情報公開・個人情報保護判定委員会設置規程第１条） 

 目  的：公開の可否についての統一的な判断、制度運用上の調整を行う。 

 構  成：市職員 15 人 

  令和元年度開催状況：無 

■ アダプトプログラム推進事業〔市民協働課〕

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 中学生を中心とした登録団体が熱中症防止を理由に脱退したため大きく登

録者数が減少したが、既存登録者への必要資材のアンケート実施や現状提供できる

資材の周知、活動時に使用するベストの提供等により、既存の登録者への活動支援

を充実させることができた。 

今後の方針 はんだクリーンボランティアの活動場所及び活動内容を、はんだマッ

プ等を活用し発信していくことで、登録者のモチベーション向上につなげるととも

に、制度のより一層の周知に努めることで、新たな登録者数の増加につなげていく。

改善推進

成果指標 目標値 実績値

はんだクリーンボランティア登録者数 9,300 人 7,077 人 
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平成 12 年度から半田市公共施設アダプトプログラム制度を導入しており、ボランティアによる公共

施設や、道路・河川の美化活動により、市内の環境が維持されている。前年度に引き続き、制度のＰ

Ｒと活動者の意識高揚を図ることを目的に感謝状の贈呈式を実施した。 

 ・感謝状贈呈団体数 ７団体 

■ コミュニティ環境整備助成事業〔市民協働課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 コミュニティ活動に有益な施設整備及び備品購入については、適正に助成金
を交付し、地域における活動を支援することができた。今後は、小学校区単位での
コミュニティ活動が活発に行われるよう、各地区のコミュニティへ働きかけるとと
もに、既存の助成内容を再検討していく必要がある。

今後の方針 地域のコミュニティ活動が活発に行われるよう適正に助成金を交付
する。また、小学校区単位コミュニティの活動を推進するため、学校区単位コミュ
ニティ活動に対してインセンティブとなるような助成内容を検討していく。

改善推進

成果指標 目標値 実績値

コミュニティ事業助成件数 25 件 25 件

地域コミュニティの自発的かつ自立的な活動を支援するため、備品の購入や活動拠点となるコミュ

ニティセンターの施設整備等に対し、助成金を交付した。

・コミュニティ環境整備助成金       25 件  4,635,000 円

（一財）自治総合センターコミュニティ助成金を活用し、各区等から要望のあった備品を購入した。 

・コミュニティ振興助成金（自治総合センター）      １件  1,821,960 円

 （内訳） 

緑ヶ丘区（草刈り機３台・ヘッジトリマー２台購入）         418,500 円 

半田一区（テント２張購入）                    433,080 円 

半田南区（ＡＥＤ１台・体重計１台購入）              366,660 円 

半田小学校区コミュニティ（パソコン４台・プリンタ１台の購入）   603,720 円 

■ 地域環境整備事業〔市民協働課〕

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 事業実施団体数の目標値は達成することができなかったが、広報チラシを作
成しＰＲをすることにより、新たに３つの自治区事業を実施することができた。ま
た、桜や水仙の植樹、区民館の網戸修繕など申請内容が多岐に渡り、事業を充実さ
せることができた。

今後の方針 必要に応じた予算措置や適正な資材の提案ができるよう各種団体の
ニーズを把握するよう努める。また、未実施の自治区に対しては直接ＰＲすること
で新たな実施へつなげ、地域環境の整備美化を推進する。

改善推進

成果指標 目標値 実績値

地域環境整備事業実施団体数 29 団体 21 団体 

新規実施自治区数 3 件 3 件 

道路、公園等、公共施設の小規模な修繕や環境整備について、自治区や市民活動団体等に必要な資

材の提供を行い、自ら作業を行ってもらうことにより、まちづくりへの参加意識の向上を図った。 

・実施内容：グラウンド、広場等の整備 11件、資源回収集積所の整備２件、花壇、植栽整備６件 

その他７件 

・提供資材：砂、砕石、木材、花壇資材、塗料等（原材料費 1,499,484 円） 
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■ 行政協力事務事業〔市民協働課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 行政協力員の手引きを使い易い手引きに改善することにより、行政協力員の
事務負担の軽減を図ることができた。今後は、行政事務委託の内容について、精査
していく必要がある。

今後の方針 行政事務委託や行政協力員の手引きの内容についてさらに精査を行
うとともに、各課が行政協力員へ個別に、随時発送していた依頼文書を市民協働課
で取りまとめて整理することで、行政協力員の事務負担軽減を図っていく。

改善推進

成果指標

行政協力員会議等を通じて、行政委託事務の適正な執行を管理することにより、効率的な運営を図

る。

行政事務の効率的な運営と市民生活における利便性の向上を図るため、自治区からの推薦者（区長）

42 名を市と地域のパイプ役となる行政協力員に任命し、行政事務や市政情報を地域へ伝達するととも

に、行政協力員から届けられる地域の要望や意見についてとりまとめなどを行った。 

・行政協力員報酬  12,356,000 円 

・行政事務委託料  45,968,400 円 

■ 自治振興推進事業〔市民協働課〕

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 各自治区の実情に合わせたサポートができるよう、地域担当職員と協力して
担当地区別会議を開催し、地域ごとの課題を情報共有することで、各自治区に適し
た支援・提案を行うことができた。また、各自治区で発行している情報誌を全区長
に配布することで、自治区間の活動内容について情報共有する仕組みを作ることが
できた。 

今後の方針 区長連絡協議会で区長が情報交換する時間を増やし、全区長で問題を
共有し、課題解決が図られるような体制を整えていく。 

さらに、地域担当職員が地域に寄り添った支援ができるよう、「地区別担当会議」
を開催し、地区ごとの課題を把握・共有するとともに、課題解決の方法について相
互に提案し合える土壌づくりに努める。また、地域担当職員未配置の地区において
は、職員を配置していけるよう、地区の理解を求めていく。

改善推進

成果指標 目標値 実績値

自治区加入世帯数 33,460 世帯 33,741 世帯

地域担当職員配置地域数 15 地区 17 地区

自治活動の推進と住民相互の親睦を図るため、市内 42 自治区に対して、財政的支援を行うほか、小
学校区や自治区への地域担当職員の配置、助成金の交付などにより、地域における自治活動の活性化
を図った。
地域担当職員については、小学校区に８名（亀崎小学校、乙川小学校、横川小学校、半田小学校）、単

独区に26名（有脇１区、緑ヶ丘区、新居区、大池区、岩滑区、半田東区、瑞穂区、板山区、鴉根区、西
成岩区、成岩３区、成岩４区、協和区）の計34名を配置した。
  ・自治振興費交付金  44,400,817 円

―74―



■ 自治区加入支援事業〔市民協働課〕

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 各自治区の要望に合わせたデザインで加入案内チラシ及びティッシュを作
成し、地区に特化した加入ＰＲを実施することができた。また、市民課と協力し、
転入者に対しては、自治区紹介のチラシと加入啓発ティッシュを配布し、未加入世
帯へアプローチをすることができた。

今後の方針 転入時の案内が重要であるため、市民課に設置してあるモニターで自
治区加入を呼びかける映像を流したり、転入手続き時のチラシや啓発ティッシュを
配布したりすることにより、自治区への加入を促す。 

また、自治区が未加入世帯に加入を働きかけられるよう、新たな加入特典グッズを
検討するなど、加入促進に必要な支援を行う。

現状維持

成果指標 目標値 実績値

未加入世帯へのアプローチ件数 5,000 件 9,547 件

・自治区未加入世帯に対する自治区の取り組みを支援するため、自治区加入特典グッズや啓発グッ

ズ（ポスター、ティッシュ）を作成し、42自治区に配布した。

■ 平和運動推進事業〔総務課〕  

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 「半田空襲と戦争を記録する会」の会員である戦争体験者と連携し、学校に

出向いて行う平和懇談会は、年間５校（昨年比１校増）で開催することができ、戦

争の悲惨さや平和の尊さを、次世代を担う小学生に伝えることができた。また、平

和祈念の折鶴作成や小中学生による平和に関するポスターコンクール応募数は、前

年と比較して約 50件の増加となり、目標値を達成することができた。 

今後の方針 戦争を知らない世代が増えている中、戦争体験者から直に話を伺うこ

とができる平和懇談会の開催は、大変貴重な機会であるが、一方で、平和懇談会に

参加できる戦争体験者は、年々高齢化している。講師を担っている「半田空襲と戦

争を記録する会」も後継者育成のために、令和元年度からは各小学校に出向く出前

講座にも後継者の方に参加していただくなど、事業を継続できるよう協力をいただ

くことができている。今後も他自治体等の事業も参考にしながら、平和事業の内容

等を充実させていく。 

改善推進

成果指標 目標値 実績値 

各種平和推進事業への市民参加割合 4.2％ 4.7％ 

○広く市民が参加できる事業 

①半田の戦争遺跡見学会                       

「半田空襲と戦争を記録する会」と協働し、市内の戦争遺跡等をバスで巡り、公募により参加し

た市民に当時の様子を伝えた。参加者 23 人 

  ②非核・平和パネル展と平和を祈念する折鶴の作成         

市役所、博物館及び赤レンガ建物で非核・平和パネル展を開催し、来場者に平和を祈念する折

鶴の作成に協力いただいた。作成した折鶴については、平和ツアーに参加した中学生が広島まで

届けた。 

また、本市が加盟する日本非核宣言自治体協議会より提供された「平和と学びポスター」を博

物館に展示し、被爆の有様や平和の尊さを伝えた。 

折鶴作成の協力者 約 5,000 人 
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○次代を担う若者を対象とした事業 

①平和懇談会（学校出前編） 

戦争体験者の体験談を聴くことを通して、戦争の悲惨さや平和の尊さを学び、平和を祈念して   

折鶴を作成した。 

  参加者：成岩小６年生 88 人 雁宿小６年生 67人 半田小６年生 75 人  

乙川東小６年生 88 人 さくら小６年生 51 人 

②中学生広島平和ツアー                    

広島平和記念資料館などの見学や被爆体験者の講話を聴くことを通して、参加者が戦争の悲惨

さや平和の尊さについて学習した。 

参加者：半田中・乙川中各４人、引率教諭２人、計 10人 

③平和に関するポスターコンクール 

平和に関するポスターを募集し、小学生175 人、中学生177人､合計352人の応募があった。 

また、入選作品として小･中学生各３点、佳作18点を選定し、作品を市役所内に展示して啓発に努 

めた。 

項２ 徴 税 費 

■ 市民税等賦課事務〔税務課〕  

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 個人市民税の当初賦課事務については、エルタックス及び国税連携システム

の活用やＲＰＡによるデータ入力の自動化などにより、適正かつ効率的に業務を遂

行することができた。また、確定申告の受付については、国税当局への引継ぎを紙

面から電子データに変更することで業務の効率化を図るとともに、納税者への所得

税還付の期間短縮を図ることができた。 

今後の方針 毎年実施される税制改正により課税事務が複雑化する中、納税者の信

頼と期待に応えるため、法令に基づき公平公正な課税事務の遂行に努めるととも

に、今後も改善した現行事務が正確に維持継続されるように取り組んでいく。また、

特別徴収の推進を図るため、特別徴収を行っていない事業所への働きかけを強化す

る。 

改善推進 

成果指標 目標値 実績値 

給与所得者数に占める特別徴収による納

税義務者数の割合 
84.14％ 84.70％ 

目 予算現額 決算額 執行率 

１ 税務総務費 

千円

270,646

千円

264,091

％

97.6

２ 賦課徴収費 96,916 92,098 95.0
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○ 個人市民税 

調定額と納税義務者数の推移（現年課税分）                                 （単位：千円・人） 

年 度

区 分 
平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 

普

通

徴

収

均等割 
調定額 62,452 60,453 58,938 59,129 58,660

納税義務者数 18,291 17,713 17,224 17,267 17,166

所得割 
調定額 1,579,690 1,543,178 1,636,485 1,569,422 1,575,754

納税義務者数 16,035 15,581 15,235 15,310 15,263

計 
調定額 1,642,142 1,603,631 1,695,423 1,628,551 1,634,414

納税義務者数 18,865 18,269 17,775 17,918 17,761

特

別

徴

収

均等割 
調定額 148,406 153,200 158,496 162,215 166,557

納税義務者数 41,966 43,347 44,908 45,990 47,190

所得割 
調定額 5,614,881 5,769,800 5,844,826 5,981,743 6,187,915

納税義務者数 39,555 40,840 42,199 43,150 44,438

計 
調定額 5,763,287 5,923,000 6,003,322 6,143,958 6,354,472

納税義務者数 42,196 43,564 45,117 46,203 47,391

計

均等割 
調定額 210,858 213,653 217,434 221,344 225,217

納税義務者数 60,257 61,060 62,132 63,257 64,356

所得割 
調定額 7,194,571 7,312,978 7,481,311 7,551,165 7,763,669

納税義務者数 55,590 56,421 57,434 58,460 59,701

計 
調定額 7,405,429 7,526,631 7,698,745 7,772,509 7,988,886

納税義務者数 61,061 61,833 62,892 64,121 65,152

※計欄の調定額は均等割と所得割の合計額、納税義務者数は納税義務者の総人数 

個人市民税の申告受付では受付体制の見直しを行い、事務の効率化と正確性の向上を図った。ま
た、国税データ連携システムを活用して、確定申告等のデータを直接取込むことにより、入力誤り
や入力漏れの防止に努めた。申告受付件数は 2,948 件（前年度 3,824 件）で、前年度と比較して 876
件の減となった。
当初課税終了後、申告書等の内容に疑義があるものについては、７月に扶養調査や税務署の資料

調査を実施するとともに、1,529 人の未申告者に対し督促を行い、６月 14 日から 24 日の間に 288 件
の申告を受け付けた。
さらに、特別徴収未実施事業所に対し、特別徴収実施に向けた意向調査や県の特徴推進員ととも

に７件（前年度 10 件）の訪問勧奨などを実施し、納税義務者の利便性と収納率の向上に努めた。 

申告受付件数                                                            （単位：件・％） 

年度 確定申告 住民税申告 合 計 
前年度 

比 較 

平成 29 年 3,047 1,397 4,444 △5.0 

平成 30 年 2,845 979 3,824 △14.0 

令和元年 2,255 693 2,948 △23.0 
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○ 法人市民税  

調定額と納税義務法人数の推移（現年課税分）                            （単位：千円・社） 

年 度

区 分 
平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 

均等割 
調定額 365,586 369,037 370,371 372,669 374,138

納税義務法人数 2,874 2,856 2,827 2,951 2,904

法人税割 
調定額 1,736,445 2,057,751 1,558,293 2,013,814 1,588,442

納税義務法人数 1,213 1,322 1,383 1,305 1,484

計 
調定額 2,102,031 2,426,788 1,928,664 2,386,483 1,962,580

納税義務法人数 2,911 2,966 2,993 2,983 3,033

※計欄の調定額は均等割と法人税割の合計額、納税義務法人数は納税義務法人の総数 

 法人市民税の納税義務法人数は、3,033 社（前年度 2,983 社）で、前年度と比較して 50 社、1.6%
の増となった。 

○ 軽自動車税 
課税台数は 43,152 台（前年度 42,811 台）で 0.8％の増であり、中でも四輪乗用（自家用）の課税

台数は 27,394 台（前年度 26,847 台）で、前年度と比較して 547 台、2.0％の増となった。 
  調定額は 301,393,700 円（前年度 288,319,800 円）で 4.5％の増となった。 

軽自動車税課税内訳（現年課税分） 

車 種 区 分 税率 課税台数 調定額 

原動機付自転車 

50cc 以下 2,000 円 4,753 台 9,494,000 円

50cc 超～90cc 以下 2,000 円 268 台 536,000 円

90cc 超～125cc 以下 2,400 円 784 台 1,879,200 円

ミニカー 3,700 円 75 台 277,500 円

小型特殊自動車 
農耕作業用 2,400 円 316 台 758,400 円

その他（フォークリフト等） 5,900 円 303 台 1,787,700 円

軽自動車 

二輪 125cc 超～250cc 以下 3,600 円 1,264 台 4,550,400 円

四輪乗用（営業用） 
5,500 円 1 台 5,500 円

6,900 円 2 台 13,800 円

四輪乗用（自家用） 

7,200 円 15,174 台 107,791,200 円

10,800 円 6,301 台 67,294,800 円

12,900 円 4,431 台 56,166,600 円

5,400 円 394 台 2,106,000 円

8,100 円 1,094 台 8,764,200 円

四輪貨物用（営業用） 

3,000 円 98 台 294,000 円

3,800 円 45 台 171,000 円

4,500 円 32 台 144,000 円

2,900 円 2 台 5,800 円

四輪貨物用（自家用） 

4,000 円 2,897 台 11,448,000 円

5,000 円 1,245 台 6,185,000 円

6,000 円 1,934 台 11,418,000 円

3,800 円 58 台 216,600 円

二輪の小型自動車 250cc 超 6,000 円 1,681 台 10,086,000 円

合     計 43,152 台 301,393,700 円
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■ 固定資産税等賦課事務〔税務課〕  

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 不動産登記簿、実地調査、航空写真等の情報を活用して、土地の利用形態の

変更、家屋の新増改築・取壊し、未課税家屋などの課税客体を把握に努めた。また、

土地については、懸案事項であった住宅用地特例の適用誤りの是正を行った。償却

資産については、太陽光発電設備を設置する個人に対して税務調査を行い、48 件の

個人事業者に対して更正することにより適正な課税を図ることができた。 

今後の方針 令和３年度評価替えに向け、固定資産評価基準等に沿った適正な課税

となるよう計画的に評価替え事務を行う。固定資産の評価は、技術性・専門性が高

い側面を有しているため、知識・経験の継承や専門研修の受講などにより、個々の

職員の能力向上を図るとともに、ＧＩＳ・ＲＰＡなどの技術の活用の幅を広げ、更

なる業務の適正化及び効率化を推進する。また、ＡＩや人工衛星など、これまで固

定資産評価では利活用されていない技術についても適正な課税に繋がる技術とな

るか調査研究を行っていく。

改善推進

成果指標 目標値 実績値 

適正課税率 100％ 99.46％ 

○ 固定資産税、都市計画税 

調定額と納税義務者数の推移（現年課税分）                                 （単位：千円・人） 

年 度
区  分 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 

固
定
資
産
税

土  地 
調定額 3,941,970 3,934,979 3,930,662 3,879,011 3,857,732

納税義務者数 35,370 35,601 35,971 36,461 36,841

家  屋 
調定額 3,547,013 3,655,472 3,814,664 3,775,716 3,867,896

納税義務者数 34,880 35,176 35,495 35,921 36,358

償却資産 
調定額 2,007,967 2,134,652 2,338,287 2,764,982 2,945,796

納税義務者数 1,518 1,547 1,589 1,610 1,643

計 
調定額 9,496,950 9,725,103 10,083,613 10,419,709 10,671,424

納税義務者数 71,768 72,324 73,055 73,992 74,842

都
市
計
画
税

土  地 
調定額 1,044,648 1,041,219 1,039,268 1,023,917 1,018,853

納税義務者数 32,444 32,648 32,999 33,326 33,672

家  屋 
調定額 720,246 741,848 774,726 770,768 790,648

納税義務者数 31,731 32,010 32,316 32,727 33,139

計 
調定額 1,764,894 1,783,067 1,813,994 1,794,685 1,809,501

納税義務者数 64,175 64,658 65,315 66,053 66,811

○ 土 地 

令和元年中に地目変更・分合筆等があった土地 1,442 筆（前年度 1,992 筆）について、現地調査

及び評価の見直しをするとともに、市街化区域内農地等 2,745 筆（前年度 2,510 筆）の現況調査を

行い、令和２年度当初課税筆数としては 105,658 筆、課税地積は 32,300 千㎡となった。 

懸案事項であった住宅用地特例の適用誤りの是正により、300 名の納税義務者に対して、固定資産

税・都市計画税に加え、還付加算金及び国民健康保険税を含めて 233,637,600 円の還付を行った。 

令和３基準年度の評価替えへ向けた一般農地の見直しについては、農地の状況類似区域を設定し、

標準的な農地価格を設定した。
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○ 家 屋 

   令和元年中に、新増築家屋では木造 496 棟、非木造 240 棟の合計 736 棟（前年度は木造 580 棟、

非木造 225 棟の合計 805 棟）の家屋を調査し、評価額を決定した。令和２年度当初課税棟数は 54,071

棟（前年度 53,631 棟）となった。

○ 償却資産 

令和元年中の総申告件数は、修正申告や過年度分も含め 4,672 件（前年度 4,477 件）で、前年度

と比較して 195件、4.4％の増となった。

また、近年、市内で散見される太陽光発電設備（個人所有）を対象に償却資産の税務調査を行い、

48 件の個人事業者に対して更正することにより適正な課税を図ることができた。

■ 固定資産評価替関連事業〔税務課〕  

〇家屋管理図等作成業務委託料 16,116,700 円 

土地及び家屋の現況を把握し、固定資産税を適正かつ公正に課税するため、土地及び家屋の異動状

況に合わせて、地番図・家屋管理図等の修正及び地籍図（マイラーの公図）の加除を行った。 

また、航空機に搭載したハイパースペクトルセンサーによりデータを取得し、農地地目及び家屋異

動判読資料の作成を実施した。 

〇標準宅地時点修正率算定業務委託料 1,782,000 円 

固定資産評価基準により、固定資産の評価額は原則３年間据え置くこととされているが、地価の下

落があり、価格を据え置くことが適当でないときは、価格を修正することとなっているため、（公社）

愛知県不動産鑑定士協会へ委託し、市が指定する地点について時点修正率の算定を実施した。 

〇固定資産（土地）評価システム業務委託料 9,606,780 円 

令和元年度は評価替え第２年度として、価格形成要因の確認や標準宅地鑑定評価の支援及び一般農

地の評価見直し等を実施した。 

○標準宅地鑑定評価委託料 31,551,465 円 

令和３年基準年度へ向け評価替え第２年度に実施する事業で、土地評価の基礎となる市内 460 地点

の標準宅地鑑定評価を（公社）愛知県不動産鑑定士協会へ委託し、標準宅地鑑定評価書の作成を実施

した。 

■ 市民税等徴収事務〔収納課〕  

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 現年課税分の収納率は 99.81％（前年度 99.82％）で、目標値を 0.01 ポイ

ント上回る成果を残すことができた。滞納繰越分の収納・停止率は 53.62％で、目

標値を 6.38 ポイント下回る結果となったが、累積滞納額は着実に減少しており一

定の成果を得られた。 

今後の方針 現年課税分の高い収納率を維持するために、引き続き初期滞納者への

早期財産調査・滞納処分を強化していくとともに、クレジット収納やスマートフォ

ン決済等キャッシュレス化に対応した納税環境の整備を検討していく。また、滞納

繰越分については入念な各種調査を実施し、滞納処分もしくは執行停止に繋げてい

く。

改善推進

成果指標 目標値 実績値

収納率（現年課税分） 99.80％ 99.81％ 

収納・停止率（滞納繰越分） 60.00％ 53.62％ 
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   収納率と収入済額の推移

①現年課税分の取組

○電話による早期納付催告等 

現年市税等の未納者に対して、督促状納期限後に電話による納付催告を行うことで新たな滞納の

発生抑制を図った。

また、市県民税については、特別徴収への切り替えが滞納の未然防止となるため、未実施事業所

への訪問勧奨や、実施事業所については普通徴収従業員の特別徴収への切り替えを促す文書勧奨を

実施した。

その結果、571 件（13,426 千円）の市税及び国民健康保険税の滞納事案に対して 543 件の電話催

告を行い、5,048 千円を徴収し、徴収率は 37.6％の実績となった。

○特別滞納整理の実施 

現年滞納額を削減するため、税務課・国保年金課・高齢介護課・収納課の４課合同による特別滞

納整理を春季と冬季に実施した。 

令和元年度は、昨年に引き続き、課税３課に収納課職員を必要に応じて派遣し、滞納整理方針の

助言、臨戸への帯同などにより、初期滞納者に対して効果的な催告を行った。収納課は高額滞納者

に対して、事前の財産調査をもとに、差押処分を含めた滞納整理を実施したことで、徴収をより迅

速に行うことができた。 

実施状況 ※春季と冬季の合計 

種別 元年度 30 年度

実施件数（件） 3,857 3,035

体制（人） 170 170

徴収金額（円） 88,564,610 91,924,008

○出納閉鎖前現年一斉催告の実施 

現年滞納額をさらに削減するため、出納閉鎖前に現年課税分滞納者に対して催告書 1,632 件を発

送した。春季の特別滞納整理前に実施することで、その後の電話による催告（臨戸は新型コロナウ

イルス感染症の影響を考慮し取り止め）を効果的に実施することができ、決算収納率の向上に貢献

した。 

○徴収員による滞納整理 

現年課税分徴収業務の円滑な運営を図るため、収納課内に徴収員を２名配置している。督促期限

を経過してもなお納付がない滞納者に対して、文書催告等の滞納整理を実施した。国民健康保険税

の滞納事案を中心に、7,795 件の納付催告（うち 6,361 件は文書催告）を行い、93,135 千円の徴収

実績を上げることができた。 
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②滞納処分の取組

○差押の強化 

税等負担の公平性を守るため、電話催告や文書催告にも応じない滞納者の財産調査を行い、早期

の差押を徹底して実施した結果、徴収金額は 101,774 千円であった。 

項目 差押件数（件） 換価件数（解除含）（件） 徴収金額（円） 

不動産 17 12 10,471,924 

普通預金 794 794 62,070,324 

給与 98 212 19,183,913 

売掛金 8 2 899,464 

年金 3 36 2,836,130 

定期預金 1 1 55,570 

生命保険 34 17 5,852,109 

その他 4 1 404,400 

合計 
※（ ）は前年度

959 
(972)

1,075 
           （1,195）

101,773,834 
      （93,084,076）

※差押件数よりも換価件数が多いのは、平成 30年度以前からの差押え換価・解除件数等を含

んでいることと、給与・年金等の継続債権の換価を延べ件数として計上しているためであ

る。 

○解決困難案件や高額滞納案件への対応 

・知多地方税滞納整理機構での滞納整理

解決困難で高額な滞納案件の中から、愛知県知多地方税滞納整理機構に対して98件（滞納額63,279

千円）を引継し、徴収額 29,373 千円の成果を上げることができた。同機構は、解決困難案件の解決

だけではなく、派遣職員の徴収技術の向上にも大きく成果を上げているが、愛知県の撤退に伴い令

和元年度をもって解散した。

 ・知多地域地方税滞納整理機構の設立

令和２年度からは、知多管内５市５町の協議により知多地域地方税滞納整理機構を設立し、前機

構に続き運営できることとなった。同機構には、解決困難な案件を引き継ぎ、愛知県が派遣するア

ドバイザーの支援により、職員の徴収技術の向上ととともに滞納整理を行っていく。 

・高額滞納案件への取組強化

高額滞納とした 500 千円を超える 85 件の案件は、個別集中的に滞納整理を実施した。徴収金額は

27,640 千円の実績となった。高い徴収技術を持った滞納整理機構経験職員を中心に徴収技術の底上

げをはかり、高額滞納者は着実に減少しており、今後も取組強化を継続していく。 

③納税環境の整備 

○コンビニ収納 

納付機会の拡充を図るため、24 時間いつでも利用が可能なコンビニ収納を導入している。その実

績は、市税分 87,721 件（前年度 91,998 件）、介護保険料等分 7,551 件（前年度 7,424 件）、合計 95,272

件（前年度 99,422 件）であり、前年度に比較して 4.2％減となり、納付額は、市税 2,137,087 千円

（前年度 2,140,908 千円）、介護保険料等分 78,021 千円（前年度 76,606 千円）、合計 2,215,108 千

円（前年度 2,217,514 千円）であり、前年度と比較して 0.1％の減となった。なお、１件当たりの手

数料は 58円（税別）で 5,000 円（税別）の月額基本料金を含め手数料総額は 6,201 千円となった。 

○クレジット収納 

納付機会の拡充の一環として軽自動車税において、平成 27年度からクレジット収納を実施してい

る。クレジット収納はインターネットに接続できる環境があれば、24 時間いつでもどこでも納税す

ることができるもので、実績は 1,124 件（前年度 953 件）、納付額は 8,428 千円（前年度 6,999 千円）

となった。 
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○地方税共通納税システム 

令和元年 10 月から開始された地方税共通納税システムはエルタックスを利用した納税方法で、市

県民税（特別徴収）や法人市民税について、一度の手続きで複数の自治体に電子納税が可能となっ

た。実績は 231件、納付額は 27,257 千円となった。 

○口座振替納税 

口座振替の取扱件数は延べ 182,063 件（前年度 182,356 件）で、前年度に比べ 0.2％の減となった

が、当初課税口座振替率は増加しており、取扱金額は 8,514,920 千円（前年度 8,401,491 千円）で

前年度に比べ 1.4％の増となった。今後も窓口への来庁者に対して口座振替制度を周知し、各金融機

関にも協力を仰ぐなどし口座振替の拡大を図り納期内納付の促進に努めていく。 

口座振替納税制度利用状況 

年度 取扱件数 取扱金額（千円）
対前年度増減率（％） 対前年度増減率（％）

27 183,384 △ 2.1 7,663,199 △ 1.4 

28 184,885 0.8 7,901,281 3.1 

29 182,852 △ 1.1 8,072,461 2.2 

30 182,356 △ 0.3 8,401,491 4.1 

元 182,063 △ 0.2 8,514,920 1.4 

     ※ 取扱件数において、全期分は１件とする。 

令和元年度税、料（普徴）別口座振替率（当初課税分） 

税目 
普通徴収 

調定分件数 
当初依頼件数 

元年度 

口座振替率（％）

30 年度

口座振替率（％）

市県 14,948 4,843 32.40 31.06 

固定 47,573 24,985 52.52 52.03 

軽自 43,033 8,565 19.90 20.64 

国保 12,070 7,696 63.76 63.42 

介護 1,766 716 40.54 26.53 

後期 2,771 1,951 70.41 71.72 

計 122,161 48,756 39.91 39.53 

○休日納税相談 

平日の納付や来庁が困難な方のために、休日納税相談を毎月最終日曜日に実施し、納税相談 78件

（前年度 73 件）、納付金額 3,394 千円（前年度 2,959 千円）の成果をあげた。 
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項３ 戸籍住民基本台帳費

■ 戸籍事務事業〔市民課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 令和元年 12月から、戸籍の届出の審査にかかる時間を掲示することに加え、

受付時に直接伝えることで「待ち時間の見える化」を図った。また、従来の結婚の

お祝いとしてお渡しする「結婚記念証」に加え、令和２年４月から、出生届を提出

した方に「知多木綿ガーゼ」と「半田市長からのメッセージカード」をお贈りする

こととした。戸籍の審査については、届書を渡す際に記入方法等の説明を行うこと

で記入漏れや書類不備を未然に防止するなどし、外国人の関係する届出も含め、引

き続き正確かつ迅速に審査を行った。 

今後の方針 今後も書類不備等によりお客様に再来庁をしてもらうことのないよ

う、事前の説明等を十分に行い、正確かつ迅速な届書の受付・審査を継続していく

と共に、家族が亡くなったあとの手続きなどが複数の課に渉る場合は、関係各課と

連携し手続きの簡略化等の負担軽減を図っていく。また、渉外関係の届出（外国人

が関係する届）についても、マニュアル整備、関係機関からの情報収集に加え、特

殊な届出がされた場合にはその内容等をマニュアルに追加し、書類審査の正確性の

確保を図っていく。 

改善推進

○届出関係等  

婚姻届や離婚届等の提出の際には、運転免許証、マイナンバーカード等の官公署発行の顔写真付

証明書等で本人確認を実施するとともに、代理人による提出の場合には届出人に対し本人確認通知

書（婚姻、離婚、養子縁組、養子離縁、認知：842 件）を送付した。 

また、婚姻届と養子縁組届等、関連する戸籍届出が複数同時提出される場合や、外国籍の方が関

係する渉外戸籍の届出など、複雑な戸籍届出も提出されている。これらの戸籍届出に対して、適切

かつ迅速に対応するため、法務省が開催する研修会（１回４日間、初級、中級、上級各１回）に参

加し、事務処理の向上に努めた。 

① 届出処理件数                                  （単位：件） 

出 生 婚 姻 
養 子 

縁 組 
入 籍 死 亡 離 婚 

養 子 

離 縁 
転 籍 

訂 正 

更 正 
その他 計 

1,223 1,361 117 277 1,272 317 37 786 66 271 5,727

（説明）「その他」欄は、戸籍法第 77 条の２の届出（婚氏を称する届出）、認知届等 16 種類である。 

② 死体火葬許可処理件数      （単位：件） 

死体火葬許可
死胎火葬許可

（死産） 
計 

1,109 16 1,125

目 予算現額 決算額 執行率 

１ 戸籍住民基本台帳費 

千円

 212,785

千円

194,169

％

91.3
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■ 住民基本台帳事務事業〔市民課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 法改正等に伴う住民基本台帳システムの改修に合わせ、新任者でも正確な事

務処理が遂行できるよう審査のポイントや運用等を付記した操作マニュアルを適宜

追加・更新した。また、住民票等への旧氏併記に対応するため、国庫補助により住民

基本台帳システムを改修し、令和元年 11 月から交付可能とした。 

今後の方針 住民基本台帳に係るレアケースについて事例研究発表や担当内の情報

交換の場を設け職員のスキルアップを図り、正確かつ迅速な事務処理ができる環境を

整えていく。また、市民の記載による負担軽減や時間短縮のため、マイナンバーカー

ドを利用し住民異動届が作成できるシステムの導入に向け、情報収集や検討を進め

る。 

改善推進

○臨時開庁による受付 

令和２年３月の最終日曜日（３月 29 日）と４月の第１日曜日（４月５日）の午前中に住民異動の

手続きや証明書交付を実施し、126 名の利用があった。（前年比 43 名減） 

○住民票等への旧氏併記の開始 

女性活躍推進のため、令和元年11月から住民票に旧氏が記載できるようシステム改修等を行った。 

○市民の個人情報保護対策  

個人情報保護等に関する職員研修を実施するとともに、住所変更などの届出時及び証明書等の交

付請求時に本人確認を適正に実施し、個人情報の保護に努めた。また、ＤＶ及びストーカー行為等

の加害者からの所在確認を目的とした住民票の写し、戸籍の附票の写し等の請求に対し、交付でき

ないよう住民記録システムに制限を設け支援措置（43件）を実施し、被害者の保護を図った。 

① 住民基本台帳異動届出処理件数                          （単位：件） 

出 生 死 亡 転 入 転 出 転 居 
世 帯 

変 更 

住所の 

修 正 

本籍筆頭者

等の修正 
計 

901 1,091 4,394 4,177 2,078 1,033 54 4,318 18,046

（説明）「本籍筆頭者等の修正」欄は婚姻、離婚、縁組関係等の戸籍届出による修正である。 

② 印鑑登録処理件数                                   （単位：件） 

届        出 死亡・転出等

による抹消 
職権廃止 計 

登  録 登録証紛失 廃 止 小計 

4,433 983 330 5,746 2,698 165 8,609

■ 諸証明事務事業〔市民課〕  

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 戸籍証明の郵送申請書の見直し及び申請方法のご案内の作成を行うことで、

証明書を正確に交付することができ、あわせて事務の効率化を図ることができた。

印鑑登録証の紛失の件数が多いため、印鑑登録証をラミネートからカード形式に変

更するとともに、令和元年 10月１日からは再交付手数料を徴収している。 

また、複雑な事案の対応時には、その内容をマニュアル等に追記、共有することで、

公平かつ適正な判断ができるように体制を整えていくことが課題である。 

今後の方針 引き続き、市民が必要とする諸証明書を適切に交付できるよう、随時

各種申請様式を見直しつつ、窓口の委託業者と職員との情報共有を密に行ってい

く。また、今後のためにも様々な事例を整理、共有することで、迅速で公平な判断

ができる仕組みを構築していく。 

改善推進
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【各種証明書取り扱い分：（ ）内は減免】 

① 戸籍関係証明書交付枚数（郵便による各種証明書交付枚数も含む）        （単位：枚） 

年 度 
全部事項 

証明 

個人事項 

証明 
除籍謄本 除籍抄本 

記載事項 

証明 

受理等 

の証明 
合計 

29 年度 
14,026

(225)

3,524

(17)

7,985

(335)

39

(0)

135

(0)

375

(0)

26,084

(577)

30 年度 
13,929

(299)

3,837

(38)

8,824

(394)

 40

(10)

176

(0)

365

(0)

27,171

(741)

元年度 
13,793

(274)

3,551

(17)

8,659

(467)

49

(1)

195

(0)

443

(0)

26,690

(759)

※（）内は減免及び官公署等からの申請によるものの枚数。 

② 住民票の写し等証明書交付枚数（郵便による各種証明書交付枚数等も含む）    （単位：枚） 

年 度 
住民票 

の写し 

戸籍の 

附票 

印鑑登録

証明書 

身分 

証明書 

所得課税

証明書 
その他 閲覧 合計 

29 年度 
58,455

(2,073)

1,819

(250)

36,212

(720)

879

(5)

2,904

(76)

763

(222)

1,311

(1,083)

102,343

(4,429)

30 年度 
58,843

(1,960)

2,056

(284)

35,153

(797)

972

(7)

2,464

(51)

643

(179)

1,567

(1,087)

101,698

(4,365)

元年度 
54,640

(1,501)

1,832

(207)

32,588

(604)

959

(6)

2,399

(48)

759

(217)

1,691

(1,472)

94,868

(4,055)

  ※「住民票の写し」には広域交付を含む。 

※「その他」は、独身証明書、土地名称地番変更、不在籍・不在住証明等。 

※（）内は減免及び官公署等からの申請によるものの枚数。 

③ 郵便による各種証明書交付枚数等              （単位：枚） 

年 度 
戸籍関係

証明 

住民票の

写し等 
その他 該当なし 合計 

29 年度 
6,353

(2,829)

8,346

(3,368)

245

(10)

1,028

(287)

15,972

(6,494)

30 年度 
7,515

(3,530)

8,531

(3,497)

304

(33)

1,254

(502)

17,604

(7,562)

元年度 
7,500

(3,582)

9,034

(3,772)

332

(19)

1,524

(483)

18,390

(7,856)

※「その他」は、身分証明、戸籍の廃棄済み証明等。 

※（）内は減免及び官公署等からの申請によるものの枚数。 

④ その他の処理件数               （単位：件） 

自 動 車 臨 時

運 行 許 可

船 員 手 帳

交 付 等

し尿汲取券・ 

粗大ごみ処理 

券販売 

計 

406 381 369 1,156
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■ 証明書等コンビニ交付事業〔市民課〕  

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 新たにミニストップをコンビニ交付サービスが可能な店舗として追加し、

ホームページや窓口での周知を行った。個人番号カードの交付時に、コンビニでの

操作案内を載せたチラシを手渡し、証明書等のコンビニ取得をＰＲした。 

コンビニ交付率は、前年度比 0.87％増加したものの、コンビニ交付の認知度は低い

と思われる。 

今後の方針 個人番号カード所有者が窓口で証明書等を取得する際、コンビニへの

移行を促す仕掛けを検討する。ＰＲの拡大にあたっては、継続的に、市民課窓口や

ホームページ、案内チラシの改善を行うとともに、コンビニと連携した啓発や対象

者を具体的に絞った広報を行う。 

改善推進

成果指標 目標値 実績値

コンビニ交付率 10％ 4.72％

コンビニ交付を市民課窓口や市報、ＨＰで啓発するとともにマイナンバーカードの受取りに来庁さ

れる際、コンビニ交付サービス利用パンフレットを手渡すなど、認知度の向上に努めた結果、昨年度

より 0.87％コンビニ交付率が上昇した。引き続きコンビニ交付の交付率向上に努め、市民の利便性の

向上に加え、市民課窓口の混雑解消を図っていく。 

① コンビニ交付件数                                              （単位：件） 

 戸籍全部 
事項証明 

戸籍個人 
事項証明 

戸籍の 
附 票 

住民票 
印鑑登録 
証  明 

合計 
交付率 
（％） 

27 年度      17       14      19   69    62    181   0.2

28 年度 113 68 11 1,171 1,120 2,483 2.1

29 年度 171 99 14 1,609 1,662 3,555 3.1

30 年度     236      139      16   2,116    1,910    4,417   3.9

元年度 277 182 27 2,436 2,215 5,137 4.7
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■ 市民課窓口業務委託事業〔市民課〕  

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 窓口サービス向上のため、待ち時間目安表の作成、待合スペースへの本棚の

設置を行い、待ち時間に対する負担感を軽減する取り組みを実施した。その結果、

令和元年度に実施した窓口サービスアンケートにおける、「やや満足」及び「満足」

と答えた方が、昨年度より 10.3%の増加で 78.3％となり、平成 27 年度の窓口委託

後のアンケートで最も高いものとなった。 

今後の方針 月に１度開催している委託業者との定例会で、改善に向けた方策を協

議しているが、今後は委託業者から現場目線での改善提案を求めることで、さらな

る窓口サービス向上を図っていく。また、窓口サービスアンケートにおける待ち時

間に対する「不満」及び「やや不満」の割合は前年度と比較し 3.7％減少したもの

の、全体の 14.8％を占めるため、引き続き待ち時間の負担軽減などの取り組みを行

うなど、窓口サービスの向上に努める。 

拡充推進

成果指標 目標値 実績値

窓口受付業務への満足度 80％ 78.3％ 

 民間事業者に窓口業務を委託することで、窓口の繁閑に応じた柔軟な人員配置が可能となり、かつ、

専門的業務知識、接遇等を含め質の高いノウハウを活用し、窓口業務の効率化と市民サービスの向上を

図った。 

 また、これまで証明書専用受付窓口とその他異動届出等受付窓口を区別するなど、証明書交付の待ち

時間の短縮に努めてきた。令和元年度は待ち時間目安表の掲示や待合環境の改善など、待ち時間に対す

る負担感を軽減する取り組みを実施した。 

■ 個人番号カード交付事業〔市民課〕  

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 顔写真撮影サービスや日曜申請受付等の普及促進(1,951 件)、半田市役所内

の特設会場での受付(1,821 件)、郵便局や半田病院、確定申告会場での出張受付(507

件)等を実施した結果、元年度は、5,676 枚のマイナンバーカードを交付することが

できた。その結果、累計の交付枚数が２万枚を超えるとともに、令和２年３月末現

在の交付率は愛知県内１位となった。 

今後の方針 令和２年度においては４万枚交付を目標とし、引き続き顔写真撮影

サービス付きの申請会場の開設を行うとともに市内企業等への出張申請受付等を

拡大実施する。また、交付時の窓口混雑解消のための交付予約システムの導入、第

２・４日曜日の午前中に申請及び交付手続き窓口を開設することにより、さらなる

マイナンバーカードの取得促進を図る。 

拡充推進

成果指標 目標値 実績値

個人番号カード交付率 20％ 19.11％

マイナンバーカードの普及に向け、市役所来庁者への推奨や特設窓口の設置、出張申請などに取

り組んだ結果、令和２年３月末時点での交付率は 19.1％（全国平均 16％）となり、愛知県内１位

となった。 

マイナンバーカードの普及及びコンビニ交付の利用促進を図り、マイナンバーの利活用の促進や

市民の利便性の向上、諸証明窓口の混雑緩和に努める。 
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① 個人番号カード交付枚数                     （単位：枚） 

■ 旅券発給事務事業〔市民課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 平成 31 年４月から旅券発給事務を開始し、令和元年度の取り扱い実績は申

請 9,746 件、交付 9,349 件であった。今後も正確な説明や申請受付そして審査がで

きるよう引き続き研鑽に努めると同時に、旅券発給手続に来所された方の窓口対応

満足度を高めていくこと、ならびに来所者がクラシティ１・２階を始めとした商業

施設を回遊するよう誘導し半田市の玄関口である知多半田駅周辺の活性化に寄与

することが課題である。 

今後の方針 今後も旅券発給事務を正確かつ迅速に遂行するために、窓口等での説

明やホームページ上の案内をしっかり行い、来所者が書類の不備等で何度も足を運

ぶことを防いでいく。また、個別事案における対応内容を収集し、窓口業務委託業

者と職員間で情報共有を行い、書類審査の精度を上げていく。そして、来所者がパ

スポートセンターの窓口対応に満足していただけるよう、受付窓口の雰囲気につい

ても一層の改善をしていく。加えて、パスポートセンター来所者が知多半田駅周辺

の商業施設を回遊する仕組みを関係各課等と連携して検討していく。 

改善推進

 クラシティパスポートセンター取扱件数  

 新規または切替 
記載事項

変更 
増補 紛失 合計 大人 

子ども 
10 年 5 年 

元

年

度 

申請 
5,722

(2,408)

2,691

(1,096)

1,064

(388)

213

(90)

7

(5)

49

(23)

9,746

(4,010)

交付 
5,538

(2,328)

2,563

(1,043)

1,036

(376)

205

(87)

7

(5)

  9,349

(3,839)

※（ ）内は半田市分 

交付枚数 累計交付枚数 交付率（％）

27 年度 6,600 6,600 5.6

28 年度 4,884 11,484 9.7

29 年度 3,273 14,757 12.4

30 年度 2,472 17,229 14.5

元年度 5,676 22,905 19.1
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項４ 選 挙 費 

■ 選挙管理委員会事務〔総務課〕  

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 選挙啓発事業への参加者数及び実施校は、昨年と比べ増加することができ

た。また、若年層への啓発として４月の市議選及び７月の参議院選挙時には、高校

生が選挙事務に従事した。次年度については、カリキュラムの関係や新型コロナウ

イルスの影響に伴う年度始めの休校による授業数の確保により、「選挙出前講座」

開催校をいかに増やしていくかが課題ではあるが、「選挙出前講座」の開催及び選

挙事務に従事することは、若年層における選挙に対する意識の向上及び選挙啓発と

して有効であると考える。 

今後の方針 投票率の向上を目指すためには、若年層への啓発が重要であるため、

市内の小・中学校等を対象とした「選挙出前講座」のＰＲ及び講座の実施や高校生

を対象にした選挙事務従事者の募集を継続して実施していく。平成 31 年２月の愛

知県知事選挙においては愛知県選挙管理委員会と連携して知多半田駅前での啓発

活動を行っており今後も県選管との情報共有を図っていく。また、有権者に対する

投票率向上や投票環境に係る課題を整理し、選挙管理委員会委員に意見を伺いなが

ら協議しており、それぞれの課題解決を目指す。 

改善推進

成果指標 目標値 実績値 

小中学生の各種啓発事業への参加割合 6.0％ 7.7％ 

○明るい選挙啓発ポスターコンクール 

明るい選挙啓発ポスターを募集し、小学生144人､中学生158人、合計302人から作品の応募があった。 

また、入選作品として小・中学生各３点、佳作18点を選定し、作品を市役所内に展示して啓発に努めた。 

○選挙出前講座 

出前講座「選挙出前トーク」を実施し、将来の有権者である児童に対し、選挙の必要性、重要性

などについて啓発を行った。 

 実施校： 板山小６年生 56人 乙川小６年生 87 人 半田小６年生 75 人  

      さくら小６年生 51 人 半田農業高校３年生 187 人 

 令和元年７月 21日執行の参議院議員通常選挙（令和元年７月 28 日任期満了）については、公職選

挙法に基づき、適正に管理執行することができた。 

半田市では、12人の立候補届出があった愛知県選挙区（定数４）とともに、全国統一の比例代表（定

数 48）の選挙を行った。 

選挙区及び比例代表の開票結了時刻は、選挙区が 21 日の午後 11時 10 分、比例代表は翌 22 日の午

前２時であった。 

目 予算現額 決算額 執行率 

１ 選挙管理委員会費 

千円

16,339

千円

16,224

％

99.3

目 予算現額 決算額 執行率 

２ 参議院議員通常選挙費 

千円

26,990

千円

24,661

％

91.4
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また、18歳及び 19歳の投票率については、18歳が 37.88％で、全国平均 35.62％を 2.26 ポイント

上回り、19歳が 30.70％で、全国平均 28.83％を 1.87 ポイント上回る結果となった。一方、全体の投

票率は 46.82％（全国 48.80％）と平成 28 年の 53.50％（全国 54.70％）と比較して 6.68 ポイント下

回る結果となった。 

・参議院議員通常選挙投票状況（愛知県選挙区） 

性別 選挙当日の有権者数 投票者数 投票率（％） 

男 48,519 23,344 48.11 

女 48,312 21,994 45.52 

計 96,831 45,338 46.82 

 平成 31 年４月 29 日の任期満了に伴い実施された平成 31 年４月７日執行の愛知県議会議員一般選

挙については、半田市選挙区の議員定数は２名に対し、２名の候補者だったため、無投票となった。 

平成 31年４月 30日の任期満了に伴い実施された平成 31年４月 21日執行の半田市議会議員一般選挙

については、公職選挙法に基づき適正に執行した。 

 23 人の立候補届出があり、開票結了時刻は、午後 11 時 10 分で、平成 27 年に執行した同選挙と比較

すると、10 分早くなった。 

 ・半田市議会議員一般選挙投票状況 

性別 選挙当日の有権者数 投票者数 投票率（％） 

男 47,700 20,347 42.66 

女 47,748 20,649 43.25 

計 95,448 40,996 42.95 

目 予算現額 決算額 執行率 

３ 愛知県議会議員一般選挙費 

千円

20,075

千円

1,642

％

8.2

目 予算現額 決算額 執行率 

４ 半田市議会議員一般選挙費 

千円

37,122

千円

32,978

％

88.8
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項５ 統計調査費 

■ 統計調査事務〔企画課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 令和元年度は、経済センサス基礎調査、全国家計構造調査、農林業センサス

等が実施され、これらの調査は、対象者が限定される統計調査であることもあり、

調査票の回収率は目標を大きく上回った。しかし、統計調査員の要員不足、高齢化

は依然として課題である。 

今後の方針 令和２年度は、最も重要な統計調査である国勢調査を実施する年であ

り、全庁をあげての実施体制を構築し、定められた手順に従い着実に調査を実施する。

改善推進

成果指標 目標値 実績値 

登録調査員研修会の参加率 60％ 53.6％ 

統計調査票の回収率 85％ 95.3％ 

国の施策等を始めとする各種計画作りに必要な統計調査に従事する調査員の資質向上を図る必要が

あるが、調査員の高齢化が懸念されるなか、新規調査員の確保が課題となっている。 

■ 各種統計調査〔企画課〕 

行政上の基礎資料を得るため、統計法に基づく指定統計調査として、次の調査を行った。今後も引

き続き円滑な調査実施に努める。 

○工業統計調査〔経済産業省〕    （県交付金・決算額 614 千円） 

・調査期日：令和元年６月１日    指導員数：２人、調査員数：13人 

○農林業センサス〔農林水産省〕   （県交付金・決算額 1,198 千円） 

・調査期日：令和２年２月１日    指導員数：３人、調査員数：44人 

○経済センサス-基礎調査〔総務省〕  （県交付金・決算額 945 千円） 

・調査期間：通年          調査員数：10人 

○全国家計構造調査〔総務省〕    （県交付金・決算額 987 千円） 

・調査期間：令和元年 10月～11 月  指導員数：１人、調査員数：４人 

■ 国勢調査調査区設定事務〔企画課〕 

令和２年度に実施される国勢調査を円滑に進めるため、令和元年度は、その準備作業として調査区

の設定事務を行った。 

目 予算現額 決算額 執行率 

１ 統計調査総務費 

千円

32

千円

28

％

86.4

目 予算現額 決算額 執行率 

２ 統計調査費 

千円

5,988

千円

3,765

％

62.9

目 予算現額 決算額 執行率 

３ 国勢調査準備費 

千円

1,012

千円

534

％

52.8
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項６ 監査委員費

■ 監査事務〔監査委員事務局〕 

地方自治法に基づき選任された２人（識見を有する者、議員から選出された者）の監査委員により、

市の財務に関する事務（予算の執行、収入、支出、契約等）の執行、経営に関する事業の管理につい

て、地方自治法に基づく、「住民の福祉の増進に努めるとともに、最少の経費で最大の効果をあげる。」

の趣旨に則り、令和元年度監査計画のとおり、定例監査、決算審査及び例月出納検査を実施した。 

監査等を実施するにあたっては、合規性や正確性の観点はもとより、経済性、効率性の観点からも

検証し、監査等の充実を図った。 

定例監査、住民請求監査、決算審査、健全化判断比率及び資金不足比率審査、例月出納検査の各結

果は、その都度、議会及び市長等へ報告済みであり、実施状況については、次のとおりである。 

(1)例月出納検査 13 回 

一般会計、特別会計、公営企業会計並びに基金の各月における現金の出納保管状況について、

証拠書類を検査した結果、おおむね適正に執行されていると認められたが、一部に財務手続き等

の事務処理上の不備事項が見受けられ、指摘のうえ改善を求めた。 

(2)定例監査 26 課等（各課等：20 課、学校・保育園等：６施設） 

令和元年 10 月２日から令和２年１月 17日の内、８日間 

監査の結果、全般的に事務処理状況は、おおむね適法、適正かつ効率的に執行されていると認

められたが、一部に検討・改善を要する事例等が見受けられ、指摘のうえ改善を求めた。 

なお、指摘した重要課題については、効果的な監査を実現するため、フォローアップの実施に

より改善強化を図った。 

(3)決算審査 11 部等 

審査に付された平成 30年度一般会計、特別会計、基金運用状況並びに公営企業会計について、

決算書及び決算附属書類に基づき、令和元年６月から７月にかけて審査を実施し、市長に意見書

を提出した。 

審査の結果、各会計の決算及び関係書類の数値が関係法令等に適合し調製されており、適正か

つ正確に執行され、事業は効率的・効果的に執行されていると認められた。また、公営企業会計

においては、企業の経営成績及び財政状態等を適正に経営分析されていると認められた。 

基金の運用状況は、種類の数値が適正であり、基金の運用がその設置目的に沿って適正かつ効

率的に執行されていると認められた。 

(4)健全化判断比率及び資金不足比率審査 

審査に付された平成 30 年度健全化判断比率、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を

記載した書類に基づき、令和元年６月から７月にかけて審査を実施し、市長に意見書を提出した。 

審査の結果、関係書類の数値が関係法令に適合し調製されており、検証の結果、適正かつ正確

であると認められた。 

(5)住民監査請求 

地方自治法に基づく、半田市職員措置請求書が提出され、以下のとおり、内容に関する監査を

実施し、その結果を通知及び公表した。 

（内容） 

①半田市議会事務局の職員は多すぎるため、７人から３～４人に減員するよう求める。 

［令和元年５月 30日 提出、令和元年７月 29 日 棄却］ 

②半田市監査委員事務局の職員は多すぎるため、減員するよう求める。 

［令和元年６月 25日 提出、令和元年８月 22 日 棄却］ 

目 予算現額 決算額 執行率 

１ 監査委員費 

千円

28,146

千円

28,018

％

99.5
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③水路修繕工事費は全額半田市が支出しているが、住民が虚偽の水路等使用許可申請をして

許可を受けたものであり、当該住民に工事費の 70％を負担させるべきであった。必要な措

置を求める。 

［令和元年 12月３日 提出、令和２年１月 31 日 棄却］ 

④半田市監査委員（代表監査委員、議選監査委員）は不適であるため、報酬の支払いについ

て、弁償するよう求める。また、代表監査委員の解任を求める。 

［令和元年 12月 27 日 提出、令和２年２月 26日 棄却］ 

⑤半田市監査委員事務局職員は、市民に与えられている監査請求の権利を妨害している。職

員に支給した直近１年分の給与・ボーナスを弁償するよう求める。 

［令和２年１月 27日 提出、令和２年３月 30 日 棄却］ 

⑥半田市と国立研究開発法人国立長寿医療研究センターとの間で締結した高齢者実態調査

に係る委託費は、必要以上に高額であり、公金の違法又は不当な支出である。 

［令和２年２月 21日 提出、令和２年４月 22 日 棄却］ 

(6)研修会等 

監査機能の充実強化を図るため､研修会等に積極的に参加し､専門能力の向上、知識の蓄積及び

活発な意見交換等により、専門性を維持及び確保するため、研鑽に努め、執行機関の事務を従事

することができた。 

・監査委員研修等  延べ 15日（２人） 

・事務局職員研修等 延べ 25日（３人） 

地方自治法の一部を改正する法律（平成 29 年法律第 54 号）が平成 29 年６月９日に公布され、監

査制度の充実強化として、各地方公共団体等の監査委員は、監査基準の策定及び公表が義務化された。

以上の経過より、令和元年度中に「半田市監査基準」を策定し、令和２年４月１日から施行した。 

今後も、「半田市監査基準」に基づき、監査、検査、審査等については、事務の執行及び経営に係

る事業の管理等が、各法令に適合し、正確で、経済的かつ経済的、効率的かつ効果的な実施を確保し、

住民の福祉の増進に資することを目的とする。 

また、本格的な内部統制制度の導入に向けて、平成 28 年度から定例監査の重点的課題としている

重要リスクに対する内部統制の整備状況及び運用状況を推進するとともに、監査等を効率的かつ効果

的に実施し、さらなる監査機能の充実・向上に努める。 
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款３ 民 生 費 

項１ 社会福祉費 

■ 障がい者医療費助成事業〔国保年金課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 障がい者世帯の経済的負担を軽減するとともに、生活の安定と健康保持のた

め医療費自己負担分の医療費助成を適正に行い、適切に医療を受ける機会を確保し

た。また、精神障がい者手帳１・２級所持者の精神疾患以外の全疾病に対する助成

を平成 29年４月診療分から全額に拡大し、精神障がい者世帯の経済的な負担の軽減

を図った。 

今後の方針 助成内容や助成方法について、市民の声や他市町村の状況を参考にし

ながら検討していく。

現状維持

障がい者医療費助成の令和元年度決算額は、228,008,679 円（前年度 218,460,159 円)で、前年度

比 9,548,520 円、4.4％の増であった。主な要因は、歯科が約 110 万円、訪問看護が約 350 万円の増

となり支給額は増額した。また、医療保険者からの高額療養費の返還金（戻入金）を約 2,370 万円確

保した。 

精神障がい者医療費助成の令和元年度決算額は、62,548,135 円（前年度 60,685,292 円）で前年度

比 1,862,843 円、3.1％の増であった。精神障がい者手帳１・２級所持者の精神科及び全疾患入院が

約 150 万円減少したものの全疾患通院が約 240 万円の増加、また、自立支援医療（精神通院）を適用

した調剤が約 110 万円増加したことにより前年度に引き続き増加している。 

今後も、受給資格要件の確認や医療機関等からの請求の適否チェックを確実に行い、また、医療保

険者から支給される高額療養費の返還請求事務を重点的に行うなど、適正な事業運営に努める。 

○受給対象者 

区 分 対  象  範  囲 補助区分 所 得 制 限 

障
が
い
者
医
療

 ○身体障がい者手帳１～３級 
  ただし 
   腎臓機能障がい ４級 
   進行性筋萎縮症 ４～６級 
 ○知的障がい者 療育手帳Ａ・Ｂ（ＩＱ50以下） 
 ○自閉症状群と診断されている方 

県 補 助 

(１/２) 
な し 

 ○知的障がい者 療育手帳Ｃ（ＩＱ75以下） 市 単 独 

あ り 

（主たる生計維持者が

住民税非課税） 

精
神
障
が
い
者
医
療

○精神障がい者保健福祉手帳１･２級所持者 
・自立支援医療（精神通院）を適用した精神科通院 
・精神病床への入院 

県 補 助 

(１/２) 
な し 

○自立支援医療（精神通院）を受けている方で精神障 
 がい者保健福祉手帳１･２級所持者以外の方 
・自立支援医療（精神通院）を適用した精神科通院 

○精神障がい者保健福祉手帳１･２級所持者 
・精神科入･通院以外の全疾患 

市 単 独 な し 

目 予算現額 決算額 執行率 

１ 社会福祉総務費 

千円

2,917,693

千円

2,859,210

％

98.0
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217,665千円
209,620千円

219,434千円
218,460千円

228,009千円

50,000千円

100,000千円

150,000千円

200,000千円

250,000千円

300,000千円

H27 H28 H29 H30 R1

障がい者医療費助成額

51,732千円51,516千円

56,007千円

60,685千円
62,548千円

40,000千円

45,000千円

50,000千円

55,000千円

60,000千円

65,000千円

H27 H28 H29 H30 R1

精神障がい者医療費助成額

○医療費助成実績（県補助対象分・補助率 １/２) 

区 分
補 助 
区 分 

月平均受給
対 象 者

（人）

延 受 給 
対 象 者 
   (人)

延 受 給 
件    数 
   (件)

一人当たり
受 給 件 数
   (件)

助 成 額

    (円) 

一人当たり
助 成 額
   (円)

障がい 
者医療 

県補助 1,401 16,817 37,043  26.44 223,832,320 159,766

市単独 38 452 828 21.79 4,176,359 109,904

精神障 
がい者 
医 療 

県補助 373 4,470 6,420 17.21 28,373,802 76,069

市単独 956 11,468 20,341 21.28 34,174,333 35,747

※精神障がい者医療については、平成 24年 10 月診療分から精神疾患以外の全疾患への助成（３分の２） 

が開始され、平成 29 年４月診療分からは助成額を全額に拡大したことなどにより、前年度からの扶

助費の伸びが大きくなっている。 

■ 地域福祉推進事業〔地域福祉課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 地域福祉計画に基づく重点施策である、ふくし井戸端会議については、乙川

地区でも小学校区単位の開催を実施することができたが、新型コロナウイルス感染

予防のため３月に実施予定であったものが開催中止となり、地域課題の協議が十分

にできなかった。また、第２次半田市地域福祉計画の策定に向けて市民意識調査（ア

ンケート）や関係機関との協議調整を行った。 

今後の方針 新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、ふくし井戸端会議につい

ては、開催場所・時間帯などを工夫して、引き続き全ての小学校区単位で開催でき

るように取り組む。にじいろサポーターについても、引き続き地域サロンのスタッ

フを対象に養成講座を開催し、サロンをふくし相談窓口として機能させることがで

きるよう取り組む。また、今年度末までに第２次半田市地域福祉計画を策定するた

め、福祉関係機関との協議調整を進めていく。

改善推進 

成果指標 目標値 実績値

ふくし井戸端会議参加者数 900 人 565 人 

にじいろサポーター受講者数
（フォローアップ講座を含む） 40 人 116 人 

地域住民による助け合い組織数 5団体 5 団体 

１ 地域福祉計画の推進

地域福祉計画では、次に掲げる５項目を「重点施策」として定めており、これら重点施策に沿っ

た各種事業を実施することにより、着実に地域福祉の推進を図っている。
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２ 令和元年度の取り組み 

(1) ふくし井戸端会議 

中学校区～小学校区単位で住民主体により、地域の福祉課題に関する話合い等を行っている。な

お、令和元年度は、新型コロナウイルス感染予防のため、３月に実施予定であったものが開催中止

となった。 

○令和元年度実績（参加者数） 

地 区 第 1回 第 2回 第 3回 合計 

亀
崎

亀崎小学校区 61 人   
61 人 

有脇小学校区 中止   

乙
川

乙川小学校区 ※54 人   

180 人 横川小学校区 ※85 人   

乙川東小学校区 24 人 17 人  

半
田

半田中学校区 37 人 18 人 30 人 

273 人 

半田小学校区 ※78 人   

さくら小学校区 ※22 人   

岩滑小学校区 ※49 人   

雁宿小学校区 ※39 人   

成
岩

成岩小学校区 12 人 中止  
32 人 

宮池小学校区 10 人 10 人  

青
山

板山小学校区 合同開催

19 人 

中止  
19 人 

花園小学校区   

※第２次地域福祉計画策定のため、個別に校区内の福祉事業所やサロン等へ出向き、利用・参
加されている地域住民の皆さんから地域課題等について聞取りを行う形態で実施（人数は聞
取り対象者の合計）。 

(2) 住民による助け合い組織

ふくし井戸端会議における地域課題についての話合い等をきっかけに、地域における助け合い活

動が広がりつつある。地域住民主体で組織化され、同じ地域に暮らす単身高齢者等を対象に、庭木

剪定や草むしり、電球の取り替え、ゴミ出し支援等を行っている。

○令和元年度実績 

名称 地区 発足 会員数 作業件数

亀崎思いやり応援隊（KOO） 亀崎地区 平成 24 年 5 月 55 人 319 件 

やなべお助け隊 岩滑地区 平成 25 年 4 月 37 人  17 件 

ならわ思いやり隊 成岩地区 平成 26 年 6 月 24 人 253 件 

住吉ささえたい（SuSaT） 雁宿地区 平成 27 年 4 月 10 人 121 件 

あおやまお助け隊 青山地区 令和元年 5月 11 人   8 件 

「半田市地域福祉計画」重点施策（５項目） 

1) 地域での課題共有と課題解決のしくみづくり 

2) 地域学習の体系化による市民力の育成 

3) 課題を地域住民と行政で協議する場づくり 

4) 総合的な地域生活支援のしくみづくり 

5) 新たな課題に取り組むプロジェクト体制の整備 
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 (3) ふくし共育 

半田市に暮らす全ての方々の「ふ・く・し（ふだんの・くらしの・しあわせ）」の実現を目指し、

市内の小・中学校の児童・生徒などを対象にふくし共育を実施、福祉人材の育成に取り組んでいる。

実施にあたっては、各学校の協力の下、総合学習の授業時間などを利用し、また、地域の障がい者、

高齢者、育児中の方などにも講師として参加いただき、子どもたちと共に考え、学び、育ち合い、

地域全体の福祉力向上を図っている。 

 

○令和元年度実績 

開催回数：43回 

テーマ：「ふ・く・しのお話」「障がい者・高齢者・母子理解と体験」「認知症キッズサポーター

養成講座」等 

 

(4) にじいろサポーター養成講座 

地域と行政、社協等をつなぎ、地域住民の身近な相談相手となる見守りボランティアを養成する

ため「にじいろサポーター養成講座」を開催、地域における見守り・相談体制の整備に取り組んで

いる。令和元年度は、地域ふれあい施設や助け合い組織のスタッフ等を対象に養成講座を開催。今

後も地域の見守り・相談体制の整備充実に努める。 

 

○令和元年度実績 

 日程 会場 参加者数 

第 1回 5 月 24 日（金） 地域ふれあい施設「さくらの家」 43 人 

第 2 回 6 月 12 日（水） 
地域ふれあい施設「やなべふれあい

センター」 
20 人 

第 3 回 6 月 25 日（火） 雁宿ホール 社会適応訓練室 53 人 

 

■ 福祉団体支援事業〔地域福祉課〕 

半田市の地域福祉の推進、住民福祉の向上を図るため、地域福祉計画に定める重点施策の実施にお

いて、市に協力し、自主的かつ積極的に取り組む社会福祉法人半田市社会福祉協議会に対して補助金

を交付した。 

 

■ 障がい者（児）手当等支給事業〔地域福祉課〕 

在宅の障がい者（児）に、その障がいゆえに生じる特別な負担への一助として各種手当を支給する

ことで、障がい者（児）の福祉の増進を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5,332 5,375 5,407 5,456 5,575 5,621 

※各年度 4月 1 日時点 

（人） 



１ 心身障がい者（児）手当（市） 

身体障がい者手帳、療育手帳及び精神障がい者保健福祉手帳を所持する在宅の障がい者等に対し、

各種手当を支給し、経済的負担の軽減と福祉の増進に努めた。手帳所持者の増加に伴い受給者数（延

べ）が前年度と比較して増えたため、総支給額についても増額となった。 

区分 障がいの程度 手当[月額] 受給者数[延べ] 

身体障がい者(児) 

1 級～3級 5,000 円 24,955 人 

4 級 2,700 円 8,564 人 

5 級～6級 1,300 円 3,775 人 

知的障がい者(児) 

Ａ判定 (ＩＱ35 以下) 5,700 円 3,393 人 

Ｂ判定 
(ＩＱ36～50) 

(18 歳未満) 5,700 円 720 人 

(18 歳以上) 5,000 円 2,700 人 

Ｃ判定 (ＩＱ51～75) 1,300 円 3,512 人 

重度心身障がい児 
身障 1～2級とＩＱ50 以下 
重複障がい 

14,000 円 245 人 

精神障がい者 

1 級 5,000 円 1,238 人 

2 級 2,700 円 6,912 人 

3 級 1,300 円 2,505 人 

総 支 給 額 
225,827,900 円 

（223,566,400 円）
58,519 人 

（57,573 人）

※総支給額には、過年度未払い手当の遡及支給、過払分の返納を含む。 
※総支給額（  ）内は平成 30 年度実績 

２ 特別障がい者手当等支給事業（国・県・市） 

在宅の重度障がい者に対し、その障がいによって生ずる特別の経済的負担を軽減するため手当を

支給し、重度障がい者の福祉の増進に努めた。前年度と比較して国の月額手当支給額の増額及び延

べ受給者数の増加により、総支給額は増額となった。 

支給対象者 
国の手当 
[月額] 

県の手当（加算）
[月額] 

支給額 
[月額] 

受給者数 
[延べ] 

特別障がい者手当受給者 
20 歳以上で精神又は身体の重
度の障がいにより日常生活に
おいて、常時特別の介護を要
する在宅の方 

27,200 円 
（26,940円）

A種 6,850 円 34,050 円 265 人 

B 種 1,050 円 28,250 円 832 人 

C 種 0 円 27,200 円 24 人 

障がい児福祉手当受給者 
20 歳未満で常時介護を必要と
する重度障がいの児童 

14,790 円 
（14,650 円）

A種 6,900 円 21,690 円 219 人 

B 種 1,150 円 15,940 円 356 人 

C 種 0 円 14,790 円 9 人 

経過的福祉手当受給者 
20歳以上で昭和61年3月まで
の福祉手当（国）の受給者で
あって、特別障がい者手当及
び障がい基礎年金のいずれも
支給されない在宅の方 

14,790 円 
（14,650円）

A種 6,900 円 21,690 円 0 人 

B 種 1,150 円 15,940 円 35 人 

C 種 0 円 14,790 円 0 人 

総 支 給 額 
44,233,050 円 

（44,000,660 円）
1,740 人 

（1,727 人）

※県の手当（加算） Ａ種：身体障がい者手帳１級、２級かつＩＱ35 以下の合併の方 
Ｂ種：身体障がい者手帳１級、２級又はＩＱ35以下の方 
Ｃ種：Ａ種、Ｂ種いずれにも該当しない方（加算なし） 

※国の手当額のうち、1/4 を市が負担。（  ）内は平成 30年度実績
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３ 心身障がい小中学生入学祝金支給事業（市） 

心身に障がいのある児童・生徒が、小学校及び中学校又は特別支援学校（小・中学部）に入学す

ることをお祝いし、必需品等の購入資金の一部を援助した。 

・受給者  小学生 21 人、中学生 25 人 

・支給額  437,000 円（9,500 円／人） 

■ 障がい者等自立支援事業〔地域福祉課〕 

平成 18 年に施行された「障害者自立支援法」を基に、平成 25 年に施行された「障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）」には、大きく分けて「自立支援

給付（介護給付・訓練等給付・地域相談支援給付・補装具給付）」と「地域生活支援事業（日中一時

支援・移動支援・訪問入浴サービス・体験的宿泊・日常生活用具給付等）」の二つのサービスがある。

なお、自立支援給付のうち、介護給付と訓練等給付をあわせて「障がい福祉サービス」と呼んでいる。

各サービスの利用にあたっては、相談支援体制の整備による的確なニーズの把握と制度の啓発等によ

り、必要な方に必要なサービスが行き渡るよう努めている。 

なお、サービスの利用は、原則１割の利用者負担となるが、その負担は所得に配慮した負担（応能

負担）となっている。 

※数値は、サービス利用年月におけるサービス利用実人数（単位：人） 

※地域生活支援事業は、日中一時支援、移動支援、訪問入浴サービス、体験的宿泊の利用実人数 

１ 介護給付（国・県・市） 

障がい者等に居宅や施設において、入浴、排せつまたは食事の介護、創作的活動や生産活動の機

会等のサービスを提供することで、障がい者等の福祉の増進及び家族等介護者の負担軽減を図った。 

相談支援の充実により利用者が増加しており、生活介護等の事業費が増額となった。 

事業内容 延べ利用量 延べ利用人数 事業費 

居宅介護等 42,046 時間 2,648 人 228,781,373 円 

重度訪問介護 5,852 時間 26 人 18,731,538 円 

行動援護 1,501 時間 116 人 7,015,557 円 

同行援護 879 時間 72 人 2,323,563 円 

生活介護 64,848 日 3,561 人 629,536,814 円 

短期入所 2,830 日 855 人 25,333,703 円 

療養介護 3,324 日 111 人 28,954,010 円 

施設入所支援 16,716 日 551 人 64,617,929 円 

合 計 
1,005,294,487 円 

（961,289,360 円）

※当該事業は平成 31 年３月から令和２年２月までの実施状況 
※合計欄（  ）内は平成 30年度実績 

障がい福祉サービス・地域生活支援事業の利用者の推移
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２ 訓練等給付（国・県・市） 

自立した日常生活または社会生活を営むことができるよう、生活・就労に必要な知識及び能力向

上のための必要な訓練等を行い、障がい者の社会参加を促進した。前年度と比較し、自立生活援助

の新設や就労継続支援Ｂ型等が充実し、利用人数が増えたため、事業費が増額となった。 

事業内容 延べ利用日数 延べ利用人数 事業費 

就労移行支援 8,674 日 543 人 77,327,245 円 

就労継続支援（Ａ型） 6,321 日 322 人 42,452,813 円 

就労継続支援（Ｂ型） 47,247 日 2,867 人 350,261,078 円 

就労定着支援 129 日 101 人 3,529,665 円 

自立訓練（機能訓練） 152 日 18 人 953,072 円 

自立訓練（生活訓練） 1,188 日 152 人 8,968,559 円 

共同生活援助（グループホーム） 27,993 日 1,113 人 179,288,532 円 

自立生活援助（新規） 63 日 23 人 542,799 円 

合 計 
663,323,763 円 

（591,981,887 円）

※当該事業は平成 31 年３月から令和２年２月までの実施状況 

※合計欄（  ）内は平成 30年度実績 

３ 地域相談支援給付 

施設入所者や長期入院患者に対し、地域での生活に移行するための相談等の支援（地域移行支援）

を行い、居宅において単身等で生活する障がい者に対しては、常時の連絡体制の確保と相談等（地

域定着支援）を行った。前年度と比較し、地域定着支援から自立生活援助への移行者がいたことか

ら、延べ利用人数が減少し、事業費が減額となった。

事業内容 延べ利用人数 事業費 

地域移行支援 
21 人 

（28 人）
901,614 円 

（937,179 円）

地域定着支援 
408 人 

（438 人）
1,263,932 円 

（1,390,359 円）

※当該事業は平成 31 年３月から令和２年２月までの実施状況 

※延べ利用人数・事業費（  ）内は平成 30 年度実績 
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４ 補装具給付（国・県・市） 

身体障害者福祉法及び児童福祉法に基づき、身体障がい者（児）及び難病患者に対して、欠損す

る身体の一部または機能の障がいを補い、日常生活や社会生活を容易にするための補装具の購入、

修理及び借受けに対し費用を支給することで、障がい者の自立を援助し、社会参加の促進と生活の

質の向上に寄与した。 

補装具の種類 購入件数 修理件数 借受け 

義肢 5件 5 件 0 件 

装具 38 件 13 件 0 件 

座位保持装置 9件 16 件 0 件 

視覚障がい者用安全つえ 4件 0 件 0 件 

眼鏡 1件 0 件 0 件 

補聴器 20 件 13 件 0 件 

車椅子 16 件 19 件 0 件 

電動車椅子 1件 20 件 0 件 

座位保持椅子（児童） 4件 1 件 0 件 

起立保持具（児童） 1件 0 件 0 件 

歩行器 3件 0 件 0 件 

頭部保持具（児童） 0件 0 件 0 件 

歩行補助つえ 5件 0 件 0 件 

重度障がい者用意思伝達装置 1件 1 件 0 件 

事 業 費 18,199,944 円 4,385,288 円 0 円 

合 計
 22,585,232 円 

（22,691,420 円） 

※合計欄（  ）内は平成 30 年度実績 

■ 自立支援医療等給付事業〔地域福祉課〕 

１ 自立支援医療給付（更生医療）（国・県・市） 

障害者自立支援法に基づき、身体障がい者に対して、その身体障がいの機能を回復するために必

要な医療を給付し、経済的負担の軽減を図った。 

障がい 

種 別 
腎臓機能 心臓機能 咀嚼機能 免疫機能 肝臓機能 合計 

人数 216 人 1 人 1 人 14 人 1 人 233 人 

・事業費 86,049,665 円（平成 30年度 85,100,836 円） 

２ 自立支援医療給付（育成医療）（国・県・市） 

身体に障がいのある児童（申請時、受診者本人が満 18 才未満の場合のみ対象）又はそのまま放

置すると将来障がいを残すと認められる疾患がある児童に対して、その障がいの除去・軽減に必要

な医療を給付した。

障がい 

種 別 
音声言語咀嚼機能 心臓機能 視覚 その他 合計 

人数 8 人 3 人 1 人 4 人 16 人 

    ・事業費 1,019,350 円（平成 30 年度 1,008,368 円） 
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■ 地域生活支援事業〔地域福祉課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 障がいのある外国人を対象とした通訳派遣制度を開始し、支援を必要とする
方に障がい福祉サービスが提供されるように相談支援体制を整えた。市が運営する
地区路線バスごんくるの運行開始にともない、当該路線を特別乗車証の対象路線に
含め、障がいのある方の市内移動の負担軽減を図った。また、障がいのある方の居
場所として、市内初の地域活動支援センターを設置する準備を行った。 
今後の方針 障がいの重度化・多様化にともない、現行の福祉サービスの対象・給
付内容などについてアンケート調査等を行い、福祉サービスの見直しを継続的に行
う。支援者の高齢化や「親亡き後」を見据え、障がいのある方が地域で安心して生
活を営むことができる地域生活支援拠点等の機能強化を図る。また、障がいのある
方への福祉サービスの広報活動、市民向けの障がいに対する理解啓発活動を継続的
に行っていく。

改善推進

成果指標 目標値 実績値

年間延べ相談件数 7,000 件 9,016 件 

地域生活支援事業は、自立支援給付事業（介護給付・訓練等給付・地域相談支援給付等）では補う
ことのできないサービスについて、本市の実情に応じて、次のような障がい福祉サービスを提供して
いる。なお、サービスの利用にあたっては、「自立支援給付」と同様に原則１割の利用者負担となる
が、その負担は所得等に配慮した負担（応能負担）となっている。 

１ 相談支援（国・県・市） 

障がい者の相談支援業務を社会福祉法人半田市社会福祉協議会へ委託し、障がい者相談支援セン

ターを中心として、生活全般や就労などの相談に応じ、必要な情報の提供や助言、福祉サービスの

利用支援により、障がい者が地域で自立して生活していくために必要な援助を行った。また、基幹

相談支援業務として、困難ケースの対応等に関する総合的・専門的な相談支援を行うとともに、権

利擁護・虐待防止や地域の相談支援事業所のネットワーク体制の強化を図った。 

  ・事業費 37,701,139 円（平成 30年度 37,469,876 円） 

(1) 相談実績 

 障がい者の多様なライフスタイルやニーズに対する相談などを行うなか、毎月約 20 件の新た

な相談があり、このうち約半数が福祉サービスへと繋がった。子どもに関する相談と電話による

不安解消の件数が増加している。 

・相談方法 

相談方法等 相談件数 相談方法等 相談件数 

訪問 574 件 電子メール 156 件 

来所 366 件 個別支援会議 21 件 

同行 106 件 関係機関 493 件 

電話 7,235 件 その他 65 件 

合 計 9,016 件 

・相談内容 

相談内容 相談件数 相談内容 相談件数 

福祉サービス利用等 1,358 件 家計・経済 127 件 

障がい・症状の理解 59 件 生活技術等 78 件 

健康・医療 365 件 就労 1,578 件 

不安の解消・情緒安定 5,118 件 社会参加・余暇活動 68 件 

保育・教育 74 件 権利擁護 36 件 

家族及び人間関係 171 件 その他 134 件 

（※）１件で複数の相談趣旨あり 合 計（※） 9,166 件 
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(2) 就労支援実績 

 障がい者の一般就労を支援するため、企業における体験実習や働く上でのマナーやスキルの向

上を目的とした研修を実施し、35名の方が就職に結びついた。 

業種 就労人数 業種 就労人数 

事務 6 人 厨房 3 人 

清掃 6 人 介護・福祉 1 人 

製造 5 人 学童 1 人 

駐車場管理 3 人 品だし 1 人 

倉庫内作業 3 人 販売 1 人 

障がい者雇用ビジネス 
（農業） 

3 人 
商品組立・梱包 1 人 

プログラミング 1 人 

  合 計 35 人 

２ 日中一時支援（国・県・市） 

障がい者等の日中における活動の場の確保と、障がい者等を介護している家族の一時的な休息を

目的とし、日中、障がい福祉サービス事業所、障がい者支援施設の所在地等において、見守り、社

会に適応するための日常的な訓練等の提供を行った。 

事業内容 延利用回数 利用人数 事業費 

Ａ型：日中ショート 192 回 20 人 
1,782,513 円 
（867,304 円）

Ｂ型：地域デイ 4,803 回 163 人 
26,900,258 円 

（26,842,927 円）

※当該事業は平成 31 年４月から令和２年３月までの実施状況 
※事業費（  ）内は平成 30年度実績 

３ 移動支援（国・県・市） 

屋外での移動が困難な障がい者等に対して、社会生活上必要不可欠な外出及び余暇活動等の外出

支援を行うことにより、地域における自立生活及び社会参加の促進に努めた。 

事業内容 延利用時間 利用人数 事業費 

移動支援 9,673 時間 206 人 
25,353,465 円 

（25,248,000 円）

※当該事業は平成 31 年４月から令和２年３月までの実施状況 
※事業費（  ）内は平成 30年度実績 

４ 訪問入浴サービス（国・県・市） 

家庭で入浴することが困難な在宅の重度身体障がい者に対し、移動入浴車を派遣して、訪問入浴

サービスを行うことで、障がい者の心身機能の維持や身体の清潔の保持などに努めた。 

事業内容 延利用回数 利用人数 事業費 

訪問入浴サービス 822 回 13 人 
8,986,800 円 

（8,651,200 円）

※当該事業は平成 31 年４月から令和２年３月までの実施状況 
※事業費（  ）内は平成 30年度実績 

５ 体験的宿泊（国・県・市） 

地域において、自立した生活を営むことを希望する障がい者に居室を確保し、一人暮らしに向け

た体験的宿泊の場を提供した。 

事業内容 延利用回数 利用人数 事業費

体験的宿泊 136 回 34 人
700,482 円

（293,214 円）

※当該事業は平成 31 年４月から令和２年３月までの実施状況 
※事業費（  ）内は平成 30年度実績 
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６ 地域活動支援センター（国・県・市） 

障がい者等に対し創作的活動又は生産活動の機会を提供し、社会との交流の促進や地域生活の支

援を行った。当サービスは武豊町内の事業所をフリースペースとして位置づけ、近隣市町（半田市、

常滑市、武豊町、美浜町、南知多町）が事業費を負担している。 

事業内容 延利用回数 利用人数（延人数）
事業費 

[半田市負担分] 

フリースペース型 177 回 37 人 
590,000 円 

（674,000 円）

※当該事業は平成 31 年４月から令和２年３月までの実施状況 
※事業費（  ）内は平成 30年度実績 

７ 意思疎通支援（国・県・市） 

聴覚、言語機能その他の障がいにより、意思疎通を図ることに支障がある方に対し、手話通訳者

や要約筆記者の「派遣」及び「庁内窓口の設置」を行い、意思疎通の支援に努めた。 

手話通訳者派遣事業 手話通訳者設置事業 要約筆記者派遣事業 

派遣回数 132 回 設置日数 144 日 派遣回数 2 回 

派遣時間 234.5 時間 対応件数 163 件 派遣時間 16.25 時間 

事業費 
675,805 円 

（849,685 円）
事業費 

588,870 円 
（639,375 円）

事業費 
39,700 円 

（      0 円）

※事業費（  ）内は平成 30年度実績 

８ 障がい福祉サービス利用のための外国語通訳派遣 

   日本語の習得が不十分なために意思疎通ができず、障がい福祉サービスの利用等に支障がある方

に外国語通訳者の派遣を行った。（令和元年度からの新事業）

派遣回数 派遣時間 事業費 

4 回 6 時間 9,000 円 

９ 日常生活用具給付（国・県・市） 

障がい者等に対し、障がい者ゆえに必要となる各用具の給付を行うことで、日常生活の円滑化を

図ることができた。 

日常生活用具の種類 給付件数 

介護・訓練支援用具 特殊寝台、移動用リフト 等 6 件 

自立生活支援用具 
入浴補助用具、移動支援用具、頭部保護
帽 等 

23 件 

在宅療養等支援用具 
透析液加温器、たん吸引器、静脈血中酸
素飽和度測定器 等 

31 件 

情報・意思疎通支援用具 
携帯用会話補助装置、情報・通信支援用
具、人工喉頭 等 

23 件 

排泄管理支援用具 ストマ用装具、紙おむつ 等 1,092 件 

住宅改修費 居宅生活動作補助用具 0 件 

合 計 1,175 件 

支 給 総 額 
23,194,195 円 

（22,379,917 円）

※事業費（  ）内は平成 30年度実績 

10 職親委託（国・県・市） 

福祉に理解のある事業経営者等の職親による生活指導及び技能習得訓練等を行うことにより、知

的障がい者へ就労及び社会参加の機会を提供することができた。 

事業内容 利用者数 職親登録数 事業費 

職親委託 6 人 5 か所 
2,220,000 円 

（2,880,000 円）

※利用者数及び職親登録数は、令和２年３月 31日現在の人数 
※事業費（  ）内は平成 30年度実績 
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11 障がい者（児）バス運賃扶助及び障がい者（児）タクシー料金助成（市） 
半田市内の知多バス路線と半田市の地区路線バスの乗車料が無料になる「特別乗車証」及びタク

シー料金の一部を補助する「障がい者タクシー料金助成利用券（24 枚券）」を交付することにより、
障がい者（児）の社会参加の促進と経済的負担の軽減に努めた。 

障がい者（児）バス運賃扶助事業 障がい者（児）タクシー料金助成事業 
交付枚数 1,359 枚 交付冊数 391 冊 

内
訳 

障がい者(児) 805 枚 利用回数 4,178 回 
介護者 554 枚 利用できる会社 26 事業者 

事業費 
6,258,976 円 

（10,652,669 円）
事業費 

3,490,640 円 
（3,561,480 円）

※バス特別乗車証の有効期限は令和元年 10月１日から令和３年９月 30 日まで。 
交付枚数は令和２年３月 31 日現在。 

※交付対象者は障がい者手帳の種別及び等級によって異なる。 
※各事業の事業費（  ）内は平成 30年度実績 

12 高額障がい福祉サービス費（市） 
障がい福祉サービス等を利用した際に支払った自己負担額の合計が、世帯の所得に応じて定める

利用者上限負担月額を超えた場合に、高額障がい福祉サービス費として還付支給することにより、
利用者の経済的負担の軽減に努めた。 

申請件数 事業費 

232 件
814,165 円 

（1,097,772 円）

※当該事業は平成 31 年４月から令和２年３月までの実施状況 
※事業費（  ）内は平成 30年度実績 

■ 生活困窮者自立支援事業〔生活援護課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 制度の周知や関係機関との連絡体制の強化を図り、成果指標である「相
談支援件数」や「自立支援プランの作成件数」の増加につなげることができた。
また、個々のケースにおいても、法に定めるすべてのメニューが整ったことか
ら、これら支援メニューを活用しつつ、関係機関等との連絡調整や支援方針の
共有を継続的に実践し、状況に合わせた適切な相談支援を実施した。 
とりわけ令和元年度においては、生活困窮者自立支援事業の改善を図るため、

専門スタッフによるコンサルタントサービス（厚労省委託事業）を活用し、自
立相談支援事業や就労準備支援事業の専門的な助言を受け、望ましい事業展開
について理解を深めることができた。このほか、新たに無料職業紹介事業やひ
きこもりの相談支援を本格的に開始するなど、“支援の幅”を広げるための仕組
みづくりに取り組むことができた。 
今後の方針 ひきこもり支援の強化・推進を図るため、対象世帯へのアウトリー
チを含め、早期発見・早期介入を実現していく。困窮世帯の就労支援において
は、認定就労訓練事業の利用斡旋が自立相談支援機関の責務とされることから、
令和２年度に新たに作成予定の啓発資材を活用して同事業の認定事業所を増や
すとともに、必要に応じてその利用の促進を図っていく。 
なお、新型コロナウイルスの影響により、令和２年３月から相談者が増え始

めていることから、住居確保給付金を始め、社会福祉協議会が実施する緊急小
口資金等の個人向けのコロナ対策（支援メニュー）を案内するなどし、減収者
や離職者に対する丁寧な相談支援に努めていく。 

改善推進

成果指標 目標値 実績値

相談支援件数 180 件 238 件

自立支援プランの作成件数 40 件 41 件 

○生活困窮者自立相談支援 

生活困窮者の相談に幅広く対応し、生活保護に至る前の段階から早期に支援を図ることにより、生 

活困窮状態からの自立につながるよう継続的に支援した。相談内容に応じ、給付が得られる他の機関

につないだり、助言等をもって相談者の自立に向けた活動を促したり、他の相談支援機関と協力して

包括的な相談支援にあたるなど、相談者に寄り添った支援を提供した。 

＜相談支援実績＞ 238 件 
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○住居確保給付金 
  離職などにより住居を失った方または失うおそれの高い方に、就職に向けた活動をすることなどを

条件に、一定期間（原則３か月 最大９か月）、家賃の一部を支給した。 
＜支給実績＞  11 件（延べ 29 か月分） 支給額 799,600 円 

○家計改善支援事業 
 家計の状況を「見える化」し、家計収支を客観的に把握して将来の生活の見通しを立てることによ
り、継続的に安定した生活を維持・改善できるよう支援した。 
＜相談支援延数＞ 72 人 （うち支援プラン決定数 12 件）

○就労準備支援事業 
 早期の一般就労を目指すことが難しく、段階的な支援を必要としている方を対象に、将来的な一般
就労に向け、日常生活自立、社会生活自立、就労自立といった相談者の段階に合わせた支援を行った。
また、多様な就労機会（直ちに一般就労が困難な者に対する支援付きの就労の場など）の拡大を図る
ため、職場見学や体験就労などを受け入れてくれる企業等への訪問を行った。 
＜相談支援延数＞ 35 人 （うち支援プラン決定数 ４件）

○一時生活支援事業 
  ホームレス等の生活困窮者に対するセーフティネット機能の担保のため、福祉的な支援を行う上で、

緊急に保護を必要とする者を一時的に入所させ、食住等の日常生活に必要な支援を提供した。 
 ＜支援実績＞ ５件・49 日 

■ 成年後見利用促進事業（国・県）〔地域福祉課〕
認知症、精神障がい及び知的障がい等により物事を判断する能力が十分でない者の権利と財産を守

る成年後見制度の理解と利用を促進した。 
実施にあたっては、知多地域の５市５町が共同で特定非営利活動法人知多地域成年後見センターへ

事業委託し、悪徳商法や預貯金搾取事件などの被害を未然に防ぎ、安心して暮らすことができる地域
づくりに努めた。なお、受託事業者により、半田市内で月２回（第３・４木曜日）の巡回相談を実施
している。 

○令和元年度実績 

半田市分実績
年度別実績件数

H29 年度 H30 年度 R1 年度 

新規相談・支援件数 550 件 370 件 402 件

受任者後見業務件数 8,247 件 8,189 件 8,938 件 

市長申立取扱い件数 8 件 12 件 11 件 

■ 後期高齢者医療助成事業〔国保年金課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 後期高齢者を対象とした健康診査について、受診率は 59.12％と 0.36 ポイン
ト減少し目標受診率は達成できなかったものの、令和元年度の受診率は愛知県下３
位であり、被保険者に対する健診の必要性の周知と高い受診率の維持、疾病の早期
発見・早期治療による医療費の抑制においては十分な成果があった。また、頻回受
診者への訪問指導を実施したほか、費用対効果が見込める一部の被保険者に対して
先発医薬品と後発医薬品（ジェネリック医薬品）との差額通知を送付、後期高齢者
医療制度への新規加入者へジェネリック医薬品希望シールを配布するなど、ジェネ
リック医薬品を推奨する等の医療費の適正化に取り組んだ。
今後の方針 高齢者医療費が年々増加する中で、ジェネリック医薬品普及の更なる
促進による医療費の適正化・節減を図るほか、頻回受診者への訪問指導を継続的に
実施し医療費の適正化に取り組む。健康診査については、通院者へ勧奨してもらう
など医師会との連携や、高齢者が多く集まる各種イベント等での啓発を強化し、更
なる周知と受診率の向上に努め、より多くの被保険者に疾病の早期発見、早期治療
を促し、医療費の抑制を図る。 

改善推進

成果指標 目標値 実績値

後期高齢者医療健康診査受診率 60.00％ 59.12％

目 予算現額 決算額 執行率 

２ 老人福祉費 

千円

2,858,995

千円

2,806,904

％

98.2
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高齢者の医療の確保に関する法律第125条の規定による被保険者の健康の保持増進のために必要な
事業として半田市医師会に委託し、健康診査を実施した。決算額 94,742,513 円（前年度 92,143,670
円）、受診者数は 8,777 人（前年度 8,549 人）で受診率 59.12%となり、決算額、受診者数とも増加し
たが、受診率は前年度（59.48%）を 0.36 ポイント下回った。 
今後も、健康診査の必要性を十分に周知し、受診率の向上に努めるとともに、ジェネリック医薬品

の利用促進、頻回受診者への訪問指導等を実施し、医療費の適正化に取り組む。

健康診査の実施状況 

実施期間 対象者数 受診者数 受診率 

令和元年 5月 27 日～令和元年 10 月 15 日 14,846 人 8,777 人 59.12％ 

後期高齢者医療にかかる療養給付費負担金は、現年度分 918,018,000 円（前年度 907,102,000 円）
で、前年度比 1.2％増であった。この療養給付費負担金は、現役並み所得者を除く被保険者における
療養の給付に要する費用の額から一部負担金を控除した額、及び入院時食事療養費等の支給に要する
費用の額の合計額（負担対象額）について、市町村が 12分の１に相当する額を負担するものである。 
また、愛知県後期高齢者医療広域連合の経費にかかる市町村負担金は、19,484,715 円（前年度

26,952,177 円）で、５年に１度のサーバー等の機器更新があった前年度と比較して、27.7％の減であっ
た。 

■ 後期高齢者医療事業特別会計繰出金〔国保年金課〕 
一般管理費及び賦課徴収費にかかる後期高齢者医療事業特別会計への事務費繰出金は、8,124,303

円（前年度 9,232,992 円）で、前年度比 12.0％の減となった。減少の主な要因は、前年度に窓口用端
末機器の更新があったことによるものである。また、低所得者及び被用者保険の旧被扶養者にかかる
保険料軽減分を負担する保険基盤安定繰出金は、旧被扶養者の軽減が縮小されたものの、前年度に続
き低所得者にかかる保険料軽減判定所得が引き上げられたことなどから 214,130,188 円（前年度
213,966,089 円）で、前年度比 0.1％の増となった。 

■ 老人クラブ活動助成事業〔高齢介護課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 老人クラブの活動を支援することにより、地域の高齢者の健康増進、仲間づ
くり、介護予防等につながった。一方で、会員数は減少傾向にあり、役員の担い手
不足や高齢化から役員１人当たりの負担が増加しているクラブもあるなど課題が残
る。 
今後の方針 高齢者が地域での生きがいを見つけ、健康づくりを増進できる老人ク
ラブの魅力を発信できるようＰＲ活動に協力し、会員数増加につながるよう取り組
む。また、役員の負担軽減について半田市老人クラブ連合会や社会福祉協議会（市
老連事務局）と協議していく。

改善推進

成果指標 目標値 実績値

半田市老人クラブ連合会の会員数 5,256 人 5,076 人

高齢者の知識・経験を活かし、生きがいと健康づくり活動を推進するために老人クラブに助成金を
交付することで、老後の生活を健全で豊かなものとするとともに地域社会における交流を促進するこ
とができた。 

老人クラブ数   102 クラブ（前年度 106 クラブ） 
会員数       5,076 人（前年度 5,256 人） 
事業費     6,042,720 円（前年度 6,061,860 円） 

■ 長寿訪問等事業〔高齢介護課〕
多年にわたって社会に貢献してきた高齢者を敬愛し、長寿を祝福するために市長始め三役、市幹部

職員、市議会議員が直接対象者を訪問して長寿祝金を贈った。なお、令和元年度から対象者を数え 100
歳以上から満 100 歳及び最高齢者（男女各１名）に、また数え 88 歳の方への祝金を半田市カタログ
ギフトに変更した。 

対象年齢 数え 88 歳        対象者 544 人（前年度 543 人） 
       数え 99 歳        対象者  44 人（前年度 35 人） 
       満 100 歳        対象者   15 人（前年度 数え 100 歳以上 71 人） 
       最高齢者（男女各１名） 対象者  ２人 
  祝品（半田市カタログギフト）       2,702,592 円 
  祝金（１人あたり 10,000 円）     610,000 円（前年度 祝金 6,490,000 円） 
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■ 外出支援サービス事業〔高齢介護課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 一般の公共交通機関を利用して外出することが困難な 65 歳以上の高齢者に
対し、経済的負担を軽減することができた。利用者数は年々減少していたが、令和
元年度は、相次ぐ高齢者の事故を背景に社会全体で高齢者の運転免許証自主返納の
機運が高まり、平成 30年度と比較し利用者が 20人も増加した。高齢化率とともに、
外出支援のニーズは高まっている。 
今後の方針 引き続き現行の制度を継続することで、外出することが困難な高齢者
に対する経済的負担の軽減を実施していく。また、一般高齢者の外出支援について
は、高齢者が自家用車に依存しなくても生活できる環境整備のためのモデル事業「愛
知県高齢者移動支援推進事業」として愛知県が令和２年度から実施し、本市が選定
されたため、関係課と連携を図り推進する。 

改善推進

成果指標 目標値 実績値

外出支援サービス利用者数 156 人 180 人

公共交通機関を利用しての外出が困難な高齢者等に対し、タクシーの基本料金の９割分を助成する
ことで、高齢者の閉じこもり防止や通院などの支援を実施した。 

 利用者     180 人（前年度 160 人） 
 利用回数   1,873 回（前年度 1,851 回） 
 事業費  1,260,500 円（前年度 1,263,100 円） 

■ 老人ホーム入所事業〔高齢介護課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 入所措置を要する方に対しては、入所判定委員会に諮り、適切な入所措置を
実施した。また、入所後も施設と随時連絡を取り合い、状況を把握するとともに個
別の状況に応じた支援を実施することができた。 
今後の方針 真に措置の必要な者について適切に入所措置を行っていく。また、入
所者の高齢化に伴い、介護が必要となる割合が増加しているため、施設との調整会
議等により入所者の状況把握を行い、状態によっては介護施設への入所を勧め適正
な支援に努める。

現状維持

経済的及び環境的な理由等により在宅生活が困難な高齢者を１名措置した。措置入所後は、施設運
営者との調整会議を毎月開催し、入所者の状況を把握して必要に応じて対応することができた。また、
在宅高齢者短期介護（ショートステイ）事業として、一時的に家庭で養護を受けることができない高
齢者４名（前年度 12 名）を延べ 41日間（前年度 433 日間）養護した。 

令和元年度月別措置者の状況(各月初日現在)                  （単位：人） 

   月別 
 区分 

４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ 計 月平均 

男 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 108 9 

女 19 20 20 20 20 20 19 19 18 18 18 18 229 19.1 

計 28 29 29 29 29 29 28 28 27 27 27 27 337 28.1 

※令和元年度 入所者平均年齢 81.5 歳（平成 31 年３月 31 日現在） 

■ 高齢者能力活用推進事業〔高齢介護課〕

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 半田市シルバー人材センターは、就労意欲のある高齢者に対しても、サービ
スを提供される市民に対しても重要な役割を担っている。市主催のイベントでブー
ス出展を行うなど会員数拡大に向けた取り組みを行うも会員数・就業件数ともに減
少した。 
今後の方針 理事会を通じて会員数・就業件数の拡大のため、新しい事業の実施等
について検討・協議していく。 

改善推進

成果指標 目標値 実績値

会員数 550 人 483 人 

会員の就業件数 5,500 件 4,677 件 
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長年の経験や能力を活かして自らの生きがいの充実や社会参加を希望する高齢者の就業機会の増
大と福祉の向上を図ることを目的として、半田市シルバー人材センターに補助金を交付した。 
令和元年度は、会員数・就業件数ともに減少しており、今後も定年の延長などで会員数の確保が難

しくなっていくため、事業所等からの就業依頼に対応できるよう会員拡大につながる支援をしていく。 

補助金額     13,173,276 円（前年度 13,173,615 円） 
会員数         483 人（前年度 497 人） 
就業件数       4,677 件（前年度 5,038 件） 
受注契約金額  216,923,814 円（前年度 214,782,257 円）

■ 地域ふれあい施設事業〔地域福祉課〕
地域の高齢者や子ども達が自由・気軽に利用できる地域交流拠点であり、また、家に閉じこもりが

ちな高齢者やひとり暮らし高齢者が外出する機会となる介護予防拠点である施設を地域が整備する
際に、その施設整備費及び管理運営費（５年間）を助成している。 
※令和２年３月は新型コロナウイルス感染予防のため全施設休館 

○令和元年度実績（利用者数等） 

施設名 開設年月 延年間利用者数（内訳） 

やなべふれあいセンター H18 年 11 月 19,735 人 （大人 19,732 人・子ども ３人）

さくらの家 H21 年 1 月 5,075 人 （大人 4,867 人・子ども 208 人）

かりやど憩の家 H24 年 11 月 17,363 人 （大人 17,006 人・子ども 357 人）

フレンド乙川 
H15 年 9 月 

H26 年 1 月移転 
12,155 人 （大人 12,138 人・子ども 17 人）

有脇ふれあいセンター H28 年 4 月 7,313 人  

■ 後期高齢者福祉医療費給付事業〔国保年金課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 一定の障がいのある高齢者等の医療費自己負担分の助成を適正に行い、経済
的負担軽減による生活の安定と健康保持を図った。また、対象者は高齢で障がいの
ある方等のため、受給者証一斉更新の際の手続きを返信用封筒を使用して郵送で行
えるようにするなど、手続きに係る負担の軽減に努めた。 
今後の方針 今後も現行の制度を維持継続しながら、高齢化社会の進展の中で、障
がいのある高齢者を始め真に医療費に対する援助を必要とする高齢者を取り巻く社
会情勢などを注視しながら、事業内容の検証を行っていく。また、手続きにかかる
負担を少しでも軽減できるよう、事務処理方法の改善を行っていく。

現状維持

令和元年度の決算額は、189,119,347 円（前年度 182,552,933 円）で前年度比 6,566,414 円、3.6％
の増であった。高額療養費の返還金（戻入金）が約 490 万円増額したものの、医科の入院が約 670 万
円、医科の通院が約 290 万円、訪問看護が約 120 万円の増額となったため、全体として助成額が増加
した。 
今後も、受給資格要件の確認や医療機関等からの請求の適否チェックを確実に行うなど、適正な事

業運営に努める。 

○受給対象者（令和２年３月末現在）             （単位：人） 

区 分 県補助 市単独 合 計 

障  が  い  者 1,594 0 1,594 

戦 傷 病 者 0 0 0 

母子・父子家庭 0 0 0 

精 神 保 健 法 0 0 0 

結 核 予 防 法 0 0 0 

ひ と り 暮 ら し 0 16 16 

ねたきり高齢者 70 0 70 

認 知 症 高 齢 者 2 0 2 

精 神 障 が い 者 171 38 209 

合 計 1,837 54 1,891 
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187,140千円
177,286千円

176,648千円
182,553千円

189,119千円

50,000千円

100,000千円

150,000千円

200,000千円

250,000千円

H27 H28 H29 H30 R1

後期高齢者福祉医療費助成額

○医療費助成実績（県補助対象分・補助率 １／２) 

区 分
補 助 
区 分 

月平均受給
対 象 者

（人）

延 受 給 
対 象 者 
   (人)

延 受 給 
件    数 
   (件)

一人当たり
受 給 件 数 
   (件)

助 成 額

    (円) 

一人当たり 
助 成 額 
   (円) 

後期高齢
者福祉医
療 

県補助 1,851  22,213   64,352     34.77  187,066,569  101,062 

市単独       59     704    1,350      22.88     2,052,778      34,793 

■ 介護保険事業特別会計繰出金〔高齢介護課〕

高齢者の介護を社会全体で支える介護保険制度を運営す

るための介護保険事業特別会計に対し、介護保険法第 124 条

に基づき、介護給付及び予防給付に要する費用（法定給付費） 

の 12.5％に相当する介護給付費繰出金 965,998 千円（前年

度 920,450 千円、4.9％増）、職員給与費等繰出金 131,658 千

円（前年度 130,882 千円、0.5％増）、事務費繰出金 56,893

千円（前年度 44,454 千円、27.9％増）、介護保険低所得者保

険料軽減繰出金 38,127 千円（前年度 12,127 千円、314.3％

増）を繰り出した。 

また、地域支援事業のうち介護予防・日常生活支援総合事

業に要する費用の 12.5％に相当する 30,530 千円（前年度

29,639 千円、3.0％増）、包括的支援事業・任意事業に要す

る費用の 19.25％に相当する 26,480 千円（前年度 26,568 千

円、0.3％減）を繰り出し、総額で 1,249,686 千円（前年度

1,164,120 千円、7.4％増）となった。 

介護保険事業特別会計繰出金の推移                     （単位：千円） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

介護給付費繰出金 842,248 879,220 902,686 920,450 965,998

地域支援事業繰出金 24,763 25,912 42,778 56,207 57,010

事務費繰出金 57,088 57,701 66,279 44,454 56,893

職員給与費等繰出金 131,771 133,856 133,004 130,882 131,658

介護保険低所得者保
険料軽減繰出金 

11,109 10,984 10,949 12,127 38,127 

合 計 1,066,979 1,107,673 1,155,696 1,164,120 1,249,686

10.7 11.1 
11.6 11.6 

12.5 
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■ 地域介護・福祉空間整備等事業〔高齢介護課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 平成 30 年度公募により決定した認知症対応型通所介護１施設の運営法人に
対し、補助金の交付を行なった。また、第７期の整備計画に基づき、地域密着型介
護老人福祉施設入所者生活介護及び（看護）小規模多機能型居宅介護の設置・運営
事業者の公募を平成 30年度に引き続き実施したが、不調となった。 
今後の方針 施設整備等補助金について、令和２年度から新型コロナウイルス関連
の新規事業が追加されたため、申請・交付を随時行う。 
令和元年度に不調となった地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護及び（看護）
小規模多機能型居宅介護の設置・運営事業者の公募を再度行う。公募が再度不調と
なった場合には、整備計画の変更も含めて公募内容の再検討を行う。 
また、定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び地域密着型通所介護サービスについ
ては随時相談を受付ける。 

改善推進 

成果指標 目標値 実績値 

第７期整備計画 事業者選定数 ２施設 ０施設 

高齢者の独り暮らし世帯や高齢者のみ世帯については、今後も増加が予測されるため、介護が必要に
なっても住み慣れた地域で生活し続けられるよう、小規模な地域密着型施設を中心とした基盤整備を
図っていく。 

■ 国民年金事業〔国保年金課〕

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 法定受託事務に基づき、国民年金第１号被保険者に関する資格・裁定・死亡・
免除等の各種届出書等を適正に受理し、日本年金機構へ迅速に報告することができ
た。また、市報・パンフレット・ホームページ等にて広報を実施し、市民の制度に
対する理解を深めることができた。 
今後の方針 今後も年金制度についての市民からの相談に適切に対応するととも
に、被保険者の年金記録に早く反映されるよう届出書類等の受理及び報告を迅速に
行う。 

改善推進

令和元年度は日本年金機構のマイナンバー情報連携の本格運用開始に伴い、国民年金保険料免除・
納付猶予申請書及び学生納付特例申請書の様式変更が行われたため、事務費交付金を活用してシステ
ム改修を実施した。 
また、令和元年度に行った主な業務は次のとおりである。（ ）内は平成 30 年度の件数を表す。 

○国民年金の適用関係事務 

  １ 資格の取得、喪失、種別の変更、氏名・住所の変更等に関する届出書の受理  （単位：件） 

新規取得 426 （710) 資格訂正・取消      3   (  2) 

再取得 1,964 (2,050) 資格追加   1    (  1) 

資格喪失   99 ( 53) 法免該当 110 (108) 

氏名変更 8 （ 8) 法免消滅 11 ( 23) 

住所変更・転居 20 （ 22) 産免該当 70 (  0) 

転入 12 （ 22) 基礎番登録等 30 ( 25) 

転出 33 （ 61) 転入事実調査 22   ( 40) 

取得・転出取消 0 （  1) その他 394 (284) 

合 計 件 数  3,203  (3,410) 

    ※平成 31年４月より産前産後期間の保険料免除制度が開始された。 
    ※マイナンバー情報連携により、令和元年 10月から 20歳到達の１号被保険者を日本年金機構

が資格取得処理することになり、市や年金事務所への加入届出が不要となった。 

目 予算現額 決算額 執行率 

３ 国民年金事業費 

千円

18,810

千円

18,734

％

99.6
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２ 任意加入および資格喪失の申出の受理（単位：件） 

高齢任意加入 43  （35） 

３ 国民年金手帳の再交付申請の受理    （単位：件） 

手帳再交付 92  （96） 

  ４ 保険料免除・納付猶予申請及び学生納付特例申請の受理（単位：件） 

免除・納付猶予申請 3,917   （4,202） 

学生納付特例申請 1,007  （1,320） 

５ 付加保険料納付加入及び辞退       （単位：件） 

付加保険料加入 207    （139） 

付加保険料辞退 0    （  0） 

○国民年金の給付関係事務  

  １ 受給権者からの裁定の請求その他給付にかかる申請等の受理        （単位：件） 

老齢基礎年金    8 （ 9） 状態確認届 38   （66）

障がい基礎年金    44 （35） 年金証書再交付       41   （30）

遺族基礎年金  0 （ 0） 氏名変更        3   （ 2）

寡婦年金 0 （ 1） 源泉徴収再交付        0   （ 3）

死亡一時金 13 （ 5） 払込通知書再発行        2   （ 1）

未支給年金 57 （86） 年金受給選択申出書        0   （ 1）

受給権者死亡届 9 （17） その他       10   （12）

住所・口座変更届 103 （104） 老齢福祉年金関係   0   （ 0）

合 計 件 数      328  （372）

２ 年金生活者支援給付金の請求 （単位：件） 

請求書受理件数 91   （ 0） 

    ※令和元年 10 月より年金生活者支援給付金制度が開始された。 

○制度周知に関する広報 ……………… 市報６回掲載 

○20 歳到達者の情報提供 ……………  590 件（1,355） 
※マイナンバー情報連携により、令和元年 10月から 20歳到達者で日本国籍を有する者は、情報提
供が不要となった。 

■ 福祉センター管理運営事業〔地域福祉課〕

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 新型コロナウイルス感染症の影響により３月は閉館となったが、高齢者・障
がい者の方々の交流・活動の拠点としての役割を果たし、地域福祉の増進を図るこ
とができた。施設管理については、老朽化した会議室の机・椅子を更新し、利用者
が気持ちよく使用できるよう取り組んだ。 
今後の方針 利用者の減少が続いており、施設の有効利用を図るため利用促進を図
る必要がある。また、施設の老朽化に伴い、様々な不具合が発生しているため、運
営委託先の半田市社会福祉協議会による日常的な見回りや設備の定期点検を行い、
利用者が安全安心して利用できるよう取り組む。 

改善推進

成果指標 目標値 実績値

延べ利用者数 78,000 人 62,338 人

目 予算現額 決算額 執行率 

４ 福祉センター費 

千円

23,568

千円

23,169

％

98.3
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身体障がい者福祉センター、老人福祉センター、ひとり親家庭福祉センターの運営を社会福祉法人
半田市社会福祉協議会へ委託し、各種相談の対応や行事等の実施により施設の利用を促進し、身体障
がい者や高齢者、母子家庭及び父子家庭などの方の福祉の増進を図った。
半田市福祉センター運営委託料     4,449,000 円 

〇令和元年度実績 

施設名 部屋名 利用団体数 利用者数 

老人福祉センター 

教養娯楽室 1 286 件 4,675 人

教養娯楽室 2 13 件 4,442 人

集会室 261 件 2,944 人

浴室（男）  4,595 人

浴室（女）  3,769 人

身体障がい者福祉センター 
作業室 246 件 7,469 人

社会適応訓練室 262 件 3,589 人

老人福祉センター 

身体障がい者福祉センター 

社会適応訓練室 

集会室 
107 件 2,513 人

日常生活訓練室 

機能回復訓練室 
 17,747 人

ひとり親家庭福祉センター 

技能修得室 131 件 868 人

保育室 103 件 2,255 人

第 3会議室 384 件 7,472 人

合 計 1,793 件 62,338 人

     ※利用者数は、団体で利用した人数と個人で利用した人数の合計 

■ 亀崎地域総合福祉センター運営事業〔地域福祉課〕

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 亀崎地域総合福祉センターの運営を委託する亀崎地区コミュニティ推進協
議会や地域の方たちと連携し、介護予防等の高齢者向けの企画を積極的に実施し、
亀崎地域における福祉向上に資することができた。施設の老朽化を考慮して、定期
点検だけでなく日常点検を確実に行い、不具合箇所等があれば早急に対応し、地域
の方たちが安全安心して利用することができるよう取り組んだ。 
今後の方針 高齢者の交流・活動の拠点として、利用者のニーズや現状を把握し、
適正な管理・運営を図る。本施設は、改築後 27年経過しており、施設の老朽化が進
んでいるため、設備等の維持管理に取り組むとともに、将来的な施設のあり方を検
討する必要がある。 

改善推進

成果指標 目標値 実績値 

利用者数 80,000 人 103,329 人 

地域における高齢者、心身障がい者、母子（父子）家庭、寡婦などの方の福祉向上のため設置され
た亀崎地域総合福祉センターの管理運営を亀崎地区コミュニティ推進協議会に委託した。高齢者を始
めとした地域の多くの方々の憩いの場として活用を図ることができた。 
開館日数 259 日 年間総利用者数 103,329 人（登録者数 3,218 人：令和２年４月１日現在） 
半田市亀崎地域総合福祉センター運営委託料     3,861,571 円 

■ 国民健康保険事業特別会計繰出金〔国保年金課〕 
国民健康保険の安定した財政運営のため、保険基盤安定制度分（保険税軽減及び保険者支援）

438,294 千円（前年度 451,686 千円）を含め、503,153 千円（前年度 522,846 千円）を一般会計から
繰り出した。 

目 予算現額 決算額 執行率 

５ 国民健康保険費 

千円

615,291

千円

592,158

％

96.2
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                                          （単位：千円） 

項          目 令和元年度（Ａ） 平成 30 年度（Ｂ） 比較（Ａ）－（Ｂ）

財政安定化支援 28,169 25,176 2,993 

事    務    費 15,748 22,525 △6,777 

出産育児一時金 20,942 23,459 △2,517 

保険基盤安定制度分（軽減） 273,067 281,877 △8,810 

保険基盤安定制度分（支援） 165,227 169,809 △4,582 

合          計 503,153 522,846 △19,693 

繰出金の推移

項２ 児童福祉費

■ 家庭児童等相談事業（市）〔子育て支援課〕

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 家庭児童相談員は適宜研修を受け、各々のスキルアップに努めている。今年
度はゲーム依存など、子どもや親の依存についての研修を受け、相談対応の中で活
かしている。今後も研修を受け、相談対応に活かしていく必要がある。
今後の方針 家庭での対応が困難な子ども（重度な知的障がいを抱えコミュニケー
ションがとれない、発達障がいを抱え学校生活がおくれない）がいる家庭や、精神
疾患をもつ親へ適切に支援するため、今後も研修等を受講し、相談員のスキル向上
に努める。 

現状維持

家庭や家族を含め子どもに関わる諸問題に関し、家庭児童相談員が相談内容に応じた助言や支援を
行った。その実績は、訪問 779 件、電話 2,925 件、面接 431 件と増加している。子ども、家族、家庭
の抱える問題は、複雑かつ多岐にわたり困難な事例が増加している。児童虐待の未然防止や早期対応
のためにも引き続き適切な支援に努める。 

  また、ＤＶなどの悩みを抱える女性への相談支援を行った。相談件数は 28件で、そのうち一時保 
護に至った件数は２件であった。なお、ＤＶの被害者支援のため庁内関係課はもとより、庁外関係機 
関を含めた連絡会議を開催し連携強化に努めている。 

目 予算現額 決算額 執行率 

１ 児童福祉総務費 

千円

309,236

千円

298,678

％

96.6
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■ 要保護児童対策事業(国・市)〔子育て支援課〕

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 要保護児童対策地域協議会の適切な運営のため、積極的に研修等に参加し、
調整機関の体制強化に努めた。また、関係機関向けの研修内容を見直し、参加者に
虐待についての理解をさらに深めてもらうことができた。保護者向けの研修につい
ては、私立幼稚園で実施を試みたが調整がつかなかったため、来年度以降の開催に
向け調整していく必要がある。 
今後の方針 今後も要保護児童対策地域協議会の適切な運営に向け、研修等を受講
し、フィードバックを行うことで調整機関の体制強化を目指す。関係者向け研修、
保護者向け研修については、今後も多くの支援者や保護者に受講いただけるよう、
内容を精査し、実施していく。 

現状維持

児童虐待に関する通告を受理した際は、要保護児童対策地域協議会調整機関（事務局：子育て支援
課）が関係機関と連携して、児童の安否、健康状態の確認を第一に行い、保護者との面接に際しては
わずかな異変も見逃さないよう留意して、適切な養育環境となるよう指導助言に努めた。 
知多児童・障害者相談センター、警察署、保健所、保健センター、幼児保育課、教育委員会、主任

児童委員等が参加する実務者会議（毎月１回開催）では、児童虐待の未然防止や要保護児童等へのそ
の後の支援（援助）方針などを協議した。また、特に支援が必要な事案は、関わりのある機関による
ケース検討会議（12 回）を開催し、具体的な支援（援助）内容や方針を協議し、その子どもや家庭へ
の適切な支援に努めた。 

〇児童虐待通告件数（種類別人数）                  （単位：人） 

身体 心理 性 ネグレクト その他※ 計 
37 26 0 23 26 112 

                        ※通告はあったが、虐待としなかったもの。 

〇要保護児童対策地域協議会調整機関（事務局）活動実績 

活動内容 件数 
虐待通告 71 件 
訪問（家庭訪問・関係機関訪問） 2,355 件 
電話（相談・関係機関調整） 5,448 件 
面接（相談） 415 件 

■ 子どもの貧困対策事業（国・県・市）〔子育て支援課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 常設学習・生活支援事業について、令和元年度から対象世帯を拡充（H30以
前：生活保護世帯・児童扶養手当受給世帯→R01：就学援助受給対象世帯）し、44
名の登録があった（対象拡充による増加４名。）。利用者アンケート結果からも、「わ
からない・教えて」と言えるようになったと回答した児童の割合が８割を超えるな
ど事業の実施により好影響を与えていることが分かった。 
出席率が 61.3％であったため、欠席者に対するアプローチ方法等を工夫し、出席率
を上げる必要がある。 
今後の方針 令和２年度から実施会場を増設する（常設：２会場→３会場、長期休
暇：２→３会場）。 
常設学習・生活支援事業について欠席者（特に長期欠席者）に対して、保護者、学
校等と連携しながら出席を促すことにより、出席率向上を図っていく。 

拡充推進

成果指標 目標値 実績値

常設学習支援事業の出席率 80.0％ 61.3％ 

○子どもの学習・生活支援事業（常設学習・生活支援事業） 
   貧困の連鎖の防止を目的として就学援助受給対象世帯の中学生を対象に、学習の支援、生活相談、

社会性を育むためのイベント等を実施した。 
・受講者：44 名（うち児童扶養手当受給世帯 40 名、市民税非課税世帯１名、生活保護基準額の
1.3 倍以下の収入の世帯３名） 

・実施箇所数：２会場 
・実施回数：各会場で週１回、年 47 回（※）開催 
 ※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、令和２年３月は開催中止。 
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○子どもの学習・生活支援事業（長期休暇学習・生活支援事業） 
   学校の長期休暇中における子どもの居場所の提供や学習の支援を実施した。 

             上段：開設日数、下段：参加児童数 

場所（団体名） 
夏休み 

(7～8月) 
冬休み 

(12～1 月) 
春休み 
(3 月) 

合計 

岩滑（NPO 法人りんりん） 
10 日 

延 184 人 
3 日 

延 37 人 
実施なし 

13 日 
延 221 人 

半田（NPO 法人子どもたちの生き
る力をのばすネットワーク） 

3 日 
延 37 人 

3 日 
延 49 人 

実施なし 
6 日 

延 86 人 

※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、春休みは開催中止。

■ 保育園管理事務（国・市）〔幼児保育課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性 

評価 全保育園の運営を適正かつ円滑に実施することができた。人事評価の平均点
は、目標値に到達することが叶わなかったが、研修・講習会を通じ、保育士の資質
向上に努めた結果、質の高い保育を提供することができ、保護者からのアンケート
では、保育園等での教育・保育の満足度は目標値を上回る結果を出すことができた。
また、国の幼児教育・保育の無償化に対し、システム改修を含め適切に対応し、適
正な保育料等管理事務を行うことができた。 
今後の方針 引き続き各園毎に新保育所保育指針への理解の充実を図りつつ、今後
拡充していく保育園のこども園化に向け、人事交流を活発化していく。また、引き
続き保育士の階層毎の職務や役割をより明確化した研修や新人保育士に対する専門
員（再任用職員）の配置を実施するとともに、看護師や調理員向けの専門研修を実
施し、保育の質の向上と、保護者アンケートの実績値の向上を図る。 

改善推進 

成果指標 目標値 実績値 

保育士の人事評価（執務態度・能力評価）平均点 35.0 点 30.74 点 

保育園等での教育・保育の満足度（あてはまる又

はややあてはまる）の割合 
90.0％ 97.0％ 

各園において特色ある保育目標、保育計画を盛り込んだ「保育園経営案」を作成し、質の高い保育
の実施に努め、保育園を適正かつ円滑に運営することができた。保育士に対して、計画的に各種研修
を行い、また、引き続き専門員（再任用職員・園長経験者）による新人保育士向けの研修・指導を行
うことで、より一層の専門的知識・技術の習得を図り資質の向上に努めた。国の幼児教育・保育の無
償化に対し、システム改修を含め適切に対応し、適正な保育料等管理事務を行うことができた。 

今後も引き続き、保育士・看護師・調理員向けの研修・指導の充実に努め、保育の質の向上を図る。 

〇保育園職員研修の実施 
・市主催研修 
実施回数 340 回、参加延べ人数 1,365 人 
新任、中堅、主任保育士研修（公開保育）、障がい児担当保育士研修、医療研修（エピペン講
習、救急法）、復帰研修（育児休業中保育士向け）、潜在保育士研修、専門員巡回指導研修（新
任保育士）など 

・派遣研修 
   実施回数 22 回、参加延べ人数 75 人 

    現任保育士研修（園長、主任保育士研修等）、幼児教育夏季大学など 

〇多子世帯の保育料負担の軽減 
子育てをしやすい環境づくりの一環として、保育園に同時に入所している場合の２人目以降に係

る保育料の無料化等を継続実施し、３歳未満で 18 歳に満たない兄姉が２人以上いる児童に係る保
育料についても、所得に応じて無料または半額とする制度を継続して実施した。また、年収約 360
万円未満相当の世帯について、第２子の保育料を半額、第３子以降の保育料を無料とし、そのうち
ひとり親世帯等の場合、第１子の保育料を半額、第２子の保育料を無料とするなど、保護者の経済
的負担を軽減するとともに、安心して子育てができる環境づくりに努めた。 
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〇幼児教育・保育の無償化 
令和元年 10 月から、３歳児から５歳児を対象とした国の幼児教育・保育の無償化を実施し、子

育て世帯の経済的負担のさらなる軽減を図った。 

〇保育園開放「なかよし広場」事業 
家庭で子育て中の親子に保育園を開放することにより、育児の楽しさや悩みを話し合い、仲間づ

くりを行う機会を提供するなど、就園前の子どもに対する子育て支援に努めた。 
・実施園 10園（公立７園、私立３園）  年間延べ利用者数 2,247 人 

令 和 元 年 度  保 育 園 等 入 園 児 童 数（令和元年 10 月１日現在） （単位：人） 

区 分 
認可 
定員 

0 歳児 1歳児 2歳児 3歳児 4歳児 5歳児 合 計
年間児童数 

(各月在籍計) 

岩滑こども園（長時間）
  165 

 12  15  18  28  30  27  130  1,671 

  〃   （短時間） ― ― ―  12  10  10   32   416 

葵保育園   183 ―  10  13  37  43  34  137  1,782 

板山こども園（長時間）
  222 

  9  15  18  36  35  41  154  1,994 

  〃   （短時間） ― ― ―  19  17 12   48   613 

有脇保育園   136 ―  14  17  26  20  20   97  1,231 

平地保育園   216  12  20  24  39  42  39  176  2,295 

乙川保育園   212   9  10  13  49  50  48  179  2,319 

白山保育園   113 ―  15  18  20  16  10   79  1,029 

東保育園   238   9  20  25  50  38  47  189  2,399 

修農保育園   102 ―   8  12  13  14  13   60   781 

横川保育園   196 ―  10  26  40  39  44  159  2,043 

高根保育園   182 ―  10  12  19  18  24   83  1,057 

花園保育園   208 ―  10  18  58  45  49  180  2,336 

協和保育園   133   7  10  23  18  14  19   91  1,151 

岩滑北保育園   136 ―  15  23  25  29  29  121  1,617 

清城保育園   192   9  10  13  35  40  30  137  1,773 

公立保育所等 2,634  67 192 273 524 500 496 2,052 26,507 

半田同胞園保育所   280  18  40  42  60  58  52  270  3,453 

住吉こども園（長時間）
  115 

  3  16  14  26  18  23  100  1,298 

  〃   （短時間） ― ― ―   5   5   5    15   195 

のぞみが丘保育園    50  10  20  19 ― ― ―   49   643 

みらい保育園    75 ― ― ―  26  26  23   75    975 

あさひ保育園    30   5  15  15 ― ― ―   35   452 

私立保育所等   550  36  91  90 117 107 103  544  7,016 

花・はなベビーハウス    18   4  6  6 ― ― ―   16   196 

おひさま保育園    18   6  6  6 ― ― ―   18   222 

わかば保育園    18   6  5  6 ― ― ―   17   215 

くれよん保育園    18   6  6  5 ― ― ―   17   203 

私立小規模保育事業所    72 22 23 23 ― ― ―   68   836 

計 3,256 125 306 386 641 607 599 2,664 34,359 

・他市町村の保育所、事業所内保育施設（延べ 49人） 
・一時保育（９園で実施 延べ 6,585 人）  ・障がい児保育（16園で実施 延べ 1,122 人） 
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■ 病児保育事業（国・県・市）〔幼児保育課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性 

評価 病児保育事業の周知が進み、平成 30 年度から市外在住で市内在勤者の児童も
利用できるようになり、利用者が大幅に増加した。利用者増加に伴い、成果指標も
目標値を上回ることができた。引き続き、市の直営事業として運営や事務など適切
に行い、保護者の子育てと就労両立の支援を行う。 
今後の方針 保護者のニーズに応えて子育て支援ができるよう、施設利用登録者数
の少ない幼稚園を中心に、保育園・こども園・小学校・市内企業等を積極的に訪問
し、病児保育事業の周知を図り、市外在勤で市内在住者の児童も含め施設利用登録
者数の増加を目指す。 

改善推進 

成果指標 目標値 実績値 

病児保育新規利用登録者数 240 人 311 人 

病気の治療中または病気の回復期にあり、保護者の就労などにより家庭で保育できない児童を預か
る病児保育を半田市直営である病児保育施設「げんきの芽」において平成 29 年度より実施しており、
平成 30 年４月からは保護者が市外在住で市内在勤者の児童も対象に加えた結果、利用者も大幅に増加
し、保護者の子育てと就労の両立を支援することができた。 
・病児保育利用人数  延べ 481 人（うち市外在住で市内在勤者の児童は延べ 59 人） 

■ ふたば園管理運営事業（市）〔幼児保育課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性 

評価 心身等の発達に遅れがあると思われる児童や子育てに自信の持てない保護者
に対してきめ細かい対応に努め、適切な療育・子育て支援を行うことができた。新
型コロナウイルス感染症の影響や保健センターの健診後フォロー教室参加者数がわ
ずかに減少したことなどに伴い、保健センターからの紹介数は減少したものの（元
年度：36 人、30 年度：67人、29年度：57 人）、ふたば園入園率は目標値を達成する
ことができた。今後も施設見学時などにふたば園の役割を正しく理解してもらえる
よう努めるとともに、個々に応じた保育・教育施設や療育施設への入園や加配・通
級支援クラス等の支援体制に適切につないでいく。 
今後の方針 早期療育は重要であることから、園開放「ふたばであ・そ・ぼ」など
を通じ、保護者や関係機関と深く関わり、保護者にふたば園の役割を正しく理解し
てもらい、関係機関からの紹介児童等を入園につなげていく。また、療育を通じて
親子の関わりを深め、保護者が自分の子どもにあった具体的な関わり方を見つけて
いけるよう支援し、保護者同士の交流の機会の提供を行う。その他、保健センター
等からの紹介で発達に心配のある方を対象に施設見学を実施し、保健師とともに育
児相談を行う。 

改善推進 

成果指標 目標値 実績値 

ふたば園利用組数 50 組 40 組 

ふたば園入園率（紹介数に対する入園数） 75.0％ 75.0％ 
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親子で通園する施設として、心身等の発達に遅れがあると思われる児童（満１歳～２歳児）に対し、
療育の場を設け集団指導を行うとともに、保護者同士の交流や親子等の関わりが深まるよう、保育士
による子育て支援を行った。また、知多児童相談センター、障がい者相談支援センター、保健センター、
医療機関、児童発達支援センターつくし学園、保育園、幼稚園等との連携を図り、療育検討会を開催
するなど障がいの早期発見、早期療育に努めたことにより、保育園、幼稚園（特別支援学級含む）、
つくし学園等への就園につなげることができた。 
今後も、保護者にふたば園の役割を正しく理解してもらうため、施設見学や「ふたばであ・そ・ぼ」

の体験を促していく。 

令和元年度 年間入園児童数 

区    分 1 歳児 2 歳児 合  計 

児 童 数 10 人 30人 40 人 

年度別入園児童数 

  25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30年度 令和元年度

4月 1日現在 13 人 20 人 23 人 15 人 12 人 16 人 15 人 

年間児童数 53人 58 人 58 人 48 人 52 人 53人 40 人 

■ 保育園等公民連携更新計画策定事業（市）〔幼児保育課〕

事 務 事 業 評 価 事業の方向性 

評価 少子化、多様化する教育・保育ニーズ、待機児童対策等の課題を解決し、保
育・教育環境の充実・整備を図るため、「半田市保育園等公民連携更新計画」の策定
支援業務を民間業者に委託し、年４回開催した策定委員会にて計画をまとめた。さ
らに、作成した計画に対するパブリックコメントを実施し、提出いただいた意見を
参考に、策定委員会にて修正を加え計画を完成させた。 
今後の方針 策定した「半田市保育園等公民連携更新計画」を基に、公立保育園等
の「民営化」、公立保育園と公立幼稚園の統合による「こども園化」を進め、質が高
く多様な保育・教育サービスの提供と持続的な施設環境を整備していく。 

  終了 

成果指標 目標値 実績値 

保育園等公民連携更新計画の策定 100.0％ 100.0％ 

公立の保育園・認定こども園・幼稚園について、多様化する教育・保育ニーズ、低年齢児の待機
児童対策、少子化、施設の老朽化等の課題に対応し、より質の高い教育・保育の提供と施設環境の
整備を図っていく。
令和元年度は、平成 30 年度に「保育園等のあり方研究会」にて決定した「基本方針」を基に、「保

育園等公民連携更新計画」策定支援業務を専門的な技術力を有する事業者に委託した。建設コンサ
ルタントの専門的な視点を加えながら、策定委員会においてまとめた計画についてパブリックコメ
ントを実施し、「半田市保育園等公民連携更新計画」を策定した。

・保育園等公民連携更新計画策定委員会委員謝金      11,550 円 
・半田市保育園等公民連携更新計画策定支援業務委託  16,396,400 円 

■ 子ども医療費助成事業〔国保年金課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 中学校卒業までの医療費助成を適正に行うことにより、保護者の経済的負担
の軽減及び子どもの健康保持を図った。令和２年度から子ども医療費助成事業の対
象者を高校生等まで拡大するため条例改正や関係機関との調整に努め準備をした。
今後の方針 子どもの医療費に関しては、保護者による費用の一部負担も必要であ
るとの考えのもと、子育て支援策をさらに充実させるため、令和２年度からは中学
生と同様な助成方式で対象者を高校生等まで拡大し事業を進めていく。 

拡充推進

目 予算現額 決算額 執行率 

２ 児童福祉費 

千円

5,098,958

千円

4,881,686

％

95.7
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495,169千円
518,106千円

517,643千円
520,966千円

527,634千円

400,000千円

450,000千円

500,000千円

550,000千円

H27 H28 H29 H30 R1

子ども医療費助成額

令和元年度の決算額は 527,633,798 円（前年度 520,965,691 円）で前年度比 6,668,107 円、1.3％
の増であった。歯科が約 350 万円減少したものの、医科の入院、調剤及び訪問看護が合計で約 1,150
万円増加したことなどにより、支給額全体として前年度より増加した。また、医療保険者から支給さ
れる高額療養費の返還請求の徹底により、返還金（戻入金）を約 1,510 万円確保した。 
今後の事業運営にあたっては、令和２年度から実施する制度拡大により支給額の増加が見込まれる

ため、助成金のより適正な支給や返還金請求事務を徹底して行い、事業費の増加を少しでも縮減して 
いく必要がある。 

○医療費助成実績 （県補助対象分・補助率 １／２） 

区 分
補 助
区 分

月平均受給
対 象 者
   （人）

延 受 給 
対 象 者 
   (人)

延 受 給
件    数
  (件)

一人当たり
受 給 件 数 
   (件)

助 成 額

    (円) 

一人当たり
助 成 額
   (円)

未就学児 
入･通院 
小中学生 
入院 

県補助 6,281 75,369 121,869 19.40 265,673,276 42,298

小・中学生
通院 

市単独 9,010 108,122 118,973 13.20 261,960,522 29,074

※平成 28年４月診療分から中学生通院費の現物給付（市内の医療機関等のみ）を開始したことにより、
平成 27 年度から平成 28 年度の扶助費の伸びが大きくなっている。 

■ 児童手当支給費（国・県・市）〔子育て支援課〕 

家庭等における生活の安定と次代を担う児童の健やかな成長を図るという主旨のもと、中学校修了
前までの児童の養育者に対し手当を支給している。令和元年度は、次のとおり支給した。 

〇児童手当支給状況（受給者数及び対象児童数は年度末現在数） 
   ・受 給 者 数     8,708 人    ・対象児童数    14,423 人 

〇支給金額及び支給延べ児童数 

区       分 手当金額 支給延べ児童数 

0 歳から 3歳未満 一律 15,000 円 30,782 人

3 歳以上小学校修了前 第 1子・2子 10,000 円 88,734 人
第 3子以降 15,000 円 14,002 人

小学校修了後中学校修了前 一律 10,000 円 33,632 人

施設入所者等 3 歳未満 15,000 円 0 人
3 歳以上 10,000 円 562 人

所得制限額以上 一律 5,000 円 15,577 人

支給延べ児童数合計 183,289 人
手当支給総額 1,978,925 千円
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■ 児童扶養手当支給費（国・市）〔子育て支援課〕 

ひとり親家庭等の生活の安定と自立の促進に寄与し、児童の福祉の増進を図る目的で支給しており、
令和元年度の支給状況は次のとおりである。なお、平成 31 年４月以降は、消費者物価指数の変動に合
わせて児童扶養手当の月額が 1.0％引き上げられた。 

〇児童扶養手当支給状況（受給者数及び対象児童数は年度末現在数） 
   ・受給者数   1,073 人（全部停止者 133 人含む）   ・対象児童数  1,641 人 

〇支給金額及び支給延べ児童数 

区  分 支給延べ児童数 
全部支給 7,894 人
一部支給 5,864 人
第 2子加算 5,853 人
第 3子以降加算 1,759 人
支給延べ児童数合計 21,370 人

支給総額 575,558,090 円

■ 半田市遺児手当支給費（市）〔子育て支援課〕 
遺児の健全な育成と福祉の増進を図ることを目的として、その養育者に支給している。 

○半田市遺児手当支給状況（受給者数及び対象児童数は年度末現在数） 
   ・受 給 者 数    479 人         ・対象児童数       771 人 

○支給金額及び支給延べ児童数 
   ・支 給 金 額   28,880,000 円     ・支給延べ児童数   11,552 人 

■ 放課後児童健全育成事業（国・県・市）〔子育て支援課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 成岩小学校敷地内に新たに放課後児童クラブ施設の整備を行い、受け入れ需
要の増加への対応と児童の移動の安全確保を推進した。また、障がいのある児童の
利用希望の増加に対応し、各事業所が受け入れ体制を整えられるよう、支援員向け
に障がい特性を理解するための研修を実施した。さらに、放課後児童クラブの利用
児童の保護者を対象に、各クラブの評価アンケートを実施し、各クラブにおける課
題や保護者ニーズの把握を行った。今後も引き続き学校敷地内での公設民営化を推
進するとともに、市内民間事業所の保育料等利用料金の見直しや長期休暇のみの受
け入れの需要への対応が課題である。 
今後の方針 児童の受け入れ需要の増加への対応と児童の移動の安全確保のため、
放課後児童クラブ施設の学校敷地内での設置を推進する。また、保護者の経済的負
担感を軽減するため、保育料等保護者負担を見直す必要がある。引き続き、民間事
業所との協働・連携のもと、児童に放課後の安心安全な居場所を提供し、学齢期の
子どもの発達を保障し健全育成に努めていくとともに、「小１の壁」の解消や、子育
て中の保護者の就労支援を図る。 

拡充推進

成果指標 目標値 実績値

放課後児童クラブの登録児童数 935 人 931 人 

放課後児童クラブ数  21 か所  20 か所 

保護者が就労等により昼間家庭に居ない小学校に就学している児童に対し、授業の終了後に適切な
遊び及び生活の場を与えて、児童の健全な育成を図ることを目的として、20 クラブに委託した。令和
元年度は、受け入れ需要の増加への対応と児童の安全確保のため、成岩小学校敷地内に放課後児童ク
ラブ施設を整備した。 
また、放課後児童支援員等に対し、初任者向け研修を２回、現任者向け研修を７回実施し、基本的
な育成支援に関する知識だけでなく、クラブの運営管理方法、障がいのある児童や複雑な家庭環境の
児童への対応、保護者等との連絡・協力等、多岐にわたる必要な知識及び技能の習得、維持及び向上
に努めた。 

・放課後児童健全育成事業委託料      211,796,589 円（利用児童数 931 人） 
・放課後児童支援員等資質向上研修委託料    325,407 円 
・放課後児童支援員等資質向上研修講師謝金    53,000 円 
・入所児童奨励費              42,037,500 円（対象人数 660 人) 
・施設整備費補助金             3,785,000 円（対象クラブ数 15クラブ） 
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成岩小学校敷地内で放課後児童クラブを開設するため、放課後児童クラブ実施場所等の整備工事を
実施し、放課後の児童の安全安心な居場所を提供した。
事業費合計  77,612,465 円
（主な実施内容） ・成岩小学校放課後児童クラブ施設建設工事  75,988,000 円

・事業用備品購入                       524,953 円 

■ 放課後子ども教室推進事業（県・市）〔子育て支援課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 小学校区ごとの教室で受け入れ可能な児童数に上限があるため、全体として
は登録児童数の目標値を下回る結果となっているが、小学校区ごとでみると、抽選
により参加児童を決定したところもあり、参加希望児童全員を受け入れすることが
できなかった。スタッフ数についても全体として減少しており、教室によってはス
タッフの確保に苦慮している状況があり、スタッフの高齢化も課題となっている。 
今後の方針 地域の方々にコーディネーターやスタッフとして参画していただき事
業を実施しているため、その人員確保のために、引き続き市報等で事業周知とスタッ
フの募集を行う。また、子どもたちの安心・安全な居場所であると同時に、地域と
のつながりを深め、子どもたちの豊かな人間性の育成につながる教室を開催できる
よう、スタッフ数の増員を図るなどより多くの児童が参加できるような運営方法を
考えていく。 

改善推進

成果指標 目標値 実績値

放課後子ども教室のスタッフ数 230 人 205 人 

放課後子ども教室の登録児童数 325 人 321 人 

放課後の子どもたちの安心・安全な居場所づくりを推進するため、１、２年生を対象とし、全小学
校で開設した。放課後子ども教室では、各開催曜日の授業終了後から午後４時まで、地域の方々の参
画を得てスポーツ、勉強、文化・体験活動に取り組み、児童の健全育成に寄与することができた。 

■ 児童発達支援等事業（国・県・市）〔子育て支援課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 障がい児通所支援の支給決定を適正に実施し、利用する児童に対して必要な
療育を受けられるように円滑な事業運営に努めた。また、保護者、学校、保育園及
び幼稚園等に障がい児通所支援事業の制度を周知するとともに、事業所向けの研修
を開催し、支援員の質の向上に努めた。更に、就学前の医療的ケア児の保育の保障
について検討し、保育所等へ看護師を派遣する事業を整備した。 
今後の方針 本年度に障がい児の様々なニーズに応じた必要な支援を盛り込んだ第
２期半田市障がい児福祉計画を策定し、障がい児のライフステージに応じた切れ目
のない支援を実施する。 

拡充推進

障がい児通所支援（児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援、障がい児相談支援）

事業（サービス）は、児童福祉法に基づき、市が支給決定を行っている。 

子育て支援課では、利用希望者に対し、申請の際に対象児を含めた家庭の状況の聞き取りと、障が

い児相談支援事業者が作成した「障がい児支援利用計画案」の内容をもとに支給決定行い、家族を含

めた支援に取り組んだ。 

なお、発達の心配や障がいのある子どもとその保護者を対象とする相談は、児童発達支援センター

つくし学園内の「発達支援相談あゆみ」において対応している。 

○児童発達支援 
未就学の障がい児に対し、日常生活における基本的な動作の指導や集団生活への適応訓練など
の療育支援を行う。また、外出が著しく困難な障がい児に対し、居宅を訪問して療育を提供する
「居宅訪問型児童発達支援」を平成 30年度からスタートした。 
・令和元年度実績 年間実利用人数 児童発達支援 95人 居宅訪問型児童発達支援１人 

○放課後等デイサービス 
就学する障がい児に対し、放課後や夏休み等の長期休暇中に、生活能力向上のための訓練等を
継続的に提供することにより、障がい児の自立を促進する。 
・令和元年度実績 年間実利用人数 272 人 
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○保育所等訪問支援 
保育所等を利用する障がい児が集団生活に適応するため、訪問支援員が訪問し、障がい児や保
育所等のスタッフに対して専門的な支援を行う。 
  ・令和元年度実績 年間実利用人数 15人 

○障がい児相談支援 
児童発達支援、放課後等デイサービス及び保育所等訪問支援の各事業（サービス）を利用する
ために必要となる「障がい児支援利用計画案」を市が指定する「指定障がい児相談支援事業者」
が事業（サービス）の必要な背景や理由などを利用者に聞き取りながら作成を行う。 
また、作成した計画を定期的に検証し、見直しを行う。 
・令和元年度実績 年間実利用人数 371 人 

■ 地域子育て支援拠点委託事業（国・県・市）〔子育て支援課〕 

主に３歳未満の乳幼児とその保護者を対象に、地域で気軽に集い相互交流や子育ての不安や悩みを

相談できる場を提供し、育児の不安や負担感の軽減、子育て家庭の孤立化の防止を目的に実施してい

る。令和元年度は、乙川中学校区と亀崎中学校区の２か所に新たに拠点を開設した。 

 事業内容 

①交流の場の提供・交流促進 

②子育てに関する相談・援助 

③地域の子育て関連情報提供 

    ④子育て・子育て支援に関する講習等

■ 児童センター管理運営事業（国・県・市）〔子育て支援課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 児童センターの延べ利用者（児童）数について、令和元年度は 30 年度と比較
すると減少し、目標値を達成することができなかった。主な要因としては夏季の猛
暑の影響により、熱中症予防のため空調機のない遊戯室を使用禁止にしたことに加
え、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため３月を臨時休館としたことにより
利用者数が減少したものである。しかし、保護者同士の交流や、世代間の交流が図
られる場になるなど、地域の子育て支援の拠点施設としての役割を果たし、児童の
健全育成を推進することができた。 
今後の方針 児童センター・児童館が地域の子育て支援の拠点施設として更に機能
するよう、地域の方々やボランティア団体と連携を図り、健全な遊びを通して、児
童の生活の安定と人格的発達の場となるよう、環境づくりを推進していく。 

現状維持

成果指標 目標値 実績値

市内児童１人あたり児童センター利用回数 4.5 回 4.38 回 

  ○成果指標等の推移 

区分                  年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

市 内 児 童 数（人） 21,226 20,885 20,488 

児 童 セ ン タ ー 7 館 利 用 児 童 数（人） 93,274 98,353 89,684 

市内児童１人あたり児童センター利用回数（回） 4.41 4.71 4.38 

○児童センター利用状況（令和元年度実績）                  （単位：人） 

セ ン タ ー 名 幼 児 小学生 中学生 その他 計 

成 岩児童センター           3,834 6,561 389 5,720 16,504 

亀 崎児童センター           3,608 8,278 227 5,127 17,240 

半 田児童センター           4,604 7,520 227 8,370 20,721 

乙 川児童センター           5,058 7,127 321 5,463 17,969 

板山ふれあいセンター 10,816 6,308 200 10,421 27,745 

青 山児童センター           9,703 10,163 541 9,750 30,157 

有 脇 児 童 館           765 5,339 233 6,491 12,828 

合  計 38,388 51,296 2,138 51,342 143,164 
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■ 児童遊園、ちびっ子広場管理運営事業〔都市計画課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 遊具改修について、遊具の選定に際し、アンケート調査を行い利用者である
地域の子供たちの意見を反映することができた。 
今後の方針 今後はトイレやフェンス等の施設改修を計画的に実施していく。 

拡充推進

成果指標 目標値 実績値

管理瑕疵に伴う事故件数 0件 0 件 

除草、清掃等については、17か所を地元自治区へ委託し、施設の維持管理に努めた。また、児童遊

園・ちびっ子広場の遊具保守点検（16 か所、406 千円）、遊具の改修（有脇児童遊園、549 千円）を行

い、利用者の安全を確保することができた。 

今後も、安全確保と機能維持のため適切な維持管理に努める。

■ 民間保育所運営事業（国・県・市）〔幼児保育課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性 

評価 年度途中に待機児童が発生したものの、令和元年度から民間保育所（１施設）
において分園を開設し、３歳未満児の定員拡大（０歳児+３人、１歳児+10 人、２歳
児+６人）を行うことができた。また、平成 30 年度から引き続き、国・県補助金で
ある「保育対策総合支援事業費補助金（保育補助者雇上強化事業）」を活用し、民間
保育所等における保育士の業務負担軽減や離職防止に寄与した。 
今後の方針 令和元年度に策定したこども園化や民営化、施設更新を併せた「半田
市保育園等公民連携更新計画」に基づき、民間保育所の拡充を中心とし、民間保育
所と公立保育所が連携し、多様化する保育ニーズに対応していく。また、国・県補
助金を活用し、民間保育所等の質の確保及び職員の離職防止に努める。 

拡充推進 

成果指標 目標値 実績値 

 4 月 1 日現在の待機児童数 0 人 0 人 

10 月 1 日現在の待機児童数 0 人 9 人 

民間保育所等（半田同胞園保育所、住吉こども園、のぞみが丘保育園、みらい保育園、あさひ保育

園）に対し、国の保育単価に基づき保育業務委託を実施するなどし、また、延長保育や一時的保育事

業などの実施に対し補助金を交付し民間保育所等の運営の安定に努め、保護者の子育てと就労の両立

を支援することができた。また、平成 30 年度から国・県補助金である「保育対策総合支援事業費補

助金（保育補助者雇上強化事業）」を活用し、民間保育所等の保育士の業務負担軽減や離職防止に努

めている。 

平成 31 年４月から半田同胞園保育所にて分園を開設し、引き続き民間と公立の保育所等の連携を

密にし、増加傾向にある低年齢児の保育ニーズ、多様化する保育ニーズに対応した。 

また、新型コロナウイルス感染症対策事業として、国の補助金を活用した「保育環境改善等事業」

を実施し、感染拡大防止に努めた。 

・民間保育所運営委託料      465,617,780 円 

・施設型教育・保育給付費     71,043,570 円 

・民間保育所運営費補助金       88,472,537 円 

（内訳）配置強化職員費補助金   47,426,000 円  嘱託医報酬改善費補助金   2,894,720 円 

長時間保育実施費補助金  21,208,646円  一時的保育実施費補助金  16,943,171円 

・保育対策総合支援事業費補助金   8,608,282 円 

（内訳）保育補助者雇上強化事業  7,963,282 円  保育環境改善等事業      645,000 円 
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■ 地域型保育事業（国・県・市）〔幼児保育課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性 

評価 平成 31年４月から新たな小規模保育事業所を２施設開所するなど、低年齢児
の定員拡大（０歳：12 名、１歳：12名、２歳：12名）を行うことができた。しかし、
増加する低年齢児の保育ニーズに対し、年度途中で待機児童が発生している状況の
ため、民間保育所、公立保育所と連携し、様々な保育ニーズに対応する必要がある。
今後の方針 令和元年度に策定したこども園化や民営化、施設更新を併せた「半田
市保育園等公民連携更新計画」に基づき、民間保育所の拡充を中心とするなかで、
更新の過渡期における待機児童の発生に対応すべく、民間保育所、公立保育所と連
携し、低年齢児の待機児童の解消に努める。 

拡充推進 

成果指標 目標値 実績値 

 4 月 1 日現在の待機児童数 0 人 0 人 

10 月 1 日現在の待機児童数 0 人 9 人 

低年齢児の保育ニーズに対し、小規模保育事業所にて低年齢児保育や延長保育を実施し、様々な保
育ニーズに対応することができた。 
また、国の保育単価に基づき、地域型保育給付費を給付するとともに、延長保育の実施に対し補助
金を交付し、小規模保育事業所の運営の安定に努め、保護者の子育てと就労の両立を支援することが
できた。 
平成 31 年４月から新たに小規模保育事業所のくれよん保育園、わかば保育園を設置し、低年齢児
の定員拡大を行うことができた。 
また、新型コロナウイルス感染症対策事業として、国の補助金を活用した「保育環境改善等事業」
を実施し、感染拡大防止に努めた。 
・地域型保育給付費                139,272,720 円 
・地域型保育事業補助金（延長保育事業費補助金）     70,200 円 
・保育対策総合支援事業費補助金（保育環境改善等事業） 428,000 円 

■ 母子・父子家庭医療費助成事業〔国保年金課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 医療費自己負担分の助成を適正に行うことにより、母子及び父子世帯の経済
的負担を軽減するとともに、生活の安定と健康保持を図った。また、対象者はひと
り親世帯であり、仕事等のため市役所への来庁や必要書類の取り寄せなどの時間が
なかなか作れない方も多いため、毎年行う受給者証の更新手続きを郵送でも行える
ようにしたほか、子育て支援課と連携して必要書類を省略して申請を受け付けるな
ど、手続きに係る負担の軽減に努めた。 
今後の方針 今後も現行の制度を維持継続しながら、各種申請・届出手続き方法の
見直しを行うなど、仕事を持つひとり親の手続きにかかる負担を軽減できるよう、
随時事務処理方法の改善を行っていく。

現状維持

令和元年度の決算額は 91,431,976 円（前年度 87,394,263 円）で前年度比 4,037,713 円、4.6％の
増であった。前年度より高額療養費（戻入金）が上回ったが、医科の通院が約 230 万円、歯科が約
80 万円、調剤が約 90 万円の増となり決算額は増加した。 

  ここ数年、景気の好転や少子化により受給者数が減少しているが、医療費の増加に伴い、助成額全 
体が増加している。 
  今後は現行の制度は維持しつつ、受給者の手続きに関する負担を一層軽減するなど、きめ細やかな 
対応に取り組んでいく必要がある。 

 ○対象範囲 
・ 母子・父子家庭の母・父とその児童 
〔所得制限：母・父の所得が児童扶養手当法支給制限以下〕 
・ 父母のない児童 

目 予算現額 決算額 執行率 

３ 母子福祉費 

千円

119,887

千円

100,716

％

84.0
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100,012千円
99,596千円89,898千円

87,394千円91,432千円

10,000千円

30,000千円

50,000千円

70,000千円

90,000千円

110,000千円

H27 H28 H29 H30 R1

  ・  家庭医療費助成額

 ○医療費助成実績（県補助対象・補助率 １／２） 

月平均受給 
対  象  者 
   (人) 

延 受 給 
対 象 者 
   （人） 

延 受 給 
件  数 
   （件） 

一人当たり 
受給件数 
   （件） 

助 成 額 

     (円) 

一人当たり 
助 成 額 

    （円）

2,221 26,648 31,747 14.29 91,431,976 41,167 

■ ひとり親家庭等自立支援対策事業（国・県・市）〔子育て支援課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 ひとり親家庭向けの支援事業の情報をまとめて作成した「ひとり親家庭生活
ガイドブック」を児童扶養手当額改定通知に同封し、全受給者に周知を図った。  
児童扶養手当申請時又は現況届時に、就業支援事業等の情報提供を行い、支援の必
要なひとり親に対して自立支援計画の策定を行った。 
上記に併せて、児童扶養手当現況届時にアンケート調査を実施し、ニーズ等の把握
に努めた。 
また、ひとり親向けのメール相談を実施し、来庁できないひとり親等に対する相談
手段を確保した。 
今後の方針 ファミリーサポート利用料助成事業において、助成上限額の引き上げ
を行う。 
自立支援計画策定者のモニタリングを細やかに行い、自立支援計画に定めた目標を
達成できるよう継続的な支援を行う。 
アンケート調査の実施により、ひとり親のニーズを把握し、事業のメニュー等につ
いて研究・改善を行う。 

拡充推進

成果指標 目標値 実績値

ひとり親家庭等自立支援計画作成者に対する支援数 80 人 80 人 

○ひとり親家庭等自立支援サポート事業
母子・父子自立支援員が、離婚後の生活激変期や何らかの事情で家庭生活に支障をきたしてい
るなど支援が必要な家庭に対し、子育てや生活、就業、養育費取得などに関する相談支援を行っ
た。 
・自立支援計画作成件数 80件 

○ファミリーサポート利用料助成事業
子育てや生活面、仕事や養育費取得のための活動を支援するため、はんだファミリーサポート
センター事業を利用したその費用の半額を助成し、ひとり親家庭等の自立に向けた支援に努めた。 
・利用 10 家庭（母子 ８家庭 父子 ２家庭） ・助成額 250,700 円 

○自立支援教育訓練給付金
就職やキャリアアップのため、指定された講座を受講した場合に、給付金を支給し、受講後の
就業に至るまでの支援を行った。 
・利用 ４人     ・支給額 267,835 円 

―127―



○高等職業訓練促進給付金 
ひとり親家庭の父又は母が、就職の際に有利になり、生活の安定に資する資格を取得すること
を促進するため、生活にかかる費用負担の軽減を図るための給付金を支給し、就労及び自立支援
に努めた。 
・利用 ５人     ・支給額 4,954,000 円 

○一時預かり事業
より良い仕事に就くための就業活動等を支援するため、子育て支援センターの一時預かりの利
用料を免除し、ひとり親家庭等の自立に向けた支援に努めた。
・利用 ２人 

■ 母子家庭等福祉事業（国・県・市）〔子育て支援課〕 

○母子生活支援施設
児童福祉法に基づく母子生活支援施設に児童入所施設措置費を交付し、入所母子世帯の早期自
立指導と援護に努めた。
・児童入所施設措置費 1,794,908 円 （計３世帯 10 人） 

〇母 子生 活 支 援 施設 入 退所 の状 況

入退所 
状況 

31 年 3月 31 日現在 元年度(新規)入所 元年度退所 2 年 3月 31 日現在 

世 帯 人 員 世 帯 人 員 世 帯 人 員 世 帯 人 員 
1 世帯 2人 2 世帯 6人 2 世帯 4 人 1 世帯 4 人 

■ 市立保育園管理運営事業（国・県・市）〔幼児保育課〕

事 務 事 業 評 価 事業の方向性 

評価 保育が必要な就学前児童に対し、施設の維持・管理等の環境整備に努め、円
滑に保育・教育を実施することともに、令和元年度から白山保育園において発達支
援通級クラスひまわり組を開所し、保育サービスの拡充を図ることができた。しか
し、待機児童については、年度途中において発生する傾向にあるため、令和元年度
から新たな小規模保育事業所の開設などにより、低年齢児の定員を 36 人分拡大した
が、それを上回る保育ニーズがあり、待機児童の解消には至らなかった。公民連携
更新計画の中で、民間保育所と連携し、解消に努めていく必要がある。 
今後の方針 市立保育園施設の維持管理及び保育の質の向上に努めるとともに、半
田市子ども・子育て支援事業計画を基に保育サービスの改善に努める。また、令和
元年度に策定したこども園化や民営化、施設更新を併せた「半田市保育園等公民連
携更新計画」に基づき、民間保育所や小規模保育事業所を含めた半田市の低年齢児
の受け入れ拡大等の保育サービスの拡充に取り組み、待機児童の解消に努めていく。

改善推進 

成果指標 目標値 実績値 

 4 月 1 日現在の待機児童数 0 人 0 人 

10 月 1 日現在の待機児童数 0 人 9 人 

令和元年度の入所児童数は、年間延べ 34,359 人で前年度に比べ延べ 3,671 人増（公立 2,414 人増、

私立 1,257 人増）となった。平成 31 年４月から半田同胞園保育所にて０～２歳児の定員拡大を行っ

たものの、年度途中において低年齢児を中心に待機児童が発生している現状があり課題となってい

る。 

〇 施設整備 

施設整備については、平地保育園の空調機器等更新工事、板山こども園、葵保育園の幼児用トイ

レ洋式化等工事などを実施し、施設の保全に努めた。また、老朽化した調理備品を始めとした保育

事業用・管理用備品の整備に努めた。 

・施設整備工事費  13,188,162 円 

・備品購入費      7,900,154 円 

目 予算現額 決算額 執行率 

４ 保育園費 

千円

1,963,215

千円

1,913,856

％

97.5
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〇 給食業務 
園児の給食については、調理員研修会、給食担当者会議等を開催し、食生活の向上に努めた。ま
た、栄養士が随時園を訪問し、指導を行い、「半田市保育園給食異物混入対応マニュアル」に基づ
く対応を徹底し、衛生管理や安心・安全な給食の提供等を実施するとともに、低年齢児の離乳食や
アレルギー除去食についてきめ細かな対応に努めた。 

〇 認定こども園（公立）の運営 
幼稚園機能と保育園機能を併せ持った幼保一体型施設（公立）である岩滑こども園、板山こども
園において、保護者の就労の有無に関係なく児童を受け入れ、教育と保育を一体的に行うとともに、
岩滑こども園の子育て支援室「ぴよぴよ」にて、子育て不安に対応した相談や親子の集いの場を提
供し、就園前の子どもに対する子育て支援に努めた。 
・岩滑こども園年間入園児童数  長時間利用児数 1,671 人 短時間利用児数 416 人 
・子育て支援室「ぴよぴよ」年間延べ利用児童数  3,301 人 

   ・板山こども園年間入園児童数  長時間利用児数 1,994 人 短時間利用児数 613 人 

■ 保育園給食調理等業務委託事業（市）〔幼児保育課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性 

評価 計画通り白山保育園、高根保育園、修農保育園、有脇保育園、岩滑北保育園、
葵保育園、横川保育園で調理委託を行い、園児に継続的に安全・安心な給食の提供
を行った。併せて、専門業者ならではの食育活動の提案を受けこれを実践し、乳幼
児期に重要な食育の充実を図ることができた。また、用務業務も同時に委託を行い、
園内の環境整備を維持できた。 
今後の方針 令和２年度から新たに花園保育園、協和保育園で調理委託を開始し、
園児に継続的に安全・安心な給食の提供を行う。 

拡充推進 

成果指標 目標値 実績値 

給食調理等業務委託実施園 7 園 7 園 

・保育園給食調理等業務委託料    85,679,511 円 

■ 児童発達支援センターつくし学園管理運営事業（国・県・市）〔幼児保育課〕 

事 務 事 業 評 価 事業の方向性

評価 知的発達障がい児には、個々の特性に応じた指導育成や訓練などを行った
ことで、日常生活に必要な生活習慣の習得を促すことができた。肢体不自由児に
は、児童の発達状況や体調等の安全面に配慮した療育を行うことができた。今後
も、専門知識の習得などにより、さらなる療育の質の向上を図っていく必要があ
る。なお肢体不自由児については、医療的ケアが必要な障がいの重い園児や他施
設を利用する園児が増加していることに伴い、通園できる日数は減少している。
関係機関と連携することにより、児童発達支援施設としての療育の質の向上を図
る必要がある。 
今後の方針 今後も、障がいの種別に関わらず可能な範囲で児童を受け入れ、
個々の発達状況に合わせた療育を実施する。特に肢体不自由児は、個々の体調や
状態の変化が知的障がい児とは異なることから、担当する職員には高い専門性が
求められる。障がいの特性に関する研修等を受講したり、他施設を見学すること
などにより、資質の向上を図っていく。また医療機関や他施設などの関係機関と
情報を共有することにより、さらなる療育の資の向上を図っていく。 

改善推進

成果指標 目標値 実績値 

つくし学園利用児童数 48 人 48 人 

つくし学園登園（療育実施）率（知的発達） 89.0％ 84.3％ 

つくし学園登園（療育実施）率（肢体不自由） 67.0％ 46.3％ 

目 予算現額 決算額 執行率 

５ 児童発達支援センター費 

千円

202,562

千円

198,952

％

98.2
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